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倉利丸・大町慎浩・香内力訳、作品社、2003
年）で注目する「小流通」（MEGA, II/1.2, 
S.555ff. 『資本論草稿集』②443頁以下）は、『経
済学･哲学《第一》草稿』「疎外された労働」
の賃金労働者の個人消費生活過程の再論である。
カント的にいえば、ネグリは、おそらくそれと
は知らないで、賃金労働者が「根拠づけられた
もの」から自ら「根拠」に生成する経路を探求
していることになる。

29　内田弘「『国富論』の編成原理と『哲学論文
集』」『専修経済学論集』2017年3月を参照。ス
ミスも『国富論』を編成するにあたって、アリ
ストテレスの『デ・アニマ』の「分離＝結合原
理」を援用した。

30　例えば、フロイトの『夢判断』（1900年刊行）
を近代心理学の始めとすれば、マルクスの
1844年の『経済学・哲学草稿』はその成立よ
り遙か半世紀前の著作である。これと類似した
訳語問題のひとつに、『ドイツ・イデオロギー』
の単語Herdの訳語問題がある。独和辞典では
たいてい、Herdの最初に出てくる訳語が「竈
（かまど）」であるからといって、その訳語を採
用すると、そこでHerdと対語として出てくる
Schauplatz（劇場）との関連が分からなくなる。
この場合のHerdの適訳は「地炉」であり、両
方には「多くの人々が集まる場」や「中心地・
現場」の共通の意味がある。

31　「序説（Einleitung）」のタイトルは、それが書
かれた当初は、「Ⅰ．生産、消費、分配、交換
（流通）」であった。マルクスは、1859年に『経
済学批判』の刊行にさいして、それを「序説」
としてその冒頭に掲載する計画を立てたけれど
も、読者が冒頭からその結論めいたものを知る
ことは、一歩一歩認識を深化させる読書のあり
方として不適当であると判断し、掲載を撤回し
たものである。後年、20世紀初頭に、カウツ
キーが「序説」を『経済学批判』の巻末への
「付録」として収録するようになった。現在も
その刊行様式は踏襲されている。しかし、「序
説」を『要綱』の冒頭に掲載する時のタイトル
は、もともとの「Ⅰ 生産、消費、分配、交換
（流通）」が正確なタイトルである。その番号
「Ⅰ」は、「Ⅱ 貨幣に関する章」「Ⅲ 資本に関す
る章」というように、［Ⅰ→Ⅱ→Ⅲ］というよ

うに接続し、元々の連番が復活する。ＭＥＧＡ
はそのことを指摘せず、「Ａ 序説」として刊行
している。ＭＥＧＡ版だからといって、編集上
の問題がないわけではない。『要綱』「資本に関
する章」の「実質的な始めの個所」はどこかと
いう編集問題も同断である（正しくは『経済学
批判要綱』ノートⅡの8頁の｢横線｣の直後）。

32　因みに、本稿筆者が研究員として21世紀初め
に滞在したイギリスの港町ブリストルのＮＰＯ
法人の映画館では、「アジア映画特集」として、
大阪という現代日本都市のアナーキィな喧噪を
描く映画や、南米産の恐竜をロンドンで展示す
るてんやわんやの映画が上映されていた。マル
クスのアジア概念は今日の西欧に生きているの
である。

33　Karl Marx, Das Kapital, Erster Band, Dietz Verlag 
Berlin, 1962, S.49. 資本論翻訳委員会訳、『新版 
資本論 第1分冊』新日本出版社、2019年、65頁。
以下、『資本論』第1部から引用は（S.49：訳
65）のように引用文末に略示する。引用文は適
宜変更する。遺憾なことに、この「新版」では、
引用文の「要素形態」は旧訳と同じく正確であ
りながら、その対語である「商品集合
（Warensammlung）」は、商品の「商品の集まり」
で旧約のままの不適訳である。「要素」に対し
ては「集合」でなければならない。「価値鏡
（Wertspiegel）」との対語であるその動詞「鏡映
する（spiegeln）」は「反映する」と訳されてい
て誤訳のままである。『資本論』のこのような
語法は、商品の形態展開をマルクスが射影幾何
学の発想で表現していることによることを訳者
は気づかなければならない。マルクスの経済学
批判は、カントの「批判哲学」の批判的継承で
ある。カント『純粋理性批判』のキーワード
「仮象（Schein）」はこの新版でも旧訳のままの
「外観」である。カント→マルクスの哲学史的
継承関係がこれで消えてしまう。『資本論』は
単なる経済学の書物ではない。

34　拙著『資本論のシンメトリー』はまさにその
言明を解明したものである。

35　岡崎乾二郎『ルネサンス　経験の条件』文藝
春秋、2014年、158頁。ただし、原文の「視点」
を「観点」に変えた。

36　『資本論』は、冒頭商品を前提とすれば、い
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つまでも自己を再生産し続ける体系であり、そ
の意味でゲーデルの不完全性定理Ⅱ「収束不可
能性」が妥当する。しかもその特性は冒頭商品
を不可欠な前提とする。その意味で、『資本論』
体系は冒頭商品を「取り消し不可能な命題文」
として前提する。この前提はゲーデル不完全性
定理Ⅰに対応する。しかも『資本論』とゲーデ
ル不完全性定理とは、原始的再帰関数を共有す
る。

37　ヘーゲル『法の哲学』§44によれば、財の所
有者は自己の意志（Wille）を財に注入するこ
と（legen）によって、財を物件（物象Sache）
に転化する。ヘーゲルが商品の交換価値（価
値）を財の所有者の意志の自覚的な注入とみる。
これに対して、マルクスが商品所有者の無意識
の第三者＝価値の抽象と考える。ヘーゲルの場

合、物件＝商品の世界はすぐれて観念的なもの
＝「意志」に基礎づけられている。ヘーゲルは
カントを批判したけれども、まさにその究極的
な基盤では、カント的にすぐれて観念論的であ
る。マルクスが「数学草稿」で、カント以後の
フィヒテ・シェリング・ヘーゲルは結局カント
の観念論一般の基礎づけの地平で、カントを批
判したにすぎないと指摘していることは、商品
世界の哲学的基礎づけでも妥当するのである。

38　最新刊の『新版 資本論1』（新日本出版社、
2019年）は、「新版」といいながら、このよう
な「鏡・鏡映する」などの射影幾何学的な含意
を訳しきっていない点が惜しまれる。「新版」
の『資本論』像が伝統的な枠に制約されている
ためであろうか。
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貨幣（debit money）」に従属している文明段階」

（ibid., p.597）にあるとしている。ここで引き

落とし貨幣とは、中央銀行制度と兌換停止を前

提とする預金通貨（要求払預金）のことであり、

金属貨幣は引き落とし貨幣と政府紙幣によって

既に駆逐されているとされる。

コモンズの信用貨幣論を理解するには、コモ

ンズ経済学のキーワードである「（研究単位と

しての）取引」と「集団的行動」についてまず

簡単に触れておく必要がある。自由意志による

経済活動（経済的自由）が許されるのは、法と

社会規範（ワーキングルール）を遵守する限り

のことである。所有対象の評価が関わる「経

済」と人間の評価が関わる「政治」とは区別さ

れるべきであるが、意志的な行動に基づく経済

的な社会関係である「取引」には経済と政治の

両側面がある。「取引」には法や社会規範によ

る社会的正当性の付与が必要であり、したがっ

て法や社会規範を提供する「集団的行動」が前

提とされる。

次に、資本主義的市場システムにおける「取

引」に関するコモンズの概念を、マルクスによ

る資本循環の定式化を利用してまとめておきた

い。貨幣資本循環に利子生み資本を考慮すると

次のような定式が得られる（ただし、G：貨幣、

W：商品、Pm：生産手段、A：労働力、P：生

産過程、W＇：価値増殖した商品、G＇：価値増

殖した貨幣）：

G－G－W　Pm 
A  … P … W＇－G＇－G＇

Ｇ－Ｇは債務形成、Ｇ＇－Ｇ＇は債務返済を示

す。資本の運動は信用関係によって包摂され、

待忍とリスク引き受けにより二重の貨幣前貸と

二重の貨幣還流が実現される。実線の流れは信

用市場および商品市場（財市場と労働力市場）

における「売買交渉取引（bargaining transaction）」

を通じて、点線の流れは生産過程の「管理取引

（managerial transaction）」を通じて実現される

（国家と民間の間の「割当取引」についてはこ

こでは省略）。「取引」は、取引対象の所有権

（①）と価値評価（②）が社会的に正当化され

ることによって可能となる。

①社会的に正当な所有権についてコモンズは、

「有体（corporeal）財産」「無体（incorporeal）

財産」「無形（intangible）財産」を区別する。

法的な財産概念が「有体財産」（通常の有形財）

以外に拡張されたことが資本主義を可能にした、

というのがコモンズの強調点である。生産過程

においてサービス機能を果たす「擬制商品」

（労働力、土地、貨幣〔2番目のＧ〕）等が「無

形財産」と、そして信用供与者の債権（最初の

Gの前貸）が「無体財産」と法的に規定される

ことによって、取引の連鎖を通じた資本の運動

が可能になる。

②取引が意思的な関係である以上、個々の取

引の結果としての評価はそれ自体として正当で

ある。ただし（超個人的という意味で）客観的

な評価には価格が必要であり、価格は社会的に

通用する物量単位と貨幣単位を前提とする。現

実には取引対象の価値は名目価値として表され

るよりほかなく、名目価値が社会的正当性を獲

得するには何らかの理論的な基準が必要である。

コモンズはこれを「実質価値」と呼び、Ａ .ス

ミス以来の経済学の価値論はこれをめぐる議論

だとする。しかし財産の社会的概念の拡張とと

もに従来の価値論が妥当しなくなったというこ

とで、Commons [1934] では効率性・稀少性・

将来性に着目する「適正価値」論が提示される。

では「引き落とし貨幣」（預金通貨）はどう

位置づけられるか。上の定式において信用供与

者が銀行であるとき、銀行は預金という債務を

創出して貸付を行う（Ｗ＇－Ｇ＇を先取りする短

期の商業債務についてはここでは扱わない）。

このことが可能なのは、債務の譲渡性が法や慣
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ル」は元々の金属重量との結びつきを失ってい

るが、これは貨幣名が金属貨幣（秤量貨幣とし

ての）の重量表示から、「債務支払いのための

「通用単位」」（ibid., p.460）へと目的が変更さ

れたためだとされる。こうして（商品の）交換

手段機能と（貨幣の）支払手段機能とは截然と

区別される。そして、通用単位という法的な意

味は「慣習から生まれ、後に、国家の司法権の

範囲内で、それを普遍的なものとする法に引き

継がれた」（ibid.）とし、私的な支払共同体（銀

行とその顧客から成る）と公的な支払共同体

（国家）が区別される。ここで想定されている

貨幣の形態は、税支払手段でありながら国内流

通もする政府紙幣と、銀行預金すなわち引き落

とし貨幣（ただしコモンズは小切手も支払手段

と呼ぶことがある）である。法貨規定を与えら

れた不換中央銀行券はまだ問題となっていない

点に注意が必要だ。では、私人間の債務を解消

する手段となるのは、政府紙幣かそれとも引き

落とし貨幣か――クナップはこのような問題を

提起したうえで、税支払いを重視し、租税債務

の支払手段である政府紙幣が私人間でも支払手

段となるとした（Knapp [1905], Kap.2, Abschn.6; 

Commons [1934] p.464ff.も参照）。クナップに

よれば、国家が政府紙幣を「国家によって受領

可能かつ支払可能な」通貨の地位に引き上げる

とき、立法者としての国家は政府紙幣を税支払

い以外の支払いに対しても十分であることを認

めるし、それと整合的に裁判官としての国家も

係争時に政府紙幣の支払いで十分であると判決

する。

コモンズは次のように、クナップの「貨幣国

定説」を相対化する4。「だがわれわれは歴史的

には、二つの要因、つまり既存の制度と国家の

緊
アージェンシーズ

急 性の相対的な重要性を考えるべきである。

慣習（前述のような商業銀行）、あるいは法

（財務省証券、国法銀行券）のいずれかにより、

信用制度が金属貨幣の古い制度を押しのけ、共

同体内で支配的なものとなるとき、支払手段は、

税の支払要求よりも、債務支払いの要求によっ

て強く規定されるようになる。と同時に、もし

私的な債務の支払い以外の目的をもつ、国家の

要求または政策が、私的債務の支払い以外の目

的で支配的なものとなっているとすれば、その

場合、私的取引における支払手段として使用さ

れるものを規定するのはまさしく、これらの特

別な公的要求である」（ibid., p.464）。コモンズ

は、重要なのは「税か債務かの支払手段を指定

するに際して公共目的と私的目的のいずれかが

優先されるべきかについての、公共目的と私的

目的との区別である」（ibid., p.465）であると

する。「私的目的と共に在るビジネス慣習が優

先されるべきなのか、それとも公共目的と共に

ある政府――立法府、行政府、司法府いずれで

あれ――の政策が優先されるべきなのだろう

か」（ibid.）。

クナップの支払共同体論を参照しながら提示

されるコモンズの ITMは、「解消可能な債務」

と支払手段の歴史的な可変性および多様性を議

論する概念枠組みを提供しようとするものと言

える。以上の考察についてのコモンズ自身によ

るまとめに注目しておきたい。「ただちに理解

されるのは、この「支払手段」あるいは債務か

らの解放という概念が、原始時代から現代まで

のすべての集団に適用される普遍的な原理だと

いうことである。それらの集団がゴーイング・

コンサーンであり続ける限り、この概念は普遍

的な原理であるが、債務解消の記号となる手段

や遂行に関しては、著しく多様なルールをとも

なっている」（ibid., p.461）。ここで提示されて

いるプログラムは、債務の形成・返済を様々な

人間社会に共通な社会的凝集性の普遍的原理と

見なす「生の債務」仮説のプログラムと類似し

ているように思われる。Aglietta/Oréan [1998] 
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払手段」が対応している。Théret [2011] におい

ては、一般に社会的債務の支払手段を「財政

（公的）通貨」、私的債務の支払手段を「商業的

（私的）通貨」と呼んだ上で、資本主義社会に

おいては両者の統一性が確保されねばならない

とされる。この点について次のように説明され

る。「こうした財政（公的）通貨は、商業的

（私的）通貨と全く同様に、互いに論理矛盾す

るそれぞれの合理性によって支配される異質

的・自律的な実践諸秩序（経済的、政治的、家

庭的）への分化を超えて、社会の一
ユ ニ テ

体性が保証

されるように、1つの部面から他の部面へと流

通することができなければならない」（ibid., 

p.13）。こうして確立されるのが「通貨レジー

ム」である。「多様な取引部面に固有な諸通貨

の相互間の交換性を可能にすることによって通

貨システムを統一する通貨レジームは、他のタ

イプの社会においてだけでなく近代社会におい

ても、貨幣を社会的全体化の演
オペラトゥール

算 子にするこ

れら〔多様な取引部面〕の論理の間の妥協から

帰結する」（ibid.）。貨幣機能に即して言えば、

「すべての貨幣の中心には――それが社会的全

体化の演算子である限り――、計算体系の

単
ユ ニ シ テ

一性、支払手段発行者の複数性（社会的分化

ないし区分化の反映）との間の調整されるべき

固有の矛盾が存在」（ibid., p.13-14）し、これを

調整するのが「通貨レジーム」ということにな

る。

そして、「通貨レジーム」の安定に倫理が関

係してくる。ここでテレは「貨幣の3信
コンフィアンス

頼」

論を提示していく。まず二重の債務に即して貨幣

の信頼の内容を次のように述べる。「通
モネ ヤ ー ジ ュ

貨創出の

形態がどうあれ、常に貨幣は本来的に信用に基

づいているのであり、貨幣は信頼であり……、

その価値は、その発行者とその発行ルールの正

統性に左右される。それは最終的に、債務／債

権の公的循環および私的循環を調和的に起動す

る能力への「社会的信
フォ ワ

仰」（シミアン12）に依

拠している」（ibid., p.14）。このような信頼に

関してテレは①～③の形態を区別する13。すな

わち、①方法的（ないし依法的）（méthodique）

信頼は「経済的根拠への方法的、模倣的、ルー

ティン的な信頼」（英語ではconfidence（信認））、

②ヒエラルキー的（hiérarchique）信頼は「政治

的‐法律的根拠へのヒエラルキー的信頼」（英

語ではcredibility（信用性））、③倫理的（éthique）

信頼は「倫理‐象徴的根拠への倫理的な信頼」

（英語では trust（信頼））であるとされる（ibid.）14。

それぞれの信頼について次の説明がわかりや

すい。「経済的交換において、誰もが〈自分以

外の他人は通貨を同じ価値において受領するだ

ろう〉と期待するがゆえに、その通貨が支払い

時にルーティン的に受領されるとき、方法的信

頼〔①〕が存在する。信頼喚起を追求する――

支払共同体レベルの――集合権力……によって

発行者の信用性が担保されているがゆえに通貨

が受領されるとき、ヒエラルキー的信頼〔②〕

が存在する。倫理的な諸価値および諸規範（貨

幣が通用するとされる帰属共同体はこれに依拠

している）に則って通貨が分配されるがゆえに、

通貨が受領されるとき、倫理的信頼〔③〕が存

在する。このことは……ヒエラルキー的権力が

正統的であることを含意する」（ibid., p.14-15；

下線および〔…〕は引用者による）。

③が「メタ倫理的原領域」に通じるものであ

ることは明らかである。ところが、金融倫理に

ついて見たように、ミクロ・メゾ・マクロの社

会空間についても倫理は問題になる。以下では、

信頼の他の2形態（①②）と倫理の関係につい

てのテレの説明を見ておきたい。

まず方法的信頼は、「貨幣が流通しうるため

に必ずしも強制通用力をもつ必要がないことを

含意」しており、「ミクロ倫理的原領域」――

特にコモンズのいう「倫理的取引」――に関わ
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vue régulationniste commonsien”, Chaire Éthiue et 
Finance| Cahier de recherche, 2011-02.
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monnaie : une comparaison de Hobbes, Locke et 
Fichte”, Œconomia, 4 (4).
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2013年。
ホッブズ、Ｔ .［1651］ 『リヴァイアサン』（水田
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吉沢英成［1994］『貨幣と象徴――経済社会の原
型を求めて』ちくま学芸文庫。
ロック、Ｊ .［1691］『利子・貨幣論』（田中正司・
竹本洋訳）、東京大学出版会、1978年。

＊本稿は、JSPS科研費 JP18K01530の助成を受け
たものであり、また、専修大学平成30年度長
期在外研究員の研究成果の一部である。

1　コモンズはバーリ／ミーンズ『近代株式会社
と私有財産』（1932年）を論じる中で、同書で
「言及されている「近代国家」または「政治力」
は、政府役人で構成されている委員会へ権限を
委譲することに焦点づけられている。しかるに
「新経済国家」または「経済力」は、会社の重
役が役員である私的会社に、これに相応ずる権

限の委譲がされる」（Commons [1950] 邦訳
p.341）と注釈している。

2　コモンズはクナップを高く評価しながらも経
済学的な考察が不十分だとして他の経済学者を
取り上げていく（Commons [1934] 第3章§3以
降）のだが、本稿では、ともかくもコモンズが
クナップを高く評価した点に注目している。

3　また売り手は貨幣を獲得するのに「使用価値
の所有権の譲渡」というコストを支出し、買い
手は商品を獲得するのに「譲渡手段である貨幣
の所有権の譲渡」（ibid.,p.278）というコストを
支出する、とされる。こうしたコストは「専有
的コスト」ないし「制度的コスト」と呼ばれる。

4　預金通貨の債務支払機能を支える集団的行動
による強制に関して、クナップが国家の法的強
制力のみに着目するのに対して、コモンズはそ
れに加えて慣習的な経済的強制力にも着目して
いた（北川［2017］p.283-285参照）。

5　吉沢［1994］p.333。
6　最近よく言及されるのは、古代メソポタミア
のクレイトークンが文明化以前のギリシャに伝
わって貨幣を生み出したという史実である
（Martin [2013] 邦訳p.58-68参照）。Polanyi [1977] 
邦訳Ⅰ、p.192-193も参照。

7　デュトレーヴ／テレは「原型となる制度とし
ての貨幣」を「貨幣の３状態」（incorporé, 
objectivé, institutionalisé）によって表している
（Dutraive/Théret [2013] p.100；より詳しくは
Théret [2008]参照）。

8　Dutraive/Théret [2013] p.100-101。 中 原 [2014]
p.67-68も参照。

9　Théret [2014] では、３人の政治哲学者（ホッ
ブ ズ［1651］、 ロ ッ ク［1691］、 フ ィ ヒ テ
［1800］）による貨幣の取り扱いが検討されてい
る。その中でテレは、ロックが貨幣それ自体を
主権と見なしていたのに対して、フィヒテは国
民の安全を目的とする貨幣論を展開していたと
して、フィヒテを積極的に評価している。また
フィヒテの遺産はA.H.ミュラーに受け継がれ、
「貨幣に関するフィヒテおよびその後のミュ
ラーのアイデアは、ジンメル、マックス・
ウェーバー、クナップ、ケインズ、コモンズの
貨幣論だけでなく、今日の制度的な貨幣論の先
駆にもなった」（p.584）とされる。
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10　テレの「象徴的媒介」は、法・貨幣・イデオ
ロギー、あるいは法・貨幣・言説の組み合わせ
によって提示されてきたが、当初は象徴的媒介
としての貨幣の機能が研究の中心であり、他の
象徴的媒介の機能については詳しく分析されて
こなかった（中原［2010］p.74, p.100-101参照）。
研究の進展とともに、「イデオロギー」や「言
説」ではなく「倫理」の用語が用いられるよう
になったと推測される。

11　Théret [2011] では、経済学で通常扱われる一
0

般的な貨幣
0 0 0 0 0

（計算単位＋支払手段）をmonnaie、
資本主義の貨幣
0 0 0 0 0 0 0

（2機能に加えて価値準備にも
使用される貨幣；資金ないし資産としての貨
幣）をargentと呼んでいる。本稿では原則とし
て前者に「貨幣」、後者に「金銭」という訳語
を当ててある。

12　フランスの社会学者François Simiand （1873-
1935年）が遺した言葉としてよく引用されるが、
詳細な典拠は不明。

13　もともとはAglietta/ Orléan [1998] の「序説」
（共著者全員の署名がある）で提示されたもの。
簡潔な解説としては宇仁他［2010］p.143-144
参照。

14　テレはM.モースの「社会的事実」という概念
を承けて「貨幣的事実」「社会的事実としての
貨幣」を研究対象とすることを表明しているが、
ここでは貨幣的事実が「経済的

0 0 0

事実（支払手段
の生産・流通の一般経済）」、「政治的

0 0 0

事実（（i）

計算単位を指名し計算体系を定める権限をめぐ
る、（ii）支払手段の創出の法的または倫理的

0 0 0

調整をめぐるコンフリクトと制度化された妥
協）」、そして「象徴的

0 0 0

事実（貨幣言語、計算・
支払共同体についての、そして通貨ゲームの
ルールを正統化する主権についての倫理的

0 0 0

表
象）」（Théret [2011] p.12）の複合として把握さ
れているのである。

15　Théret [2011] の後半（p.17-34）では、金融デ
リバティブ（先物・オプション・スワップ等）
の拡大にともなう国際通貨の存立問題が3信頼
論から考察されているが、本稿では「3信頼」
論の枠組みを紹介するにとどめたい。

16　ブレトンウッズ時代にはこの信頼がもっぱら
法に依拠しているように見えたが、その理由は
「中央銀行が単に国民化されているだけでなく、
国家の中に溶け込んでもいる」（Théret [2011] 
p.16）からだとされる。しかし、集権化が行き
過ぎたときには、メゾ倫理の重要性が浮上して
くる。「集権化したレジームの極端なケースに
おいては、貨幣への信頼は中央国家への、およ
びその政府の政策への信頼と混同される。そし
て、政府の政策への信頼は決して満場一致では
共有されておらず、常に党派的なものであるの
で、このタイプのヒエラルキー的信頼は安定的
であることができない。それゆえ、一般に、ヒ
エラルキー的信頼はメゾ倫理的基礎にも依拠し
なければならないのである」（ibid.）。









福岡県養蚕業の展開と製糸資本の活動

― 75 ―

京都郡、企救郡の諸郡において養蚕業の普及は

不十分なものであった。

福岡県において、1916（大正5）年に春蚕飼

育と秋蚕飼育は全ての郡で行われていたが、夏

蚕飼育に関しては筑前地方で4郡、筑後地方で

2郡、豊前地方では2郡で行われていなかった。

夏・秋蚕飼育普及には地域差があった。福岡県

全体でみると、春蚕戸数比率が51%、夏秋蚕戸

数49％を占めており、集約的養蚕業経営が進

んでいたが、郡によりこの比率は異なる。

養蚕戸数の内、春蚕戸数が夏秋蚕戸数を下回

る諸郡は、筑前地方では筑紫郡、宗像郡、糟屋

郡、糸島郡、早良郡5郡に上り、筑後地方にお

いては三井郡、豊前地方では築上郡に限られる。

上記諸郡は、春蚕戸数比率が何れも40％台で

あり、県平均を下回る。この中で築上郡は、春

蚕戸数比率が40％と最も低い。筑前地方にお

いては、半数以上の諸郡は、夏秋蚕戸数が春蚕

戸数を上回る。

上記以外の諸郡の内、春蚕繭比率は、三池郡

と山門郡が80％台、八女郡、嘉穂郡、京都郡、

企救郡が60％台、その他諸郡が50％台であった。

養蚕戸数上位5郡の中で、八女郡の春蚕戸数比

率（64％）が最も高く、養蚕戸数中位諸郡の中

では嘉穂郡の春蚕戸数比率（67%）が最も高い。

この八女・嘉穂両郡を除くと、養蚕戸数上・中

位諸郡は、春蚕戸数比率が40％台の6郡を中心

に50％台の2郡で占められる。養蚕戸数下位諸

郡は、春蚕戸数比率が80％台を含む60％台以

上の諸郡4郡、50％台4郡、40％台1郡によっ

て占められていた。養蚕戸数下位諸郡は、春蚕

戸数比率が高い傾向にある。養蚕戸数からみて、

養蚕業の普及度が低い諸郡は、春蚕戸数比率が

高く、養蚕業の普及度が高い諸郡は、春蚕戸数

比率が低い傾向にあり、夏秋蚕業を積極的に取

り入れた集約的養蚕業経営を行っていた。

② 農業戸数に占める養蚕戸数比率
農業戸数から見た、福岡県内諸郡の主要農業

地帯は、1916（大正5）年に農業戸数が１万戸

以上の諸郡、即ち八女郡（14,727戸）、三井郡

（11,163戸）、朝倉郡（10,785戸）の三大農業地

帯とこれに続く三潴郡（9,545戸）、築上郡

（9,432戸）、山門郡（9,274戸）、嘉穂郡（8,522

戸）、京都郡（8,231戸）、浮羽郡（7,921戸）、

糸島郡（7,913戸）の以上10郡を挙げることが

できる。農業戸数上位10郡は、筑後地方5郡中

心に筑前地方3郡、豊前地方2郡の構成である。

上記八女・三井・朝倉3郡を合わせた、三大農

業地帯の農業戸数（36,675戸）は、福岡県全体

（153,206戸）の23.9％を占め、上位10郡を合わ

せた農業戸数（97,513戸）は、福岡県全体の

63.6％に上る。既述の如く、養蚕戸数は、上位

3郡（合計比率40.5%）及び上位10郡（合計比

率88.6％）共に上記各農業戸数比率と比較して、

大幅に高い。従って、主要農業地帯は、主要養

蚕地帯程の集中度がみられない。

農業戸数上位10郡以下の諸郡は、7,000戸台

2郡（田川郡、筑紫郡）、6,000戸台4郡（糟屋郡、

三池郡、企救郡、鞍手郡）、5,000戸台2郡（遠

賀郡、宗像郡）、3,000戸台1郡（早良郡）であ

る。福岡県最大の八女郡の農業戸数14,727戸か

ら早良郡の最小農業戸数3,680戸まで著しい開

差が生じていた。

農業戸数に占める養蚕戸数比率の順位は、朝

倉郡の22.1%を最高に、次いで糟屋郡17.3%、

筑紫郡16.6%、浮羽郡14.1%、宗像郡13.1%、

糸島郡12.1%、八女郡9.5%、三井郡8.9%が続く。

この上位8郡は、福岡県平均（8.1%）を上回る。

全国平均（31.9%）と比べると、大幅に下回る。

畑面積、桑園面積、養蚕戸数が福岡県第1、2

位を占める朝倉郡と八女郡においても農業戸数

に占める養蚕戸数比率は、全国平均に遠く及ば

ない。朝倉郡や八女郡では、櫨、藺草、楮、葉
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第 5位 第 6位 第 7位 第 8位 第 9位 第 10 位

浮羽郡 1,117 戸 三井郡 991 戸 糸島郡 958 戸 宗像郡 703 戸 築上郡 603 戸 嘉穂郡 410 戸

糟屋郡 198.9 町 宗像郡 176.1 町 糸島郡 138.4 町 浮羽郡 86.6 町 築上郡 84.8 町 鞍手郡 76.3 町

宗像郡 1,185 枚 浮羽郡 1,071 枚 八女郡 1,031 枚 糸島郡 856 枚 築上郡 670 枚 鞍手郡 537 枚

八女郡 1,489.45 石 宗像郡 1,437.25 石 浮羽郡 1,111.65 石 糸島郡 1,066.85 石 築上郡 991.71 石 鞍手郡 491.54 石

宗像郡 13.1％ 糸島郡 12.1％ 八女郡 9.5％ 三井郡 8.9％ 早良郡 7.0％ 築上郡 6.4％

三池・京都郡 2.6 反 宗像郡 2.5 反 山門郡 2.1 反 鞍手郡 2.0 反 朝倉郡 1.8 反 嘉穂・糟屋郡 1.7 反

朝倉郡 1.59 枚 鞍手郡 1.39 枚 早良郡 1.15 枚 築上郡 1.11 枚 三潴郡 1.00 枚 京都・浮羽郡 0.96 枚

糟屋郡 20.072 貫 築上郡 16.446 貫 鞍手郡 12.766 貫 糸島郡 11.136 貫 八女郡 10.609 貫 浮羽郡 9.952 貫

糟屋郡 11.666 貫 三潴郡 10.393 貫 筑紫郡 9.689 貫 早良郡 9.388 貫 宗像郡 8.162 貫 糸島郡 7.708 貫

朝倉郡 13.729 貫 筑紫郡 13.037 貫 企救郡 12.861 貫 糸島郡 12.463 貫 早良郡 12.224 貫 宗像郡 12.129 貫

糸島郡 3,154 戸 浮羽郡 3,069 戸 八女郡 2,848 戸 宗像郡 2,816 戸 三井郡 2,775 戸 京都郡 2,408 戸

糸島郡 773.1 町 糟屋郡 761.1 町 八女郡 652.9 町 三井郡 627.0 町 浮羽郡 449.6 町 京都郡 371.9 町

宗像郡 133,635 貫 三井郡 108,660 貫 浮羽郡 103,431 貫 八女郡 96,496 貫 糸島郡 95,605 貫 京都郡 59,791 貫

糟屋郡 48.7% 浮羽郡 41.7% 糸島郡 40.9% 三井郡 30.9％ 京都郡 30.1％ 八女郡 18.7％

糟屋郡・福岡市 2.3 反 八女・田川郡 2.29 反 三井郡 2.26 反 鞍手郡 2.21 反 嘉穂郡 2.07 反 企救郡 1.97 反

三井郡 39.157 貫 福岡市 37.080 貫 築上郡 36.576 貫 久留米市 35.813 貫 八女郡 33.882 反 浮羽郡 33.702 貫

筑紫郡 20.169 貫 朝倉郡 20.148 貫 三潴郡 20.086 貫 大牟田市 19.172 貫 糟屋郡 17.989 貫 三井郡 17.330 貫

京都郡 6.931 貫 企救郡 6.888 貫 三池郡 6.886 貫 朝倉郡 6.857 貫 遠賀郡 6.693 貫 八女郡 6.607 貫

宗像郡 1,711 戸 八女郡 1,502 戸 筑紫郡 1,430 戸 糟屋郡 1,297 戸 糸島郡 1,143 戸 京都郡 1,062 戸

三井郡 463.9 町 筑紫郡 398.7 町 糟屋郡 374.7 町 浮羽郡 326.2 町 糸島郡 244.8 町 京都郡 224.2 町

宗像郡 69,333 貫 筑紫郡 66,731 貫 八女郡 53,623 貫 糟屋郡 42,266 貫 糸島郡 31,713 貫 京都郡 24,923 貫

三井郡 22.4％ 糟屋郡 21.6％ 糸島郡 15.3％ 京都郡 14.3％ 八女郡 11.0％ 遠賀郡 10.9％

糟屋郡 2.9 反 筑紫郡 2.8 反 田川郡 2.6 反 三井郡 2.5 反 鞍手郡 2.3 反 遠賀郡 2.2 反

浮羽郡 36.851 貫 八女郡 35.701 貫 三潴郡 33.958 貫 糟屋郡 32.588 貫 築上郡 32.043 貫 山門郡 28.212 貫

山門郡 19.147 貫 朝倉郡 18.722 貫 三井郡 17.790 貫 飯塚市 17.500 貫 筑紫郡 16.737 貫 門司市 16.667 貫

八女郡 7.891 貫 京都郡 7.781 貫 若松市 7.778 貫 小倉市 7.436 貫 遠賀郡 7.318 貫 三潴郡 7.219 貫
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煙草、茶、果実などの栽培が盛んであったこと

が養蚕業の拡大に一定の制約要因となっていた

のであろう。農業戸数に占める養蚕戸数比率上

位8郡は、筑前地方5郡（朝倉郡、糟屋郡、筑

紫郡、宗像郡、糸島郡）と筑後地方3郡（浮羽

郡、八女郡、三井郡）の構成である。筑前地方

の中で、朝倉郡と糸島郡では農業戸数に占める

養蚕戸数比率は、朝倉郡が糸島郡の約2倍の差

を生じていた。筑後地方の中では、浮羽郡と三

井郡の間に同比率５%余の開きがあった。筑前

地方内諸郡間の同比率格差は、筑後地方以上で

ある。

上位8郡以下の諸郡は、第9位早良郡7.0%、

第10位築上郡6.4%、第11位鞍手郡6.2%、第

12位遠賀郡6.0%、第13位嘉穂郡4.8%、第14

位三池郡2.4%、第15位田川郡1.3%、第16位京

都郡1.1%、第17位山門郡0.5%、第18位三潴

郡・企救郡0.3%の下位11郡である。下位諸郡

の中で、7%～５%前後までの第９位早良郡～

第13位嘉穂郡と2%余～ 0.3%までの第14位三

池郡～第18位三潴・企救両郡に区分すること

ができよう。下位諸郡の上位グループ5郡と下

位グループ6郡は、前者が筑前地方4郡を中心

に豊前地方1郡の構成であり、後者が豊前地方

3郡と筑後地方3郡からなる構成であった。

農業戸数に占める養蚕戸数比率からみると、

大略養蚕業の普及度の高い筑前地方と養蚕業の

普及度の低い豊前地方、この中間に筑後地方が

あるという位置付けになろう。筑前地方の中に、

養蚕業の普及度が最も高い諸郡と低い諸郡、筑

後地方の中に、養蚕業の普及度が大いに進んだ

諸郡と極めて低調な諸郡、豊前地方の中に、養

蚕業の普及が進む郡と極めて低調な諸郡が混在

する状態にあった。

③ 桑園面積
桑園面積（桑畑「反別」と同「見積反別」の

合計）に関しては、養蚕戸数の場合と若干異な

る。1916年に桑園面積順位は、第1位朝倉郡

（427.2町）、第2位八女郡（386.4町）、第3位筑

紫郡（328.2町）まで養蚕戸数順位と変化はな

いが、第4位に三井郡（274.9町）が入り、糟

屋郡（198.9町）が第5位となる。第2位の八女

郡は福岡県諸郡の中で桑畑「見積反別」（136.5

町）が特に高く、この見積桑園は、同郡及び福

岡県の桑園面積の各3分の1以上を占めていた。

上記の上位5郡は、養蚕戸数同様に筑前・筑

後地方に集中する。この5郡合わせた桑園面積

1,615.6町は、福岡県全体の約3分の2の66.2％

を占める。桑園面積の上位5郡への集中度は、

養蚕戸数の場合以上であった。上位5郡以下の

諸郡は、第6位宗像郡、第7位糸島郡、第8位

浮羽郡、第9位築上郡、第10位鞍手郡である。

養蚕戸数第10位で桑園面積第11位の嘉穂郡に

代わり、養蚕戸数第11位であった鞍手郡が桑

園面積第10位に入っている。嘉穂・鞍手両郡

共に筑前地方に属す。第6位～第10位の諸郡の

桑園面積を合わせた562.2町は、福岡県全体の

23.0％を占めるに止まる。上・中位10郡の合計

桑園面積（2,177.8町）は、福岡県全体の89.2％

を占める。養蚕戸数の場合同様に、福岡県の桑

園面積は、この上・中位10郡で殆ど大部分を

占めていたことになる。第10位以降の下位諸

郡（第11位嘉穂郡、第12位三池郡、第13位早

良郡、第14位遠賀郡、第15位田川郡、第16位

京都郡、第17位企救郡、第18位山門郡、第19

位三潴郡、）においては、桑園面積を合わせて

も263.2町（福岡県全体の10.8％）に過ぎず、9

郡中8郡は桑園面積が40町歩以下である。山門

郡と三潴郡に至っては、10町歩未満である。

上記第10位以下の諸郡は総じて桑栽培の普及

は遅れていたといえよう。

④ 蚕種掃立枚数
福岡県諸郡の蚕種掃立枚数（年間）順位は、

1916年に第1位朝倉郡（3,776枚）、第2位三井
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郡（2,491枚）、第3位筑紫郡（2,439枚）、第4

位糟屋郡（1,940枚）、第5位宗像郡（1,185枚）

である。この上位5郡の蚕種掃立枚数は合せて

11,831枚に上り、福岡県全体（17,022枚）の3

分の2以上の69.5％を占める。上位5郡は、筑

前地方4郡を中心に筑後地方1郡を合わせた構

成であった。上位5郡以下の中位諸郡は、第6

位浮羽郡、第7位八女郡、第8位糸島郡、第9

位築上郡、第10位鞍手郡である。上記第6位～

第10位諸郡の蚕種掃立枚数を合わせた4,165枚

は、福岡県全体の24.5％を占めるに止まる。中

位5郡は、筑後地方2郡、筑前地方2郡、豊前

地方1郡を合わせた構成であった。上位5郡以

上に地方的、地域的領域の拡大がみられる。第

1位～第10位までの上・中位諸郡の蚕種掃立枚

数合計（15,996枚）は、福岡県全体の94.0％を

占める。福岡県の蚕種掃立枚数は、この上・中

位諸郡で殆ど大部分を占めていたことになる。

蚕種掃立枚数上・中位10郡以外の下位諸郡は、

第11位早良郡、第12位嘉穂郡、第13位遠賀郡、

第14位京都郡、第15位田川郡、第16位三池郡、

第17位三潴郡、第18位山門郡、第19位企救郡

であり、上記9郡の蚕種掃立枚数を合わせても

1,026枚（福岡県全体の6.0%）に過ぎない。こ

の下位諸郡は、筑前地方3郡、筑後地方3郡、

豊前地方3郡の構成であった。豊前地方4郡中

3郡が下位諸郡に集中する。筑後地方は6郡中3

郡、筑前地方は9郡中3郡が各下位諸郡に属す

る。蚕種掃立枚数からみて、養蚕業の普及度が

最も低い諸郡が豊前地方に、次いで筑後地方、

筑前地方の順に高いことが窺われる。下位諸郡

の蚕種掃立枚数は300枚以下であり、9郡中6

郡が100枚以下であった。蚕種掃立枚数最多の

朝倉郡の3,776枚から最小の企救郡18枚までの

開きが生じている。蚕種掃立枚数下位諸郡は、

概して養蚕業の普及度が低い地域といえよう。

⑤ 収繭量　
収繭量については、上位5郡は、養蚕戸数と

桑園面積の場合とは郡により多少の順位変動が

あるにしても、1916年に朝倉郡（51,840.6貫）

を筆頭に第2位三井郡（35,126.6貫）、第3位筑

紫郡（31,798.0貫）、第4位糟屋郡（23,203.0貫）、

第5位八女郡（14,894.5貫）が占めている。上

位5郡は、養蚕戸数・桑園面積の場合同様に、

筑前・筑後地方に集中する。この上位5郡の合

計収繭量（156,862.7貫）は、福岡県全体の

72.0％を占める。収繭量は、養蚕戸数と桑園面

積の場合以上に上位5郡への集中度が高い。上

位5郡の養蚕規模や養蚕生産力などが他の諸郡

を上回っていたことが窺われる。この点に関し

ては、後述する。上位5郡の収繭量順位は、八

女郡が養蚕戸数と桑園面積共に第2位から第5

位に下降し、三井郡が桑園面積第4位から第2

位に上昇する。糟屋郡は、桑園面積第5位から

収繭量第4位に向上し、養蚕戸数順位と同様に

なる。上位5郡内の収繭量順位においては、朝

倉郡と筑紫郡に変動なく、八女郡の下落と三井

郡・糟屋郡の上昇がみられた。この原因を明ら

かにするためにも各郡の養蚕規模や養蚕生産力

などを考究する必要がある。

朝倉郡は、養蚕戸数、桑園面積、収繭量共に

首位を占め、不動の地位を確立していた。筑紫

郡は、養蚕戸数、桑園面積、収繭量共に第3位

を確保し、糟屋郡は、養蚕戸数、収繭量におい

て第4位、桑園面積では第5位を各占めている。

筑前地方の中で、上記朝倉・筑紫・糟屋3郡は、

養蚕戸数、桑園面積、収繭量何れの分野におい

ても特に発展が顕著であった。筑後地方の中で、

八女郡、三井郡は、養蚕戸数、桑園面積、収繭

量何れの分野においても顕著な発展がみられた。

但し、八女郡は、養蚕戸数と桑園面積が三井郡

を上回りながら、収繭量は、三井郡の半分以下

であった。両郡の養蚕業の特性が表れていると
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いえよう。

収繭量上位5郡以下の中位諸郡は、第6位宗

像郡、第7位浮羽郡、第8位糸島郡、第9位築

上郡、第10位鞍手郡が続く。筑前地方3郡（宗

像郡、糸島郡、鞍手郡）、筑後地方1郡（浮羽

郡）、豊前地方1郡（築上郡）の構成である。

上位5郡同様に中位5郡においても筑前地方中

心である。中位5郡は、上位5郡以上に養蚕戸

数、桑園面積、収繭量の順位に変動があった。

第6位～第10位諸郡の収繭量は、合わせて

50,990貫であり、福岡県全体の23.4％を占める

に止まる。上・中位10郡合わせた収繭量は、

207,852.4貫（福岡県全体の95.3％）に上る。こ

の収繭量比率は、養蚕戸数や桑園面積の各比率

以上である。この10郡の収繭量で福岡県の収

繭量の殆ど大部分を占めている。

第10位以降の下位諸郡（第11位早良郡、第

12位嘉穂郡、第13位遠賀郡、第14位京都郡、

第15位田川郡、第16位三潴郡、第17位三池郡、

第18位山門郡、第19位企救郡）を合わせた収

繭量は、10,166.6貫（福岡県全体の4.7％）に過

ぎない。この9郡中6郡（第14位の京都郡以下）

は、収繭量が何れも800貫に満たない。山門郡

と企救郡に至っては収繭量が300貫未満であっ

た。

収繭量の上・中位諸郡を地方別に分けると、

筑前地方6郡（朝倉郡、筑紫郡、糟屋郡、宗像

郡、糸島郡、鞍手郡）、筑後地方3郡（三井郡、

八女郡、浮羽郡）、豊前地方1郡（築上郡）で

ある。筑前地方の朝倉郡、筑紫郡、糟屋郡3郡

で福岡県全体の収繭量の約5割、これに宗像郡、

糸島郡、鞍手郡3郡の収繭量を合わせると同3

分の2近くを占める。1916（大正5）年の時点

においては、筑前地方を中心とした福岡県養蚕

業の発展であったことが分かる。

以上、養蚕戸数（春蚕戸数）、桑園面積、収

繭量を指標に福岡県内諸郡を主要養蚕地方、準

主要養蚕地方、発展途上養蚕地方に区分すると、

主要養蚕地方として朝倉郡、八女郡、筑紫郡、

糟屋郡、三井郡5郡、準主要養蚕地方として宗

像郡、浮羽郡、糸島郡、築上郡、鞍手郡5郡、

発展途上養蚕地方として嘉穂郡、早良郡、遠賀

郡、三池郡、田川郡、京都郡、山門郡、三潴郡、

企救郡9郡に分かれる（3）。筑前地方に主要養蚕

地方（朝倉郡、筑紫郡、糟屋郡）、準主要養蚕

地方（宗像郡、糸島郡、鞍手郡）、発展途上養

蚕地方（嘉穂郡、早良郡、遠賀郡）が混在し、

筑後地方においては、主要養蚕地方（八女郡、

三井郡）、準主要養蚕地方（浮羽郡）、発展途上

養蚕地方（三池郡、三潴郡、山門郡）が混在す

る。また、豊前地方には主要養蚕地方は無く、

準主要養蚕地方（築上郡）、発展途上養蚕地方

（田川郡、京都郡、企救郡）が混在する。1916

年に福岡県養蚕業は、筑前地方では朝倉郡、筑

紫郡、糟屋郡を中心に宗像郡、糸島郡、鞍手郡

の諸郡において、筑後地方では八女郡、三井郡

を中心に浮羽郡の諸郡において、豊前地方では

築上郡において、夫々普及が進んでいた。福岡

県内、諸地方内において地域差が明瞭に表れて

いた。

『福岡県史』（通史編　近代　産業経済（二））

においては、福岡県の養蚕業が盛んな地域とし

て朝倉郡、宗像郡、糟屋郡、筑紫郡を挙げてい

る（4）。同書上記4郡の養蚕盛業地域たる根拠と

して、1927年における「養蚕の農家経済にも

つ意味」、即ち、「郡別農産物総価格の占める繭

生産額の割合」が15~23%という高さを重視し

ているため、筑前地方4郡に偏り、筑後地方の

八女郡、三井郡を除外することになった。1915

年においては、同上割合が朝倉郡（21％）に次

ぐ三井郡16%、糟屋郡・筑紫郡共12％、八女

郡は、宗像郡同様に8%である（5）。従って、同

年の養蚕盛業地域は、朝倉郡、三井郡、糟屋郡、

筑紫郡となる。上述の如く、本稿分析では、
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1916年においては、朝倉郡、八女郡、筑紫郡、

糟屋郡、三井郡が主要養蚕地方に、宗像郡が準

主要養蚕地方に夫々属している。上記『福岡県

史』では、1915年と1927年の間の養蚕盛業地

域の変遷という視点を欠いている。

尚、福岡県の主要繭集散地は、1915（大正4）

年に朝倉郡甘木町（年間繭取引量1,290石）、筑

紫郡二日市町（年間繭取引量1,054石）、糟屋郡

香椎村（年間繭取引量810石）が存在する（6）。

福岡県の主要繭集散地は、筑前地方に集中して

いる。繭集散地を介した産繭販路の確保が福岡

県において、特に筑前地方の養蚕業発展を促し

た要因の1つとして挙げることができよう。

⑥ 養蚕業の経営規模と生産力
1）養蚕農家一戸当たりの桑園面積

養蚕規模に関してみると、必ずしも桑園面積

順位とは一致しない。先ず、福岡県の郡別養蚕

農家一戸当たりの桑園面積は、桑園面積上・中

位10郡の内、八女郡と三井郡の2.8反、筑紫郡

2.7反、宗像郡2.5反、鞍手郡2.0反、朝倉郡1.8

反、糟屋郡1.7反、糸島郡と築上郡の1.4反、浮

羽郡0.8反であった。養蚕農家一戸当たりの桑

園面積が、福岡県平均2反以上の八女郡、三井

郡、筑紫郡、宗像郡、鞍手郡5郡と県平均2反

未満の朝倉郡、糟屋郡、糸島郡、築上郡、浮羽

郡5郡に分かれる。八女郡、三井郡、筑紫郡の

養蚕農家の桑園規模は、全国平均（2.6反）を

上回る。福岡県諸郡の大部分は、全国平均を下

回っていたことになる。筑後地方の八女・三井

両郡の2.8反が最大で、同じ筑後地方の浮羽郡

の0.8反が福岡県の最小桑園規模であった。養

蚕農家、桑園面積、収繭量共に福岡県第1位の

朝倉郡は、養蚕農家の桑園規模が2反未満であ

り、福岡県平均を下回っている。朝倉郡の養蚕

農家の桑園規模は、比較的小さいという特徴が

あった。桑園面積上・中位10郡の内、養蚕農

家一戸当たりの桑園面積が最高の八女・三井両

郡と最低の浮羽郡の差は、同じ筑後地方の中で

2反歩も開いている。桑園面積上・中位10郡の

内、筑前地方において養蚕農家一戸当たりの桑

園面積が最高の筑紫郡と最低の糸島郡の間には

1.3反歩の格差があった。筑前地方の中で最小

の桑園規模は、遠賀郡の1.0反である。筑紫郡

と遠賀郡の桑園規模の格差は、1.7反歩になる。

桑園面積上・中位10郡の中で筑前地方は、筑

後地方よりも養蚕農家の桑園規模の開きが小さ

い。

桑園面積の下位諸郡（第11位～第19位）の

内、養蚕農家一戸当たりの桑園面積は、嘉穂郡

1.7反、三池郡2.6反、早良郡1.5反、三潴郡1.4

反、遠賀郡1.0反、田川郡3.2反、京都郡2.6反、

企救郡5.4反である。豊前地方の中で、養蚕戸

数、桑園面積、収繭量何れも下位諸郡に属す企

救郡と田川郡は、養蚕農家一戸当たりの桑園面

積が福岡県内最高水準にあった。企救・田川両

郡と同じ豊前地方において養蚕盛業地の築上郡

は、桑園規模が同地方最小の1.4反である。養

蚕農家一戸当たりの桑園面積は企救郡と築上郡

の間に4反の差があり、この差額は、福岡県に

おいて最大であった。

2）養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数

福岡県の郡別養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立

枚数（年間）順位は、1916（大正5）年に三井

郡の2.51枚を最高に、次いで筑紫郡2.00枚、宗

像郡1.69枚、糟屋郡1.68枚、朝倉郡1.59枚が続

く。この上位5郡は、何れも福岡県平均（1.38

枚）を上回り、また蚕種掃立枚数上位5郡と順

位は異なるが、同じである。上位5郡は、筑後

地方（1郡）と筑前地方（4郡）によって占め

られる。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数からみて、

上記の上位5郡は、福岡県内の大規模養蚕経営

諸郡といえよう。但し、上記第1位三井郡～第

5位朝倉郡の上位5郡の養蚕農家一戸当たりの
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蚕種掃立枚数（年間）は福岡県平均（1.38枚）

を上回るとはいえ、全国平均（3.84枚）（7）を大

きく下回る。福岡県平均は、全国平均の3分の

1強に過ぎない。福岡県の蚕種掃立枚数規模を

全国的にみると、養蚕業経営の規模は、総じて

小さいことが判明する。福岡県と全国平均の養

蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数・グラム（年

間）の格差は、その後も変わらずに続く。因み

に、1930年に福岡県5.91枚（全国平均8.36枚）、

1938年福岡県57.11グラム（全国平均75.49グ

ラム）であった。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数順位が第

6位～第10位の中位諸郡は、第6位鞍手郡（1.39

枚）、第7位早良郡（1.15枚）、第8位築上郡

（1.11枚）、第９位三潴郡（1.00枚）、第10位浮

羽・京都両郡（0.96枚）である。第6位の鞍手

郡が県平均を上回る以外は、県平均以下の1枚

前後であった。上記の中位諸郡は、筑前（2

郡）・筑後（2郡）・豊前（2郡）各地方に及ぶ。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数からみて、

上記の中位諸郡は、福岡県内の中規模養蚕経営

諸郡に分類できよう。養蚕農家一戸当たりの蚕

種掃立枚数の中位諸郡（6郡）は、蚕種掃立枚

数中位諸郡の半数3郡（鞍手郡、築上郡、浮羽

郡）であった。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数の順位が

第10位以下の下位諸郡は、第11位糸島郡（0.89

枚）、第12位企救郡（0.86枚）、第13位八女郡

（0.73枚）、第14位嘉穂郡（0.69枚）、第15位田

川郡（0.66枚）、第16位山門郡（0.65枚）、第

17位遠賀郡（0.54枚）、第18位三池郡（0.26枚）

であった。下位諸郡は、糸島郡の0.89枚から三

池郡の0.26枚まで全て1枚未満である。養蚕農

家一戸当たりの蚕種掃立枚数からみて、上記の

下位諸郡は、福岡県内の小規模養蚕経営諸郡に

該当しよう。下位諸郡は、筑前（3郡）・筑後

（3郡）・豊前（2郡）各地方に及ぶ。養蚕農家

一戸当たりの蚕種掃立枚数の下位諸郡は、蚕種

掃立枚数下位諸郡の大部分が含まれる。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数最上位の

三井郡2.51枚から最下位の三池郡0.26枚まで

2.25枚という極めて大きな開きがあった。各地

方別に平均養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数

をみると、筑前地方は9郡平均1.47枚、筑後地

方は6郡平均1.25枚、豊前地方は4郡平均1.03

枚であった。筑前地方が最も高く、豊前地方が

最も低く、筑後地方がこの中間に位置すること

が判明する。各地方の中で養蚕農家一戸当たり

の蚕種掃立枚数が最も多い郡は、筑前地方が筑

紫郡、筑後地方が三井郡、豊前地方が築上郡で

あった。

3）養蚕農家一戸当たりの収繭量

福岡県の郡別養蚕農家一戸当たりの収繭量の

上位5郡は、三井郡の35貫446匁を最大に、次

いで筑紫郡26貫85匁、朝倉郡21貫782匁、宗

像郡20貫445匁、糟屋郡20貫72匁が続く。上

記諸郡は、収繭量上・中位諸郡の内、第1位～

第4位及び第6位である。上記5郡は、何れも

福岡県平均（17貫650匁）を上回る。養蚕農家

一戸当たりの収繭量が30貫台の首位の三井郡

は、第2位以下の筑前地方4郡の20貫台と大差

が生じている。三井郡の養蚕農家一戸当たりの

収繭量は、全国平均（32貫325匁）を上回り、

その他諸郡は、全て下回っている。福岡県の養

蚕業の経営規模は総じて小さいといえよう。八

女郡を除き、収繭量上位諸郡の農家一戸当たり

の収繭量は、福岡県内において高い数値を示す。

収繭量上・中位諸郡の内、養蚕農家一戸当た

りの収繭量の順位が第6位～第10位の諸郡（第

6位築上郡16貫446匁、第7位鞍手郡12貫766

匁、第8位糸島郡11貫136匁、第9位八女郡10

貫609匁、第10位浮羽郡9貫952匁）は、何れ

も県平均を下回る、16貫台～ 9貫台であった。

収繭量上位諸郡中第5位の八女郡が養蚕農家一



福岡県養蚕業の展開と製糸資本の活動

― 83 ―

戸当たりの収繭量では第9位まで下落し、10貫

台の産繭規模は、同じ筑後地方の三井郡の3分

の1以下という大差が生じている。八女郡は、

養蚕戸数と桑園面積では第2位であった。養蚕

戸数・桑園面積と収繭量とのギャップが大きい

のである。この点については、以下において考

察したい。上記中位諸郡は、筑後（2郡）・筑

後（2郡）・豊前（1郡）各地方に及ぶ。

収繭量下位諸郡の内、養蚕農家一戸当たりの

収繭量の順位が第11位～第19位の諸郡（第11

位三潴郡14貫488匁、第12位早良郡14貫64匁、

第13位企救郡11貫24匁、第14位京都郡8貫72

匁、第15位田川郡7貫348匁、第16位山門郡6

貫153匁、第17位遠賀郡5貫241匁、第18位嘉

穂郡4貫685匁、第19位三池郡3貫19匁）は、

14貫台～ 3貫台に分散する。第11位～第13位

の三潴・早良・企救3郡の養蚕農家一戸当たり

の収繭量は、収繭量中位諸郡並みであったが、

第14位～第19位までは10貫未満の小規模であ

る。

養蚕農家一戸当たりの収繭量において最上位

の三井郡35貫446匁から最下位の三池郡3貫19

匁まで32貫427匁の極めて大きな開きが生じて

いたのである。

一部諸郡を除くと、収繭量上・中・下位諸郡

は、略夫々の順位に応じた養蚕農家一戸当たり

の収繭量を達成していた。また、各地方別に平

均養蚕農家一戸当たりの収繭量をみると、筑前

地方は6郡平均18貫482匁、筑後地方は6郡平

均16貫653匁、豊前地方は、4郡平均14貫273

匁であった。筑前・筑後・豊前3地方の中で、

筑前地方が最も多く、豊前地方が最も少なく、

筑後地方がこの中間にあったことが判明する。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数の場合と同

様である。各地方の中で養蚕農家一戸当たりの

収繭量が最も多い郡は、筑前地方が筑紫郡、筑

後地方が三井郡、豊前地方が築上郡であった。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数の場合と同

様である。

4）桑園反当たり収繭量

福岡県の桑園反当たり収繭量の郡別順位は、

第1位浮羽郡12貫837匁、第2位三井郡12貫

778匁、第3位朝倉郡12貫135匁、第4位築上

郡11貫695匁、第5位糟屋郡11貫666匁、第6

位三潴郡10貫393匁、第7位筑紫郡9貫689匁、

第8位早良郡9貫388匁と続き、この上位8郡ま

でが福岡県平均（8貫931匁）を上回る。上記

諸郡の内、三潴郡と早良郡を除き、何れも養蚕

戸数、桑園面積、収繭量共に上・中位諸郡で

あった。土壌肥沃度の高い筑後地方の内、浮

羽・三井両郡が桑園反当たり収繭量の第1位、

第2位を占め、三潴郡が第6位に入っている。

三潴郡と早良郡は、養蚕戸数、桑園面積、収繭

量何れも下位諸郡に属す。三潴・早良両郡は、

下位諸郡ながら繭生産力の高さが特徴的である。

この要因の一つとして、三潴郡と早良郡は、下

位諸郡の中で一際養蚕農家一戸当たりの蚕種掃

立枚数が多いことによる。三潴郡と早良郡の養

蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数は1枚以上で

あるのに対し、その他下位諸郡は、0.5 ～ 0.6

枚前後が大部分であった。

桑園反当たり収繭量の順位上位8郡以下の諸

郡は、第9位宗像郡8貫162匁、第10位糸島郡

7貫708匁、第11位鞍手郡6貫442匁、第12位

遠賀郡5貫177匁、第13位八女郡3貫855匁、

第14位京都郡3貫69匁、第15位山門郡2貫940

匁、第16位嘉穂郡2貫679匁、第17位田川郡2

貫314匁、第18位企救郡2貫31匁、第19位三

池郡1貫181匁の順である。最上位の浮羽郡12

貫837匁から最下位の三池郡1貫656匁まで11

貫656匁の極めて大きな開きが生じていた。

主要養蚕地方の八女郡の桑園反当たり収繭量

順位は、養蚕農家一戸当たりの収繭量順位以下

の第13位である。既述の如く、八女郡の養蚕
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農家一戸当たりの桑園面積2.8反は、桑園面積

上位5郡の中で三井郡と並んで首位にあった。

このギャップの一因は、前述した八女郡の桑園

面積の内、見積反別（136.5町歩）が35.3%を

占め、福岡県諸郡の中で最も多く、県平均

16.1%を大幅に上回っていたことに一因があろ

う。また、八女郡は、養蚕農家一戸当たりの蚕

種掃立枚数が県平均を大きく下回る規模であっ

たことも作用していよう。尚、後述の如く、八

女郡の掃立蚕種1枚当たりの収繭量は年間14貫

447匁あり、築上郡、、三潴郡と並んで県内トッ

プ水準にあった。八女郡の育蚕技術は、高い水

準にあったことが窺える。尚、福岡県の桑園反

当たり収繭量は、1920（大正9）年より全国平

均を上回るようになる（8）。

5）掃立蚕種一枚当たりの収繭量

福岡県の掃立蚕種1枚（100蛾付）当たりの

収繭量（年間）の郡別順位は、1916（大正5）

年において上位5郡に関しては、築上郡（14貫

802匁）を首位に、第2位三潴郡（14貫488匁）、

第3位八女郡（14貫447匁）、第4位三井郡（14

貫101匁）、第5位朝倉郡（13貫729匁）が続く。

上位5郡の掃立蚕種1枚当たりの収繭量（年間）

は、14貫前後台である。上位5郡は、筑後地方

3郡を中心に豊前地方1郡と筑前地方1郡で構

成される。前述の桑園反当たり収繭量の場合以

上に、上位5郡に筑後地方諸郡の集中度が高い。

養蚕業の経営規模の大きい筑紫郡、朝倉郡、宗

像郡、糟屋郡などの筑前地方に対し、生産力の

高い三井郡、八女郡、三潴郡、浮羽郡などの筑

後地方という位置付けができよう。豊前地方で

は、築上郡の養蚕生産力の高さが際立つ。

中位諸郡は、第6位筑紫郡（13貫37匁）、第

7位企救郡（12貫861匁）、第8位糸島郡（12貫

463匁）、第９位早良郡（12貫224匁）、第10位

宗像郡（12貫129匁）である。中位諸郡は、筑

前地方4郡と豊前地方1郡の構成である。筑前

地方諸郡中心の中位諸郡は、掃立蚕種1枚当た

りの収繭量（年間）が12貫台に集中する傾向

にある。第7位の企救郡（12貫861匁）までの

掃立蚕種1枚当たりの収繭量（年間）は、福岡

県平均（12貫808匁）を上回る。

下位諸郡は、第11位糟屋郡（11貫960匁）、

第12位三池郡（11貫463匁）、第13位田川郡

（11貫138匁）、第14位浮羽郡（10貫380匁）、

第15位遠賀郡（9貫733匁）、第16位山門郡（9

貫450匁）、第17位鞍手郡（9貫153匁）、第18

位京都郡（8貫439匁）、第19位嘉穂郡（6貫

836匁）であった。下位諸郡は、筑前地方4郡、

筑後地方3郡、豊前地方2郡の構成である。筑

前・筑後・豊前各地方諸郡の半分乃至半分近く

が下位諸郡に集中する。下位諸郡は、掃立蚕種

1枚当たりの収繭量（年間）が11貫台～ 6貫台

に及ぶ。築上郡の14貫802匁から嘉穂郡の6貫

836匁まで約8貫の開きがあった。第14位の浮

羽郡までの掃立蚕種1枚当たりの収繭量（年間）

は、全国平均（9貫910匁）を上回る。福岡県

の養蚕生産力、即ち掃立蚕種1枚当たりの収繭

量（年間）は、全国的にみても高い水準を達成

する。福岡県と全国平均の掃立蚕種一枚（10

グラム）当たりの収繭量（年間）の格差は、そ

の後も変わりなく続く。因みに、1930年に福

岡県6貫712匁（全国平均5貫746貫）、1938年

福岡県6貫797匁（全国平均5貫875匁）であっ

た。既述の養蚕業の諸指標からみて、福岡県の

養蚕業は全国平均を下回り、全国の中で下位に

位置することが多いが、上述の養蚕生産力の高

さは、「福岡農法」（明治前半期において最も先

進的であった福岡県地方の農業）普及の一端を

示すものであろう。この点後述。

⑦「福岡農法」の普及と養蚕改良共同組織の設
立

「福岡農法」の普及の中心は、老農林遠里と

その私塾・勧農社及び福岡農学校（後身・福岡
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県勧業試験場）であった（9）。在来農法の担い

手・老農と学理農法の担い手・福岡農学校（・

福岡県勧業試験場）関係者の農法論争は、学理

農法が老農技術を圧倒していくことになる。後

者の代表的人物は、横井時敬である。

福岡農学校（明治20年3月廃校、翌4月福岡

県勧業試験場に改組）を母体とする福岡農事協

会発行の『福岡勧業雑誌』（『福岡農事協会雑

誌』明治23年7月廃刊、翌年6月『福岡勧業雑

誌』創刊）は、第1号（明治24年6月3日発行）

から第17号（明治29年1月25日発行）まで刊

行され、福岡県の農業発展の上で大きな役割を

果たしたといわれている。「福岡農法」の中核

は、畜力による深耕と多肥であったが、その中

心は稲作である。本稿では、以下に『福岡勧業

雑誌』に掲載の養蚕業に関連する論説・報告等

について抜き出し、「福岡農法」を養蚕業の面

から検討してみたい。即ち、「福岡農法」の一

端として養蚕業を捉え、福岡県養蚕業の発展の

礎を築いていたことを検証したい。

『福岡勧業雑誌』創刊時の福岡農事協会の会

員は福岡県下の全郡に及び、合計611名（他府

県者9名を含む）であった。福岡県最大の農業

団体である。この内、筑前地方391名、筑後地

方168名、豊前地方43名である。筑前地方の会

員が3分の2近くを占めていた。その中心は、

筑紫郡96名（那珂郡68名を中心に御笠郡26名、

席田郡2名）、糸島郡58名（志摩郡44名を中心

に怡土郡14名）、糟屋郡52名、嘉穂郡47名（穂

波郡25名、嘉麻郡22名）、宗像郡34名、朝倉

郡31名である。この上記諸郡で筑前地方会員

の80％余を占めている。筑後地方においては、

その中心は、三井郡98名（御井郡66名中心に

御原郡21名、山本郡11名）、八女郡30名（上

妻郡29名、下妻郡1名）、浮羽郡21名（生葉郡

15名、竹野郡6名）である。三井郡のみで60％

近くを占めており、これに八女郡と浮羽郡を加

えると90％近くを占める。豊前地方では、築

上郡18名（上毛郡14名、築城郡4名）、京都郡

14名（仲津郡10名、京都郡4名）、企救郡10名

で殆ど大部分占め、田川郡は1名に過ぎない。

福岡農事協会の会員は、その後1894（明治27）

年には661名（他府県者を含む）に増加する。

地方別にみると、筑前地方357名、筑後地方

169名、豊前地方97名である。筑前地方が半数

を占めるが、『福岡勧業雑誌』創刊当時と比べ

て34名減少している。筑後地方は、同誌創刊

時よりも1名増加し、豊前地方では54名増加し

て創刊時より2倍以上の急増である。福岡農事

協会の会員は、福岡県全域に略偏りなく分散化

（対農業人口比）していたとみることができよ

う。以下、『福岡勧業雑誌』に掲載の養蚕業に

関連する論説・報告等について書き出してみた

い。肥料に関しては、特定作物（稲、大麦等）

肥料を除く。

『福岡勧業雑誌』第1号

学説及実業

肥料買入方ノ注意　本松　稔（会員）

肥料要話　　　　　大塚由成（会員、農学士）

通信報告

各種肥料ノ分析　　福岡県勧業試験場

雑録

養蚕亦然り、蚕種輸入ノ虚伝

『福岡勧業雑誌』第2号

論説

蚕種改良ノ急務　　　蓑田　留（会員）

学説及実業

肥料要話（第二話）　大塚由成（会員、農学士）

気象と養蚕との関係　　安永牛之助（会員）

『福岡勧業雑誌』第3号

学説及実業

蚕種取扱の注意　　　高橋美壽（会員）

雑録
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桑樹の「シヤクトリ」虫を捕る法

繭解舒丸の効能

『福岡勧業雑誌』第4号

学説及実業談

肥料要話（続き）　大塚由成（会員、農学士）

蚕種催青及掃立の注意　　高橋美壽（会員）

寄書

蚕育に於ける火力用法を論ず　　御床　頼

『福岡勧業雑誌』第5号

学説実業談

肥料要話（続き）　大塚由成（会員、農学士）

肥料施肥法　　　天野末吉（会員）

寄書

海外蚕糸業の概説　駆牛主人

『福岡勧業雑誌』第6号

福岡県農商工記事

明治25年度本県勧業試験場試験予定事件

学説実業談

肥料要話（続き）　大塚由成（会員、農学士）

切歯桑（クワノカミキリ）

雑録

勧業試験場の養蚕、養蚕研究生徒、仏国の蚕業

奨励金、蚕蛹油粕肥料、桑の皮にて綿を製する

法、麦菜種及養蚕概況

『福岡勧業雑誌』第7号

雑報

桑株引抜器、蚕糸業振興会

『福岡勧業雑誌』第8号

通信報告

肥料分析結果（胡麻粕類）　福岡県勧業試験場

『福岡勧業雑誌』第9号

通信報告

各種肥料試験　　福岡県勧業試験場

雑報

蚕種検査の成績

『福岡勧業雑誌』第11号

福岡県農工商記事

昨25年度本県勧業試験場養蚕試験成績

『福岡勧業雑誌』第12号

雑報

第八回九州沖縄八県聯合共進会、蚕業奨励

『福岡勧業雑誌』第13号

雑報

九州七県養蚕取調表（明治二十六年調）

『福岡勧業雑誌』第14号

学説実業

前原高等小学校の養蚕　三苫幾太郎（会員）

『福岡勧業雑誌』第15号

学説実業

土壌中窒素の増減　　竹林保太郎（農学士）

雑報

過燐酸石灰施用上の注意

『福岡勧業雑誌』第16号

学説実業

施肥に就いて　　竹林保太郎（農学士）

雑報

桑の萎縮病

『福岡勧業雑誌』第17号

通信報告

九州農蚕茶三業大会報告　吉田昌七郎（会員、

九州農会理事）

雑報　

九州農蚕茶三業大会出席人員

『福岡県勧業雑誌』の上記記事の中から主要

な事例を掲げて紹介してみよう。

同誌第1号（明治24年6月3日発行）「学説及

実業」の「肥料買入方ノ注意」の中で、植物の

生育に不可欠な主要成分は、窒素、燐酸、加里

であり、「此三者ハ常ニ其欠乏ヲ恐レ補助供給

ヲ怠ルベカラス」と戒めている。その上で、

「肥料効験ノ大小ハ三主要成分ノ多寡ニ帰セザ

ルベカラズ其之ヲ発見スルノ法化学上ノ邃理ニ

ヨリ各種肥料中ニ包含スル分析定量スルヲ以テ
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捷径ナリ」として鯡粕と平子鰮の肥料分析表等

を掲げている。更に付表として「各種肥料肥価

比較表」を掲げ、動物肥料（海産物、骨質肥料、

人造肥料、糞尿類）、植物質肥料（同搾粕類、

雑肥料）に分けて比較している。

「肥料要話」は、『福岡勧業雑誌』第1号～第

6号に亘り、第1話草木の食料（窒素、燐酸、

加里）、第2話三養分の作働、第三話肥料の効

能に種々あり、第四話石灰肥料、第五話紫雲英

肥料について各詳述している。

「通信報告」の「各種肥料ノ分析」（福岡県勧

業試験場）において、学理家の肥料化学的分析

には肥料「同種中産地及新古等ニヨリ差異アル

コトヲ精査シタルモノ稀ナルヲ以テ本場ニ於テ

此研究ニ従事シ漸ク左ノ物品ニツキ左ノ成績ヲ

得タリ」として、干蟹、鰮搾粕、平子、綿種粕、

新大豆、新蚕豆、古蚕豆、飴粕、藍粕について

分析結果を掲載している。以下、蚕種、養蚕、

桑樹害虫、病気（萎縮病）、蚕蛹油粕等につい

て数例を取り挙げて紹介してみよう。

同誌第2号（明治24年8月7日発行）「論説」

の「蚕種改良ノ急務」の中で、蚕児の飼育障害

は、気候の不順、蚕種の粗悪、飼育の不注意が

主要因である。蚕児飼育は、「改良進歩ノ緒ニ

就クモ」、「蚕種ノ改良ニ於テ冷淡ナリ」と指摘

する。養蚕家の増加に伴い蚕種の需要増加し、

福岡県内需要は5千枚以上に上る。この蚕種は、

良種と不良種相半ばする。福岡県下産出の蚕種

5千枚余の製造人数500名余、平均1人に付10

枚、1枚～数枚、多くも数十枚という小規模製

造者が大半を占める。然も蚕種製造者は養蚕余

業家にして養蚕法に熟練せず、概ね製糸的飼育

法に依るもの製種家の過半を占めるという。蚕

種製造は熟練した専業家に一任し良種を産出せ

しめ、養蚕余業家はこの良種を購入、飼育する

分業化によって、製種家は一層改良を加え、精

選良種を供給することができる、と主張する。

同誌第3号（明治24年12月7日発行）「雑録」

の「桑樹の「シヤクトリ」虫を捕る法」は、

『農業雑誌』407号より抜粋して、養蚕の季節

に「朝露多くして未だ桑樹を濡せる間に一株毎

に点検する」と、黒褐色の樹皮に稍々白色の此

の虫を色の相違から見逃すことなく、これを挟

にて一々切る可し、と記述している。

同誌第6号（明治25年7月30日発行）「福岡

県農商工記事」の「（明治）25年度本県勧業試

験場試験予定事件」において、「桑園之部」で

は福岡県下おいて主に使用の桑種を一ヶ所に植

付ける。その目的は、「一、現物標本」、「二、

水害如何」、「三、桑質の良否」、「四、収葉の多

少」である。「一、現物標本」、即ち桑園を現物

の桑種標本園とし、実物に就きその種類の周知

を図り、新規に桑園を仕立てる養蚕家の便に供

すること。「二、水害如何」は、福岡県下にお

いて水害に罹る地域は、少なくない。桑種によ

り水害に多少あり。そこで本場内川岸の桑園に

福島県下において主に用いる桑種を植付けて、

その損得を試み、新たに桑園を仕立てる養蚕家

の参考に供すること。「三、桑質の良否」は、

蚕業上関係の最も重要なものである。良糸・良

繭を得るためには必ず良桑に依らなければなら

ない。良桑を選ぶに当たり桑樹数種を植付ける

ことが必要である。依って、福岡県下において

主に利用の桑種を植付けて、この得失を試みる

材料とする。「四、収葉の多少」、即ち養蚕経済

上生産費の最多は、桑葉である。良質の桑で

あっても収葉量少なければ、経済上損失である。

依って、良質にして収葉量多い桑種を選ぶ材料

として、福岡県下において主に利用の桑種を植

付けてこの得失を試みる。次いで、「養蚕之部」

では養蚕の目的を次の2つとする。「一、養蚕

研究生養成」、「二、養蚕試験（普通飼育、蚕種

不完全貯蔵、藁座飼育、糯籾糠使用、蟻蚕の発

生より二日目掃立、蟻蚕発生より三日目掃立、
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厚飼育、薄飼育）」である。「養蚕研究生養成」、

即ち養蚕法の研究は、1年1回に限られる。10

回の研究は、10年を費やさなければならない。

これを早めるには研究生養成の必要がある。

依って、本年まで生徒を募集してきた所以であ

る。「二、養蚕試験」、即ち諸般の養蚕試験は、

「目下大必要の事柄」である。養蚕家がこれを

行なうことは、経済上困難である。依って、本

場が本年よりこれを始めたのである。数多の養

蚕試験を一時に行なうことはできないので、目

下必要な、次の10種を試験する。「1.普通飼育」、

即ち蚕種を通常に貯蔵し、粳の籾糠と器具は籠

を用いて毛蚕の発生当日に掃立て普通の飼育法

とする。以下、各種の結果を比較する標準とな

す。「2.普通飼育」。全て1.と同じくして標準と

なす。「3.蚕種不完全貯蔵」。蚕種貯蔵の適否は、

養蚕豊凶の分かれるところである。現下福岡県

一般の貯蔵法は、殆ど全く注意する所無きが如

し。蚕種貯蔵試験の成績を示す必要がある。

依って、不完全貯蔵の蚕種を標準の飼育法によ

る結果を「1.普通飼育」の結果と比較する。

「4.蚕種不完全貯蔵」。全て「3.蚕種不完全貯蔵」

と同じくし、只幾分かその不完全を軽くし、

「1.普通飼育」及び「3.蚕種不完全貯蔵」と結

果比較する。「藁座飼育」。器具により蚕児の衛

生及び経済上において大きな関係がある。依っ

て、終始藁座を使用して飼育し、その結果を

「1.普通飼育」の籠飼と比較する。「糯籾糠用い

る」。養蚕上粳の籾糠を使用するのは通常のこ

とである。糯の籾糠使用は、一般には嫌ってい

る。依って、終始糯の籾糠を使用してその結果

を「2.普通飼育」の標準、即ち粳籾糠飼育と比

較する。「7.蟻の発生より二日目掃立」。蟻蚕の

発生日掃立は通常であるが、発生二日目等に掃

立てる良否を試すために蟻蚕発生二日目に掃立

て、飼育は普通標準と同じくし、その結果を

「2.普通飼育」標準と比較する。「8.蟻発生より

三日目掃立」。飼育と目的は、「7.蟻の発生より

二日目掃立」と同じくし、「2.普通飼育」と比

較する。「9.厚飼育」。厚飼と薄飼は、蚕児の衛

生及び経済上において大いに関係がある。然る

に福岡県下区々である。依って、これを厚飼と

してその飼育法は、全て「2.普通飼育」と同じ

にして結果を「2.普通飼育」と標準比較する。

「10.薄飼育」。目的は、「9.厚飼育」と同様であ

る。これは薄飼として、その結果を「2.普通飼

育」の普通標準と比較する。

「雑録」の「（福岡県）勧業試験場の養蚕」に

おいて、本場本年の飼育蟻量4匁８分（生徒8

名、各6分受持ち）、この内赤熟種2匁8分、青

熟種1匁8分、白玉6分である。福岡県勧業試

験場（生徒分）において、赤熟中心に青熟、白

玉の3種に限定し、掃立を行っていた。収繭量

は、赤熟8斗7升1合1夕、青熟6斗０升6合3夕、

白玉1斗8升5合1夕、合計1石6斗6升3合であ

る。蟻量1匁当たり収繭量は、平均3斗4升6合

5夕であった。赤熟は同3斗1升1合1夕、青熟

3斗3升6合8夕、白玉3斗0升8合5夕である。

繭生産力は、青塾種が最も高く、次いで赤熟種、

白玉種が続く。

「雑録」の「蚕蛹油粕肥料」は、農科大学農

芸化学科の分析により、この肥料の水分、窒素、

燐酸、ポタッス、脂油の各成蹟を示し、肥料と

して魚粕と同様の方法により使用でき、効能も

殆ど同じである、と結論付けている。

同誌第7号（明治25年10月30日発行）「雑

報」の「桑株引抜器」では、長野県諏訪郡四賀

村茅野専助氏考案の桑株引抜鋏の略図と取扱い

説明を詳しく記述している。

同誌第16号（明治28年12月15日発行）「雑

報」の「桑の萎縮病」において、萎縮病に罹る

最も多くの桑種は「細江種」、次いで「鼠返し」

である。「魯桑」、「市平」も稀に該病をみる。

但し、九州蚕業組合の決議によって弾劾された
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「細江種」も高木作りとして栽培するときは、

萎縮病に罹ること殆ど無しという。その他桑樹

の生長最も旺盛な時期に梢枝を伐採すると生理

機能に障害を与え該病発生し、生長作用最も緩

慢な時期には梢枝を伐採しても生理機能を害す

ることがないために萎縮病に罹ることなく、彼

岸前の伐梢は該病治療の効があるという。

次に、『福岡県史』（近代資料編　福岡農法）

所収の「福岡農学校関係資料」より、爾　師応

著『農学読本』と横井時敬著『農業小学』に掲

載の養蚕に関する記述を摘要しておこう。

爾　師応著『農学読本』の「第九編養蚕」（10）

において、「我が国の物産にて、米、麦に亜く

ものは、其の利益の多きこと、蚕糸の右に出る

なし。されは農家は耕転の暇に、成るへく蚕を

養ふへし。」と指摘し、農家経済上養蚕業の有

益性を述べている。次いで、「蚕室の結構」は、

南向きの高燥地に空気流通良く、旭日や夕陽が

透らないことが宜しいという。優良蚕種の見分

け方や、蚕種の貯蔵は甚だしい寒暖の変化がな

く、常に空気の流通が良い処を選んで鉤けてお

くこと。蚕種催青法、桑葉供給法、乾繭法、製

種法の他に、家蚕以外に天蚕の飼育法・乾繭

法・製種法等についても詳述している。

横井時敬著『農業小学』の「第四編特有作物 

下」（11）の内、「桑」において桑の蕃殖法（圧条、

接木）、圧条法（傘採、盛採、丁字採）、桑の仕

立法（根刈、中刈、立通。特に根刈法について

詳述）、施肥法、肥料の種類（堆肥、土肥、水

肥、油粕、焼酎粕、魚肥、酒粕、醤油粕、草肥、

人糞尿、鶏糞等。就中、焼酎粕が最適応）につ

いて詳論する。また、桑の種類は極めて多く、

その中から地質に応じた良種の桑樹を選択する

こと。桑樹の施肥に関して、春時には有力な肥

料として魚肥、鶏糞、人糞尿等を用い、秋冬の

間には堆肥、厩肥、草肥等を施すことを述べて

いる。

更に、「家蚕」において、初めに「養蚕ハ農

家ノ余業トナスベキ者ナリ。」と主張する。無

病毒の優良蚕種の選択、養蚕終了後の蚕具洗浄

と蚕室と共に硫黄燃焼による燻蒸、蚕種貯蔵法

（冷所保存、或いは寒中浸水）、飼育法（火力育、

清涼育、折衷育）、「殊に農家ニアリテハ、桑葉

多量ヲ要スト雖ドモ、火力育ニ従フヲ宜トス。

上簇早クシテ麦、蕓薹ノ収穫ニ毫モ妨ナケレバ

ナリ。」として火力育を推奨している。飼育温

度の調整、即ち蚕卵種の発生時に華氏検温器

72度、5、6日経過後68度～ 70度、それ以降70

度～ 75度最適、4眠起以降60度以下に低下な

ければ火力不使用、上簇時には温度高めて80

度に上昇可。火力育の注意点は、空気の疎通に

あり（蚕児に新鮮な空気の必要から）。大気の

乾湿度加減が肝要なり。この測定に検温器の使

用は極めて宜しい。検温器と検湿器を用いて両

器の差華氏5、6度を最適応の湿度なり。その

差が大きければ、乾燥に過ぎるため水や湯を器

に盛り室内に置くこと。紙や木綿を水に浸して、

これを適宜の所に掛けて置いても良い。湿潤に

過ぎる時は、籾糠を用いて蚕沙を除去し、温度

を少し上げる可し。乾湿差過不足無しが、「養

蚕術ノ秘訣」であるという。湿葉や汚葉は、蚕

虫に大きな害が生じる。蚕虫を揃えて遅速の無

いことも肝要である。蚕虫不揃いは、大変手数

を要するのみならず、大いに障害がある。故に

給桑厚薄無く、剉葉精粗無く、桑止め、中か桑、

桑付け、各時期を失することの無いように注意

すること。その他起縮、細蚕、後蚕等の病蚕は、

悉く放棄することが極めて肝要である。その理

由は、伝染の憂いによるものである。蚕卵孵化

においては、先後出生の蟻蚕を除去し、原紙1

枚より蟻蚕4匁を掃立てるが宜しい。蟻蚕1匁

は、凡そ1万頭内外に当たる。両日に孵化した

蟻蚕を1度に掃立てることはよいとしても、3

日及びそれ以上に及んではならない。蚕具とし
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て藁座と籠の適否については人々説を異にする

が、穉蚕には藁座が良く、3眠以降はよく乾燥

する籠が良い。蔟の置き場所は、極めて静かな、

空気の疎通宜しき処にて、風に直接触れない処

を選ぶ可し。この点を怠ると烏爛蚕の患いを蒙

ることが多い。風に触れることが蚕児の最も忌

むところであり、不眠病はこれに起因する。

爾　師応（福岡農学校教員）の前記著書の中

で、養蚕業を米、麦の穀作に次ぐ農家の作物と

して重要視していた。横井時敬（福岡農学校教

頭、同校長、福岡勧業試験場長を歴任）は、農

業生産の中で稲作主業、養蚕副業と位置付け、

火力育の導入により蚕児飼育期間を短縮して養

蚕業と二毛作の両立を説いている。養蚕業副業

は、爾　師応も前書において同様に主張してい

た。横井は、火力育の注意点として空気の疎通

を良くし、検温器と検湿器を用いて乾湿を最適

に調整すると共に、桑樹仕立法として根刈法を

推奨する。桑樹施肥法については、自給肥料及

び購入肥料を用いて春期に有力肥料として魚肥、

鶏糞、人糞尿、秋冬期には堆肥、厩肥、草肥等

を各施すように述べている。その他肥料として

酒粕、焼酎粕、醤油粕、油粕等を挙げている。

また、地質により桑樹種類の適否があり、地質

に応じた良種を選ぶことを強調していた。

「福岡農法」の稲作栽培における塩水選種法

（籾種精選）は、麦、空豆、豌豆、菜種等の各

種作物に適応されているが、養蚕業の分野にお

いて「福岡農法」は、如何なる先進性を実現し

ていたのであろうか。従来の「福岡農法」研究

においては、少なくとも福岡県を対象にした、

この解明は、行われていないといえよう。既述

の如く、福岡県は、各種養蚕業指標が全国平均

を下回る中で、既に1900年前後より掃立蚕種1

枚当たりの収繭量は全国平均を上回り、桑園反

当たり収繭量は1920年以降全国平均を上回る

事態が生じていた。この主因は、養蚕副業、小

規模養蚕経営の中で自給肥料や購入肥料の多肥

投入と収葉量の増大による養蚕生産力の向上を

実現していたことが考えられる。推測の域を出

ないが、多肥以外には火力育の導入、根刈法

（桑樹仕立法）の採用、掃立蚕種の種類限定、

地質に応じた桑樹種類の栽植などが推定できる。

次に、後年のことになるが、福岡県の多肥投入

と収葉量増加について言及しておこう。

福岡県において、1931年に桑樹仕立法別桑

園反別は、全桑園反別8,117.7町の内、根刈仕

立が97.6%（7,925.4町）を占めていた（12）。また、

収穫時期別桑園反別は、春夏秋兼用桑園が

98.9%を占めており（13）、この春夏秋兼用桑園

の内、根刈仕立の収葉量が454貫に上る（14）。

この収葉量は、全国平均350貫を大きく上回り、

大阪府（480貫）と兵庫県（468貫）に次ぐ、

全国トップ水準にあった。この要因は、多肥投

入によるものであろう。福岡県において、1931

年4月～ 1932年3月に肥料使用価格は、自給肥

料 674,833 円、 購 入 肥 料 480,133 円、 合 計

1,154,966円である。この構成比は、自給肥料

が過半の58.4％、購入肥料が41.6％であった（15）。

肥料反当たり使用価格は「最多」33.11円、「最

少」11.20円、「普通」27.98円である。「最多」、

「最少」、「普通」共に福岡県は、全国平均を上

回るほか、「普通」27.98円は、全国の中で最高

であった。自給肥料を中心とした多肥投入は、

収葉量において全国トップ水準に押し上げてい

たことが推定できよう。基礎的規定要因として、

栄養分の豊富な桑葉を餌とする蚕を飼育するこ

とにより、更には飼育法の向上等が加わり収繭

量の増大を齎すことになったものといえよう。

斯くして、福岡県養蚕業の特質は、「福岡農

法」の普及を礎にした福岡県型の発展を辿った

ことにあるといえよう。「福岡農法」の普及は、

新たに福岡県各地に養蚕改良共同組織の結成へ

と結実し、福岡県養蚕業の発展を促進すること
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になる。以下、この一例として明治末期から大

正初期を中心に福岡県内各地に設立された蚕業

（養蚕）組合を各郡町村別に設立年月、設立目

的、組合員数等について明らかにしよう。

養蚕業の改良・発展を目的とした共同組織

（申合組合）として蚕業会（蚕業組合、養蚕組

合）が明治末期から大正期にかけて、特に明治

末期～大正初期を中心に福岡県内各地に設立さ

れた（16）。

先ず、筑紫郡においては、1910（明治43）

年12月に「蚕業ノ改良発達」を目的に大野村

蚕業組合（組合員250名、事業分量127,337円）、

水城村蚕業組合（組合員154名、事業分量

79,849円）、御笠村蚕業組合（組合員188名、

事業分量72,471円）、山家村蚕業組合（組合員

110名、事業分量36,294円）、筑紫村蚕業組合

（組合員256名、事業分量132,969円）、山口村

蚕業組合（組合員220名、事業分量82,339円）、

二日市蚕業組合（組合員120名、事業分量

55,595円）、春日村蚕業組合（組合員166名、

事業分量60,907円）、安徳村蚕業組合（組合員

144名、事業分量67,329円）、南畑村蚕業組合

（組合員30名、事業分量7,673円）、岩戸村蚕業

組合（組合員122名、事業分量50,084円）、三

宅村蚕業組合（組合員64名、事業分量27,498

円）、日佐村蚕業組合（組合員126名、事業分

量38,941円）、那珂村蚕業組合（組合員121名、

事業分量31,673円）、席田村蚕業組合（組合員

89名、事業分量24,362円）、八幡村蚕業組合

（組合員25名、事業分量8,813円）が設立する。

16蚕業組合、組合員合計2,185名、事業分量合

計904,134円に上る。

宗像郡では、1912（明治45）年2月～ 1920

（大正9）年4月にかけて、「蚕業ノ改良発達」

を目的に蚕業（養蚕）組合の設立をみる。各組

合の事業分量については、不明である。田島村

蚕業組合（明治45年2月設立、組合員170名、）、

神湊町蚕業組合（明治45年2月設立、組合員

75名）、池野村蚕業組合（明治45年4月設立、

組合員110名）、津屋崎町蚕業組合（大正2年3

月設立、組合員192名）、岬村蚕業組合（大正3

年4月設立、組合員195名）、上西郷蚕業組合

（大正5年2月設立、組合員150名）、勝浦村蚕

業組合（大正6年10月設立、組合員180名）、

東郷蚕業組合（大正8年5月設立、組合員90名）、

神興蚕業組合（大正8年5月設立、組合員145

名）、吉武養蚕組合（大正8年5月設立、組合員

40名）、赤間蚕業組合（大正8年6月設立、組

合員90名）、南郷養蚕組合（大正8年10月設立、

組合員94名）、河東養蚕組合（大正9年2月設立、

組合員82名）、福間町蚕業組合（大正9年4月

設立、組合員44名）が設立する。宗像郡内に

14蚕業（養蚕）組合、組合員合計1,657名を擁

する。

三井郡においては、1913（大正2）年3月を

中心に1917（大正6）年4月にかけて、「蚕業ノ

改良発達」を目的に多くの蚕業会が設立する。

各蚕業会の事業分量については、不明である。

北野町蚕業会（大正2年3月設立、組合員35名）、

善導寺村蚕業会（同、組合員96名）、本郷村蚕

業会（同、組合員98名）、宮ノ陣村蚕業会（同、

組合員115名）、節原村蚕業会（同、組合員13

名）、合川村蚕業会（同、組合員29名）、国分

村蚕業会（同、組合員32名）、上津荒木村蚕業

会（同、組合員52名）、髙良内村蚕業会（同、

組合員25名）、御井町蚕業会（同、組合員11名）、

山川村蚕業会（同、組合員23名）、弓削村蚕業

会（同、組合員85名）、金島村蚕業会（同、組

合員85名）、大堰村蚕業会（同、組合員103名）、

立石村蚕業会（同、組合員177名）、三国村蚕

業会（同、組合員148名）、小郡村蚕業会（同、

組合員236名）、御原村蚕業会（同、組合員63

名）、三井郡蚕業会（同、組合員20名）、大城

村蚕業会（大正5年3月設立、組合員130名）、
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位諸郡に上昇し、八女郡と浮羽郡は上位諸郡か

ら転落する。築上郡は、第9位から第2位へ飛

躍する。筑後地方諸郡の後退と豊前地方の進出

である。上位5郡の養蚕戸数は、合わせて

21,385戸である。第1位の朝倉郡の養蚕戸数の

みで福岡県全体の16.4%を占め、上位5郡で過

半の51.9%を占めていた。福岡県の養蚕戸数は

上位5郡に集中化傾向がみられるが、1916年と

比べると、上位5郡の養蚕戸数は2.9倍の増加

に対して、養蚕戸数比率では、58.9%から

51.9%に逆に低下する。福岡県の養蚕総戸数は

1930年（41,178戸）には、1916年（12,352戸）

比3.3倍に急増するのである。養蚕戸数上位5

郡は、福岡県内における地位の後退が僅かなが

ら生じていた。養蚕戸数は、1916年に比べ、

朝倉郡が2.8倍、糟屋郡2.8倍、筑紫郡2.6倍、

糸島郡3.3倍増といった3倍前後の増加率に対

して、築上郡は8.4倍に激増し、上位5郡の中

で著しい増加率を示す。筑前地方4郡を上回る

豊前地方の築上郡養蚕業（養蚕戸数）の躍進で

ある。

養蚕戸数上位5郡に次ぐ諸郡に関しては、第

6位浮羽郡（3,069戸）、第7位八女郡（2,848戸）、

第8位宗像郡（2,816戸）、第９位三井郡（2,775

戸）、第10位京都郡（2,408戸）と続く。豊前

地方の京都郡が新たに中位諸郡の第10位に進

出する。上記第6位～第10位の中位諸郡の養蚕

戸数は、合わせて13,916戸（福岡県全体の

33.8%）である。この中位5郡の養蚕戸数は、

1916年比3.8倍の増加である。上位5郡以上の

増加率であった。中位5郡の養蚕戸数比率は、

1916年の29.7%から33.8%に増大する。上・中

位10郡の養蚕戸数35,301戸は、福岡県全体の

85.7%を占める。上位5郡を中心に上・中位10

郡で福岡県養蚕戸数の大部分を占めているが、

1916年当時（88.6%）と比べ、若干減少してい

る。

養蚕戸数上・中位10郡以外の15郡市（田川

郡、鞍手郡、嘉穂郡、遠賀郡、三池郡、山門郡、

早良郡、福岡市、三潴郡、企救郡、久留米市、

大牟田市、門司市、小倉市、若松市）合わせて

5,877戸（福岡県全体の14.3%）に止まる。鉱

工業地帯、炭鉱地帯、都市部においては、養蚕

業の普及は、低い水準を維持していた。

筑前地方（朝倉郡、糟屋郡、筑紫郡、糸島郡、

宗像郡合わせて19,137戸）を中心に、筑後地方

（浮羽郡、八女郡、三井郡合わせて8,692戸）及

び豊前地方（築上郡、京都郡合わせて7,472戸）

各諸郡の養蚕戸数の伸展が際立つ。特に豊前地

方に新たな展開が見られた。

② 農家戸数に占める養蚕戸数の比率
福岡県の農業戸数に占める養蚕戸数比率の郡

別順位は、1930（昭和5）年に朝倉郡の64.1%

を最高に、次いで第2位の宗像郡57.4%、第3

位築上郡55.5%、第4位筑紫郡49.4%、第5位糟

屋郡48.7%、第6位浮羽郡41.7%、第7位糸島郡

40.9%、第8位三井郡30.9%、第９位京都郡

30.1%、第10位八女郡18.7％である。この上位

9郡までが福岡県平均（27.5％）を上回る。福

岡県の農業戸数に占める養蚕戸数比率順位の第

1位朝倉郡（64.1%）～第7位糸島郡（40.9%）

までの諸郡は、全国平均（39.6％）を上回る。

この全国平均を上回る福岡県諸郡は、筑前地方

（朝倉郡、糟屋郡、筑紫郡、宗像郡、糸島郡）

を中心に豊前地方（築上郡）と筑後地方（浮羽

郡）である。農業戸数に占める養蚕戸数比率の

福岡県平均は全国平均を下回るとはいえ、1916

年当時と比べ、福岡県の農業戸数に占める養蚕

戸数比率は、就中上位9郡において大幅に増進

する。農家経済における養蚕業の地位が特に上

記筑前地方諸郡を中心に大きく向上することに

なった証といえよう。

③ 桑園面積
福岡県の郡別桑園面積は、第1位朝倉郡
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（1,822.1町）、第2位筑紫郡（959.2町）、第3位

宗像郡（881.0町）、第4位築上郡（845.6町）、

第5位糸島郡（773.1町）と続く。この上位5郡

は、筑前地方4郡（朝倉郡、筑紫郡、宗像郡、

糸島郡）と豊前地方1郡（築上郡）の構成であ

る。養蚕戸数同様に、桑園面積においても筑前

地方諸郡の優位は変わらない。特に朝倉郡の桑

園面積は、第2位以下を大きく引き離している。

1916年当時と比べ、桑園面積上位5郡から筑後

地方（八女郡、三井郡）が後退し、代わって豊

前地方（築上郡）が躍進する。上位5郡を合わ

せた桑園面積5,281町は、福岡県全桑園面積の

過半の56.7％を占める。1916年当時と比べて、

上位5郡の桑園面積は3.3倍増加するが、比率

では1割近く減少する。養蚕戸数同様に第5位

以下の桑園面積が増加したことに依ろう。但し、

桑園面積上位5郡の比率は、養蚕戸数上位5郡

の比率を上回る。桑園面積を1916年当時と比

べると、朝倉郡4.3倍、筑紫郡2.9倍、宗像郡

5.0倍、築上郡10.0倍、糸島郡5.6倍の増加であ

る。筑前地方諸郡においては、略4倍前後の増

加率に対して、豊前地方の築上郡では10倍の

増加率であった。築上郡の桑園面積の増加率は、

養蚕戸数の増加率（8.4倍）を上回る。

上位5郡以下の中位諸郡は、第6位糟屋郡

（761.1町）、第7位八女郡（652.9町）、第8位三

井郡（627.0町）、第９位浮羽郡（449.6町）、第

10位京都郡（371.9町）である。第10位に養蚕

戸数同様に、京都郡が登場する。第6位～第10

位の合計桑園面積（2,862.5町）は、福岡県全

体の30.7％を占める。1916年当時と比べて、中

位諸郡の桑園面積は5.1倍（562.2町→2,862.5

町）、構成比では7.7％（23.0％→30.7％）の増

加である。

上位5郡と中位5郡の桑園面積を合わせると

8,143.5町になり、福岡県全体の87.5％に達する。

養蚕戸数同様に、桑園面積は、上記10郡で殆

ど大部分を占めていた。第6位～第10位の諸郡

は、筑後地方の八女郡、三井郡、浮羽郡の3郡

と筑前地方の糟屋郡、豊前地方の京都郡によっ

て構成される。桑園面積の第6位～第10位は、

筑後地方諸郡が中心であった。

④ 収繭量
福岡県郡市別収繭量順位は、第1位朝倉郡

（367,124貫）、第2位筑紫郡（193,465貫）、第3

位築上郡（185,223貫）、第4位糟屋郡（136,912

貫）、第5位宗像郡（133,635貫）である。養蚕

戸数・桑園面積同様、収繭量上位5郡は、筑前

地方4郡と豊前地方1郡によって占められる。

この上位5郡の収繭量合計1,016,359貫は、福岡

県全体の62.3％を占める。上位5郡の収繭量比

率は、養蚕戸数、桑園面積何れの比率よりも高

い。但し、1916年当時の収繭量上位5郡の比率

よりも約10％低い。第6位～第10位の中位諸

郡の収繭量増加が上位5郡の相対的地位の低下

を齎したようである。上記上位5郡の収繭量の

増加率は、1916年比6.5倍になる。これを各郡

別にみると、朝倉郡7.1倍、筑紫郡6.1倍、築上

郡18.7倍、糟屋郡5.9倍、宗像郡9.3倍の上昇で

あった。軒並み6倍前後以上、特に築上郡の増

加率が著しい。筑前地方の中では、宗像郡の増

加率が最も高い。全県的な規模での収繭量増産

が進展していたことが予想される。

収繭量上位5郡以下の中位諸郡は、第6位三

井郡（108,660貫）、第7位浮羽郡（103,431貫）。

第 8位八女郡（96,496貫）、第９位糸島郡

（95,605貫）、第10位京都郡（59,791貫）である。

中位5郡は、筑後地方3郡、筑前地方1郡、豊

前地方1郡の構成であった。第6位～第10位の

中位諸郡の収繭量合わせて463,983貫は、福岡

県全収繭量の28.4％を占めるに止まる。上・中

位10郡の収繭量は、合計1,480,342貫（福岡県

全体の90.7％）であった。この比率は、前述の

養蚕戸数と桑園面積を上回る圧倒的高さであっ
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た。福岡県全収繭量は、1930年に福岡県史上

最大の1,632,261貫に上り、1916年当時と比べ

て7.5倍の増加である。但し、上・中位10郡の

収繭量比率は、5％弱減少する。

養蚕業三指標（養蚕戸数、桑園面積、収繭

量）順位からみた上位5郡の序列は、朝倉郡

（養蚕戸数、・桑園面積・収繭量共に首位）が最

上位にあり、次いで筑紫郡（桑園面積・収繭量

第2位、養蚕戸数第4位）、築上郡（養蚕戸数第

2位、収繭量第3位、桑園面積第4位）、糟屋郡

（養蚕戸数第3位、収繭量第4位、桑園面積第6

位）、宗像郡（桑園面積第3位、収繭量第5位、

養蚕戸数第8位）の順である。

既述の如く、養蚕戸数、桑園面積、収繭量を

指標に福岡県内諸郡を主要養蚕地方、準主要養

蚕地方、発展途上養蚕地方に区分すると、主要

養蚕地方として、朝倉郡、築上郡、筑紫郡、糟

屋郡、宗像郡、糸島郡6郡、準主要養蚕地方と

して、浮羽郡、八女郡、三井郡、京都郡4郡、

発展途上養蚕地方として、その他諸郡に分かれ

る。筑前地方に準主要養蚕地方は無く、主要養

蚕地方（朝倉郡、筑紫郡、糟屋郡、宗像郡、糸

島郡）と発展途上養蚕地方（遠賀郡、鞍手郡、

嘉穂郡、早良郡）が混在する。筑後地方におい

ては、主要養蚕地方は無く、準主要養蚕地方

（浮羽郡、八女郡、三井郡）と発展途上養蚕地

方（山門郡、三池郡、三潴郡）が混成する。ま

た、豊前地方には主要養蚕地方（築上郡）と準

主要養蚕地方（京都郡）、発展途上養蚕地方

（田川郡、企救郡）が混在する。1930年には、

主要養蚕諸郡が主に筑前地方に、準主要養蚕諸

郡が主に筑後地方に各集中するようになった。

⑤ 養蚕規模と養蚕生産力
1）養蚕農家一戸当たりの桑園面積

福岡県郡市別養蚕農家一戸当たりの桑園面積

の郡市別順位は、第1位宗像郡（3.1反）、第2

位筑紫郡（3.0反）、第3位朝倉郡（2.7反）、第

4位糸島郡・遠賀郡（2.5反）、第5位糟屋郡・

八女郡・三井郡・田川郡・福岡市（2.3反）と

続く。桑園面積上・中位諸郡の内、上記諸郡以

外では築上郡（1.7反）、京都郡（1.5反）、浮羽

郡（1.5反）であった。養蚕農家一戸当たりの

桑園面積2.5反以上の第1位～第4位の諸郡（宗

像郡、筑紫郡、朝倉郡、糸島郡、遠賀郡）は、

福岡県平均（2.3反）を上回るが、この5郡は

何れも全国平均（3.2反）を下回る。福岡県の

中では養蚕農家の桑園経営面積が広い諸郡にお

いても全国平均には及ばないのである。第5位

の糟屋郡、八女郡、三井郡、田川郡、福岡市は、

福岡県平均（2.3反）と同一である。1916年と

比べて、筑前地方諸郡の宗像郡、筑紫郡、朝倉

郡、糸島郡、遠賀郡ほか糟屋郡、鞍手郡、嘉穂

郡及び筑後地方の浮羽郡、豊前地方の築上郡は、

何れも養蚕農家一戸当たりの桑園面積が増加し

ていた。この桑園経営面積増加諸郡は、特に筑

前地方に多く見られる。早良郡（1.5反）は、

増減無しである。上記以外の諸郡は、全て養蚕

農家一戸当たりの桑園面積を減らしていた。

1916年に養蚕農家一戸当たりの桑園面積が福

岡県最大であった企救郡は、1930年には大幅

に減少し、福岡県平均を下回る。福岡県全体で

は、養蚕農家一戸当たりの桑園面積は、1916

年の2.0反から1930年には2.3反に増加する。

全国平均は、この間に2.6反から3.2反に増大す

る。全国平均は、福岡県以上の増加率であった。

2）養蚕農家一戸当たりの収繭量

福岡県の郡市別養蚕農家一戸当たりの収繭量

は、筑紫郡の61貫262匁を最多として、第2位

朝倉郡（54貫510匁）、第3位宗像郡（47貫456

匁）、第4位糟屋郡（41貫818匁）と続く。上

記筑前地方何れの諸郡も福岡県平均（39貫639

匁）を上回る。筑紫郡と朝倉郡は、共に全国平

均（48貫043匁）を上回る。その他諸郡は、第

5位三井郡（39貫157匁）、第6位福岡市（37貫
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080匁）、第7位築上郡（36貫576匁）、第8位久

留米市（35貫813匁）、第９位八女郡（33貫

882匁）、第10位浮羽郡（33貫702匁）の順で

ある。上記第5位～第10位の諸郡市は、全て

30貫台であり、筑後地方を中心に筑前地方と

豊前地方の1部を含む。

養蚕農家一戸当たりの収繭量の首位の筑紫郡

（61貫262匁）と第22位の企救郡（15貫050匁）

の差は、46貫212匁になる。最下位の第25位

の小倉市（6貫667匁）との差は、54貫595匁

に拡大する。筑前地方においては、筑紫郡と早

良郡（22貫190匁）の間に39貫072匁の開きが

あり、筑後地方では、三井郡と三潴郡（24貫

103匁）の間に15貫054匁の格差があった。豊

前地方にあっては、築上郡と田川郡（21貫456

匁）の間に15貫120匁に開きがあった。各地方

内諸郡の間に養蚕規模格差が生じていた。

福岡県の養蚕農家一戸当たりの収繭量からみ

た地方別最多諸郡を挙げると、筑前地方最多の

筑紫郡61貫262匁、筑後地方最多の三井郡39

貫157匁、豊前地方最多の築上郡36貫576匁で

あった。福岡県内各養蚕地方の代表的養蚕規模

が如実に表れているといえよう。福岡県の養蚕

農家一戸当たりの収繭量は、1916年の17貫650

匁から1930年の39貫639匁へ2.2倍増加する。

全国平均は、この間に32貫325匁から48貫043

匁へ約1.5倍になる。福岡県の増加率は全国平

均のそれを上回るが、両者の格差は、依然とし

て解消をみていない。

3）桑園反当たり収繭量

福岡県の桑園反当たり収繭量の郡市別順位は、

第1位久留米市（24貫913匁）、第2位山門郡

（24貫396匁）、第3位浮羽郡（23貫005匁）、第

4位築上郡（21貫904匁）、第5位筑紫郡（20貫

169匁）、第6位朝倉郡（20貫148匁）、第7位三

潴郡（20貫086匁）、第8位大牟田市（19貫172

匁）、第９位糟屋郡（17貫989匁）と続く。上

位9郡は、筑後地方5郡市（久留米市、山門郡、

浮羽郡、三潴郡、大牟田市）、筑前地方3郡（筑

紫郡、朝倉郡、糟屋郡）、豊前地方1郡（築上

郡）の構成である。筑後地方の養蚕生産力が一

際優勢であった。筑前地方においては、筑紫郡

と朝倉郡が養蚕生産力の上で他郡を引き離して

いた。豊前地方の中では、築上郡の養蚕生産力

の高さが際立つ。この上位9郡までが福岡県平

均（17貫532匁）を上回る。既述の如く、この

福岡県平均は、全国平均（14貫907匁）を上回

る。福岡県平均と全国平均の格差は、1920年

以来拡大している。福岡県の桑園反当たり収繭

量は、1916年の8貫931匁から1930年には17

貫532匁に8貫601匁の増加である。桑園反当

たり収繭量の全国平均は、この間に2貫644匁

（12貫263匁→14貫907匁）の増加に過ぎなかっ

た。福岡県は、1916年～ 1930年に全国平均の

3倍以上の増加を達成していたのである。

桑園反当たり収繭量が全国平均を上回る福岡

県諸郡市は、上記諸郡市以外に第10位三井郡

（17貫330匁）、第11位京都郡（16貫077匁）、

第12位福岡市（16貫010匁）、第13位若松市

（15貫667匁）、第14位宗像郡（15貫169匁）、

第15位三池郡（14貫934匁）に上る。福岡県

25郡市の内、60％にあたる15郡市が全国平均

を上回っていたのである。上記諸郡及び上記諸

郡以外の諸郡を含め、1916年に比べて福岡県

全ての諸郡（統計数値の不明な市部を除き）が

桑園反当たり収繭量を増加させている。福岡県

の養蚕生産力（桑園反当たり収繭量）の向上・

発展がこの時期に飛躍的に進んでいたのである。

この要因は、多肥料投入と養蚕規模の拡大が一

段と進展していたことに拠っていよう。

4）掃立蚕種一枚当たりの収繭量

1930（昭和5）年において、福岡県の郡市別

掃立蚕種1枚（28蛾付）当たりの収繭量（年間）

の順位は、第1位築上郡7貫464匁、第2位山門
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53.8％）減少する。福岡県全体の減少率及び上

位5郡の減少率を大きく上回る。八女郡の

47.3％減少、筑紫郡の54.8％減少、糟屋郡の

60.4％減少、糸島郡の63.8％減少、京都郡の

55.9％減少である。特に筑前地方諸郡の減少率

が大きい。この中位5郡の中で、八女郡の減少

率は、比較的少ない。

上・中位10郡の養蚕戸数20,972戸は、福岡

県全体の89.2％を占める。この比率は、1930年

の85.7%を上回る。養蚕戸数中位第6位～第10

位の比重が低下し、上位第1位～第5位の比重

が増大する。上位5郡を中心に上・中位10郡で

福岡県養蚕戸数の殆ど大部分を占めている。

② 農家戸数に占める養蚕戸数の比率
福岡県の農家戸数に占める養蚕戸数の比率順

位は、1938年に第1位朝倉郡・築上郡（各

48.2％）、第2位宗像郡（39.9％）、第3位浮羽郡

（31.5％）、第4位筑紫郡（28.5％）、第5位三井

郡（22.4％）、第6位糟屋郡（21.6％）、第7位糸

島郡（15.3％）、第8位京都郡（14.3%）、第９

位八女郡（11.0％）と続く。上記第1位～第９

位までの10郡は、筑前地方5郡を中心に筑後地

方3郡、豊前地方2郡の構成である。この10郡

の内、第1位の朝倉郡と築上郡両郡の農家戸数

に占める養蚕戸数の比率は、他の諸郡を抜きん

出ている。上記10郡の内、第1位～第6位まで

の７郡の農家戸数に占める養蚕戸数の比率は、

福岡県平均（16.8%）を上回る。第1位～第3

位の4郡（朝倉郡、築上郡、宗像郡、浮羽郡）

は、全国平均（30.7％）を上回る。1930年にお

いて、農家戸数に占める養蚕戸数の比率は、福

岡県上位10郡の内、9郡が福岡県平均（27.5％）

を上回り、上位7郡は全国平均（39.6％）を上

回っていたのである。1938年に至り、農家戸

数に占める養蚕戸数の比率は、福岡県平均

（16.8％）を上回る諸郡が9郡から7郡に減少し、

全国平均（30.7％）を上回る諸郡が7郡から4

郡に減少する。1930年と比べて、1938年には

福岡県養蚕戸数上・中位10郡全てが農家戸数

に占める養蚕戸数の比率を低下させているが、

養蚕業に依存する農家は地域差を伴いながら、

全県的に存在していたのである。

③ 桑園面積
福岡県の郡別桑園面積順位は、第1位朝倉郡

（1,447.5町）、第2位築上郡（669.6町）、第3位

宗像郡（528.5町）、第4位八女郡（469.9町）、

第5位三井郡（463.9町）と続く。上位5郡は、

筑前地方2郡（朝倉郡、宗像郡）、筑後地方2郡

（八女郡、三井郡）、豊前地方1郡（築上郡）の

構成である。1930年には桑園面積上位5郡の内、

4郡を筑前地方諸郡が占めて優位にあったが、

1938年に至り筑前地方諸郡は半減し、筑後地

方諸郡が筑前地方諸郡に代わって進出し、筑

後・豊前両地方が上位5郡の中心的地位を占め

るようになる。桑園面積第1位の朝倉郡は、

1930年当時以上に第2位以下との桑園面積格差

が広がることになった。上位5郡の桑園面積合

計（3,579.4町）は、福岡県全体の62.7％を占め

る。この比率は、1930年を上回る。福岡県養

蚕面積は、1930年の9,310.2町から1938年には

5,710.6町に減少する。約3,600町（減少率

38.7%）もの桑園面積がこの8年間に失われて

いたことになる。その中で、上位5郡の集中度

が高まることになったのである。1930年～

1938年に、上位5郡の養蚕面積減少率は、朝倉

郡20.6%、築上郡20.8%、三井郡26.0%、八女

郡28.0%、宗像郡40.0％であった。宗像郡を除

く上記4郡は、何れも養蚕面積減少率が20％台

と低いことが特徴的であった。

桑園面積上位5郡以下の中位諸郡は、第6位

筑紫郡（398.7町）、第7位糟屋郡（374.7町）、

第8位浮羽郡（326.2町）、第９位糸島郡（244.8

町）、第10位京都郡（224.2町）である。桑園

面積中位5郡は、筑前地方3郡（筑紫郡、糟屋



福岡県養蚕業の展開と製糸資本の活動

― 99 ―

郡、糸島郡）、筑後地方1郡（浮羽郡）、豊前地

方1郡（京都郡）の構成である。中位5郡は、

筑前地方が中心であった。中位5郡の合計桑園

面積（1,568.6町）は、福岡県全体の27.5％を占

めるに止まる。この比率は、1930年を下回る。

1930年～ 1938年に、中位5郡の養蚕面積減少

率は、糸島郡68.3%、筑紫郡58.4％、糟屋郡

50.7%、京都郡39.7%、浮羽郡27.4％であった。

上位5郡の中で、一際筑前地方3郡の養蚕面積

減少率が高かった。筑後地方の浮羽郡は、三

井・八女両郡同様に養蚕面積減少率が低い。筑

後地方3郡の養蚕面積の減少は、軽微であった。

上・中位10郡の合計桑園面積（5,148町）は、

福岡県全体の90.1％を占める。養蚕戸数同様に、

福岡県の桑園面積は、上・中位10郡で殆ど大

部分を占めていた。第10位以下の下位諸郡は、

桑園面積を合わせても562.6町（福岡県全体の

9.9％）に過ぎない。

福岡県において、筑前地方の主要養蚕諸郡

（朝倉郡を除く）の養蚕面積は大幅に減少し、

筑後地方の主要養蚕地方諸郡の桑園面積の減少

は、軽少であった。豊前地方では、築上郡の養

蚕面積の減少は軽微であったが、京都郡の養蚕

面積は大幅に減少する。昭和恐慌後の福岡県の

桑園面積の動向は、就中筑前地方と筑後地方の

如く、対照的な対応に分かれていたことが特徴

的であった。

④ 収繭量
福岡県郡別収繭量順位は、第1位朝倉郡

（271,001貫）、第2位築上郡（128,685貫）、第3

位三井郡（82,526貫）、第4位浮羽郡（79,709貫）、

第5位宗像郡（69,333貫）と続く。この上位5

郡は、筑前地方2郡（朝倉郡、宗像郡）、筑後

地方2郡（三井郡、浮羽郡）、豊前地方1郡（築

上郡）の構成である。収繭量上位5郡の合計収

繭量（631,254貫）は、福岡県全体（912,684貫）

の69.2％を占める。この比率は、1930年よりも

高い。上位5郡の収繭量比率は、養蚕戸数・桑

園面積各比率よりも高い。上位5郡の内、収繭

量減収率（1930年比）は、第1位～第4位（朝

倉郡、築上郡、三井郡、浮羽郡）が23 ～ 31%、

第5位（宗像郡）が48%であった。上位5郡の

中で宗像郡を除くと、収繭量減少率は低い。筑

後地方の三井郡と浮羽郡の上位5郡進出は、こ

の収繭量減少率の低さに依る。福岡県の収繭総

量は、1930 ～ 1938年に719,577貫減少する。

この減少率は、44.1%であった。養蚕戸数、桑

園面積を上回る減少率である。

収繭量上位5郡以下の中位諸郡は、第6位筑

紫郡（66,731貫）、第7位八女郡（53,623貫）、

第 8位糟屋郡（42,266貫）、第９位糸島郡

（31,713貫）、第10位京都郡（24,923貫）である。

中位5郡は、筑前地方3郡（筑紫郡、糟屋郡、

糸島郡）、筑後地方1郡（八女郡）、豊前地方1

郡（京都郡）の構成である。中位5郡の収繭量

合計（219,256貫）は、福岡県全体の24.0％を

占める。中位5郡の内、収繭量減少率（1930年

比）は、第6位（筑紫郡）、第8位（粕屋郡）、

第９位（糸島郡）が各60％台と高く、第7位

（八女郡）と第10位（京都郡）が40%台と50％

台で上記3郡よりも低い。筑前地方（朝倉郡を

除く）の筑紫・糟屋・糸島3郡が上位5郡から

中位5郡への転落は、この収繭量減少率の高さ

故である。中位5郡の収繭減少量（363,013貫）

は、上位5郡の収繭減少量（266,819貫）の1.36

倍である。

上・中位10郡の収繭量合計850,510貫は、福

岡県全体の93.2％を占める。福岡県の収繭量は、

上・中位10郡で殆ど大部分を占めていた。昭

和恐慌後の福岡県収繭量動向は、基本的に養蚕

戸数と桑園面積同様に、朝倉郡と築上郡及び三

井郡、浮羽郡が減少率低く、筑紫・糟屋・糸島

3郡と京都郡が減少率高い。八女郡は、桑園面

積の減少率が低く、養蚕戸数と収繭量の減少率
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が高い傾向にあった。

既述の如く、養蚕面積、桑園面積、収繭量を

指標に福岡県内諸郡を主要養蚕地方と準主要養

蚕地方、発展途上養蚕地方に区分すると、1938

年には主要養蚕地方として、朝倉郡、築上郡、

三井郡、宗像郡、浮羽郡の5郡、準主要養蚕地

方として、八女郡、筑紫郡、糟屋郡、糸島郡、

京都郡5郡、発展途上養蚕地方として、その他

諸郡に分かれる。筑前地方の中に、主要養蚕地

方（朝倉郡、宗像郡）と準主要養蚕地方（筑紫

郡、糟屋郡、糸島郡）、発展途上養蚕地方（遠

賀郡、鞍手郡、嘉穂郡、早良郡）が混在し、筑

後地方にあっては、主要養蚕地方（三井郡、浮

羽郡）と準主要養蚕地方（八女郡）、発展途上

養蚕地方（三潴郡、山門郡、三池郡）が混成す

る。また、豊前地方には主要養蚕地方（築上

郡）と準主要養蚕地方（京都郡）、発展途上養

蚕地方（企救郡、田川郡）が混在している。

1938年には、主要養蚕地方には筑前・筑後・

豊前各地方諸郡が存在し、準主要養蚕地方には

筑前地方を中心に筑後・豊前各地方諸郡を含有

していた。

⑤ 養蚕規模と養蚕生産力
1）養蚕農家一戸当たりの桑園面積

福岡県の郡別養蚕農家一戸当たりの桑園面積

順位は、桑園面積上・中位10郡に限定すると、

第1位八女郡・宗像郡（3.1反）、第2位朝倉郡

（3.0反）、第3位糟屋郡（2.9反）、第4位筑紫郡

（2.8反）、第5位三井郡（2.5反）、第6位糸島

郡・京都郡（2.1反）、第7位築上郡（1.7反）、

第8位浮羽郡（1.5反）の順になる。養蚕農家

一戸当たりの桑園面積が福岡県平均（2.4反）

を上回る諸郡は、第1位～第5位までの6郡（八

女郡、宗像郡、朝倉郡、糟屋郡、筑紫郡、三井

郡）であった。上記1938年の6郡は、1930年

の5郡を（桑園面積下位諸郡に属す遠賀郡を含

む）を上回る。福岡県平均を上回る上記6郡全

てが全国平均（3.2反）を下回る。福岡県の養

蚕規模（養蚕農家一戸当たりの桑園面積）は小

さく、福岡県内に全国平均を上回る諸郡は、企

救郡のみで、上記10郡の中では、1郡も無かっ

たのである。企救郡の桑園経営面積は県内随一

であるが、桑園面積（13.1町）と養蚕戸数（37

戸）は、県内最下位諸郡市群に属する。後述の

如く、企救郡は、片倉製糸の特約地盤である。

養蚕農家一戸当たりの桑園面積順位第1位～第

8位までの10郡の内、最大の第1位八女郡・宗

像郡（3.1反）と最小の第8位浮羽郡（1.5反）

の差は、1.6反の開きがあった。

1930年～ 1938年において、上記10郡の内、

養蚕農家一戸当たりの桑園面積を拡大した諸郡

は、八女郡0.8反（2.3反→3.1反）を最大に、

次いで糟屋郡0.6反（2.3反→2.9反）と京都郡

同（1.5反→2.1反）、朝倉郡0.3反（2.7反→3.0

反）、三井郡0.2反（2.3反→2.5反）の5郡で

あった。逆に減少した諸郡は、糸島郡－0.4反

（2.5反→2.1反）と筑紫郡－0.2反（3.0反→2.8

反）の2郡である。残り3郡（築上郡、浮羽郡、

宗像郡）は、増減無しである。養蚕農家一戸当

たりの桑園面積は増大傾向にはあるものの、各

郡により対応は様々である。桑園経営面積の拡

大にも限界があった。後述の如く、浮羽郡、三

井郡、八女郡は、何れも養蚕農家一戸当たりの

収繭量と桑園反当たりの収繭量を増加させてい

る。この筑後地方3郡は、経営規模拡大乃至肥

料の増投による収繭量拡大を図ったことなどが

要因であろう。筑後地方諸郡の特質といえよう。

築上郡、宗像郡、糟屋郡、京都郡は桑園経営規

模の維持乃至拡大によっても、養蚕農家一戸当

たりの収繭量と桑園反当たり収繭量は減少して

いた。肥料を手控えた結果が一因であろう。そ

れは筑前地方と豊前地方諸郡の特徴といえよう。

筑後地方諸郡とは対照的である。朝倉郡は、養

蚕農家一戸当たりの収繭量の増加と桑園反当た
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り収繭量の減少が生じていた。朝倉郡において

も、桑園経営規模を拡大する一方で、肥料の手

控えが進んでいたのであろう。糸島郡は、養蚕

農家一戸当たりの収繭量の減少に対して、桑園

反当たり収繭量が若干増加する。桑園経営規模

の縮小の一方で、肥料の増投を図っていたので

あろう。筑紫郡は、養蚕農家一戸当たりの収繭

量と桑園反当たり収繭量共に大幅に減少してい

る。筑紫郡の場合は、特に桑園経営規模の縮小

と生産力の減少が同時に進行していた事例とい

えよう。昭和恐慌後の福岡県養蚕業の縮小が続

く中で、各地方諸郡の対応は、地域性を反映し

て様々であった。

2）養蚕農家一戸当たりの収繭量

福岡県の郡別養蚕農家一戸当たりの収繭量順

位は、収繭量上・中位10郡に限定すると、第1

位朝倉郡（56貫719匁）、第2位筑紫郡（46貫

665貫）、第3位三井郡（44貫132匁）、第4位宗

像郡（40貫522匁）、第5位浮羽郡（36貫851

匁）が続く。第1位～第4位までの養蚕農家一

戸当たりの収繭量は、福岡県平均（38貫818匁）

を上回る。第1位～第2位の養蚕農家一戸当た

りの収繭量は、全国平均（44貫348匁）を上回

る。上記全国平均を上回る福岡県諸郡は、極め

て限られていたことになる。第1位～第5位の

上位5郡は、筑前地方3郡（朝倉郡、筑紫郡、

宗像郡）と筑後地方2郡（三井郡、浮羽郡）か

ら構成される。1930年と比べると、養蚕農家

一戸当たりの収繭量上位5郡への筑後地方諸郡

の生産力向上を伴った、存在感のある進出が特

徴的である。この期間に三井郡は、39貫157匁

から44貫132匁に増加し、浮羽郡は33貫702匁

から36貫851匁に増大する。これに反し、筑紫

郡（61貫262匁→46貫65匁）・宗像郡（47貫

456匁→40貫522匁）両郡の生産規模低下、特

に糟屋郡の上位5郡からの脱落に象徴される筑

前地方諸郡の後退局面を窺い知ることができよ

う。但し、筑前地方諸郡の中でも朝倉郡は、生

産規模（養蚕農家一戸当たりの収繭量）をこの

期間に上昇（54貫510匁→56貫719匁）させて

いる。養蚕農家一戸当たりの収繭量は、1930

年の首位が筑紫郡の61貫262匁から1938年に

は朝倉郡の56貫719匁に低下していた。

養蚕農家一戸当たりの収繭量上位5郡以下の

中位諸郡は、第6位八女郡（35貫701匁）、第7

位糟屋郡（32貫588匁）、第8位築上郡（32貫

043匁）、第９位糸島郡（27貫745匁）、第10位

京都郡（23貫468匁）である。中位5郡の養蚕

農家一戸当たりの収繭量は、20貫台～ 30貫台

であった。中位諸郡は、筑後地方1郡（八女郡）

と筑前地方2郡（粕屋郡、糸島郡）、豊前地方2

郡（築上郡、京都郡）から構成される。上・中

位10郡でみると、筑前地方5郡、筑後地方3郡、

豊前地方2郡の構成である。郡数の上では筑前

地方の存在感を示す構成であるといえようが、

前述の如く筑前地方の内、朝倉郡を除けば

1930年に比べて生産規模の低下は否めない。

豊前地方2郡（築上郡36貫576匁→32貫043匁、

京都郡24貫830匁→23貫468匁）においても同

様である。築上郡は、養蚕戸数、養蚕面積、収

繭量において朝倉郡に次ぐ第2位の地位を確立

していたが、生産規模は高いとはいえない。朝

倉郡とは対照的である。主要養蚕地方諸郡の中

で、朝倉郡と筑後地方諸郡（三井郡、浮羽郡）

のみ、生産規模の上昇を実現していたのである。

3）桑園反当たり収繭量

福岡県の郡別桑園反当たり収繭量順位は、収

繭量上・中位諸郡に限定すると、第1位浮羽郡

（24貫436匁）、第2位築上郡（19貫218匁）、第

3位朝倉郡（18貫722匁）、第4位三井郡（17貫

790匁）、第5位筑紫郡（16貫737匁）と続く。

桑園反当たり収繭量第1位～第5位の諸郡は、

福岡県平均（15貫982匁）を上回ると共に、全

国平均（13貫695匁）を大きく上回っている。
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この上位5郡は、筑後地方2郡（浮羽郡、三井

郡）と筑前地方2郡（朝倉郡、筑紫郡）及び豊

前地方1郡（築上郡）の構成である。上位5郡

の桑園反当たり収繭量を1930年と比べてみる

と浮羽郡（23貫005匁→24貫436匁）と三井郡

（17貫330匁→17貫790匁）は増加し、築上郡

（21貫904匁→19貫218匁）、朝倉郡（20貫148

匁→18貫722匁）、筑紫郡（20貫169匁→16貫

737匁）は、何れも減少している。上位5郡の

内、筑後地方2郡のみが生産力（桑園反当たり

収繭量）上昇を実現していた。昭和恐慌後にお

いても浮羽郡と三井郡は、養蚕規模の拡大と共

に積極的な肥料の増投を行っていたのであろう。

筑前地方2郡（朝倉郡、筑紫郡）と豊前地方1

郡（築上郡）共に、生産力の低下が生じていた。

筑後地方諸郡と他の地方諸郡との対照的な形を

とって現れている。上位5郡の中でも、第1位

の浮羽郡と第5位の筑紫郡の間には桑園反当た

り収繭量は、7貫699匁の格差が生じていた。

収繭量上・中位諸郡の中で、桑園反当たり収

繭量上位5郡以下の中位諸郡は、第6位宗像郡

（13貫119匁）、第7位糸島郡（12貫955匁）、第

8位八女郡（11貫412匁）、第９位糟屋郡（11

貫280匁）、第10位京都郡（11貫116匁）であ

る。筑前地方3郡（宗像郡、糸島郡、糟屋郡）

と筑後地方1郡（八女郡）、豊前地方1郡（京都

郡）の構成である。中位5郡は、筑前地方諸郡

が多数を占めていた。

中位5郡の桑園反当たり収繭量は、10貫台前

半に止まる。上位5郡同様に、中位5郡の桑園

反当たり収繭量を1930年と比べてみると、宗

像郡（15貫169匁→13貫119匁）、糸島郡（12

貫366匁→12貫955匁）、八女郡（14貫780匁

→11貫412匁）、糟屋郡（17貫989匁→11貫

280匁）、京都郡（16貫077匁→11貫116匁）で

あった。この内、糸島郡のみが若干生産力の向

上をみているが、その他4郡は全て生産力（桑

園反当たり収繭量）が低下していた。

収繭量下位諸郡の中では、筑後地方3郡市

（久留米市、三潴郡、山門郡）と豊前地方1市

（門司市）及び筑前地方1市（飯塚市）が桑園

反当たり収繭量上・中位諸郡市に登場する。筑

後地方諸郡市と久留米市を始めとする市部の躍

進が特徴的である。

4）掃立蚕種一枚当たりの収繭量

1938（昭和13）年において、福岡県の郡市

別掃立蚕種一枚（＝10グラム換算）当たりの

収繭量（年間）順位は、第1位門司市11貫628

匁、第2位企救郡9貫522匁、第3位筑紫郡8貫

338匁、第4位嘉穂郡8貫069匁、第5位八女郡

7貫891匁、第6位京都郡7貫781匁、第7位若

松市7貫778匁、第8位小倉市7貫436匁、第9

位遠賀郡7貫318匁、第10位三潴郡7貫219匁、

第11位浮羽郡7貫148匁、第12位糟屋郡7貫

113匁、第13位宗像郡6貫916匁、第14位三井

郡6貫688匁、第15位朝倉郡6貫666匁、第16

位鞍手郡6貫659匁、第17位福岡市6貫630匁、

第18位糸島郡6貫535匁、第19位早良郡6貫

478匁、第20位八幡市6貫385匁、第21位直方

市6貫222匁、第22位飯塚市6貫140匁、第23

位久留米市6貫056匁、第24位三池郡5貫932匁、

第25位築上郡5貫931匁、第26位山門郡5貫

909匁、第27位田川郡5貫786匁、第28位大牟

田市5貫439匁である。掃立蚕種一枚当たりの

収繭量の福岡県平均（6貫797匁）は、1930年

同様に全国平均（5貫875匁）を上回る。

福岡県平均（6貫797匁）を上回る県内諸郡

は、第1位門司市～第13位宗像郡まで13郡市

であった。1930年に比べて、5郡市の増加であ

る。市部の台頭が目立つ。筑前地方6郡市（筑

紫郡、嘉穂郡、若松市、遠賀郡、糟屋郡、宗像

郡）、豊前地方4郡市（門司市、企救郡、京都郡、

小倉市）、筑後地方3郡（八女郡、三潴郡、浮

羽郡）の構成であった。





― 104 ―

して吸収していったのである。

山十組（製糸）、郡是製糸に続いて、1923

（大正12）年に若林製糸（大石工場）の進出に

よって福岡県三大製糸が出揃うことになる。三

大製糸共に、県外大製糸資本であった。

1924（大正13）年に、三大製糸の繭使用高

合計478,204貫は、福岡県内11製糸工場の繭使

用高合計662,251貫の72.2％を占める（20）。県外

三大製糸資本の福岡県製糸業界における圧倒的

な地位を窺い知ることができよう。

1927（昭和2）年度には、この3年間に製糸

工場が18工場に増加し、釜数では1.4倍の2,574

釜、繭使用高は、1.5倍の1,014,848貫に増大す

る（21）。筑紫郡に製糸工場4ヶ所（釜数953釜、

繭使用高357,181貫）、朝倉郡に製糸工場8ヶ所

（釜数743釜、繭使用高249,300貫）、浮羽郡に

製糸工場3ヶ所（釜数363釜、繭使用高211,237

貫）、宗像郡に製糸工場1ヶ所（釜数50釜、繭

使用高20,000貫）、山門郡に製糸工場1ヶ所（釜

数80釜、繭使用高17,130貫）、築上郡に製糸工

場1 ヶ所（釜数360釜、繭使用高180,000貫）

であった。新設製糸工場は、100釜未満の小規

模工場であった。福岡県三大製糸の内、繭使用

高は、この期間に山十製糸二日市製糸所が1.1

倍、若林製糸大石工場が1.6倍、郡是製糸宇島

工場が2.5倍であった。三大製糸の繭使用高

690,281貫は、18製糸工場の繭使用高の68.0％

を占める。三大製糸は、依然として福岡県製糸

業界の中心的な地位を占め続けていたのである。

昭和恐慌期の1930（昭和5）年度において、

製糸工場は、18工場から17工場に1工場減少

する。この内、筑紫郡5工場、浮羽郡4工場、

朝倉郡3工場、宗像郡2工場、糟屋郡・築上郡・

山門郡各1工場である。繭使用高は、浮羽郡

393,955貫が最も多く、次いで築上郡200,250貫、

朝倉郡157,818貫、筑紫郡65,528貫、宗像郡

35,645貫、糟屋郡35,000貫、山門郡14,876貫と

続く。浮羽郡と築上郡の繭使用高において有力

な製糸会社は、若林製糸と郡是製糸の存在であ

る。筑紫郡と朝倉郡の後退は、前者が山十製糸

の倒産とこれを引き継いだ昭栄製糸の生産高急

落であり、後者が製糸工場の大幅減少である。

即ち、朝倉郡は1927年度の製糸工場７ヶ所か

ら1930年度には製糸工場3 ヶ所まで減少した

のである。斯くて、福岡県においては、1930

年度に若林製糸（大石工場）と郡是製糸（宇島

工場））が他の中小製糸工場とは隔絶した生産

規模の県内二大製糸として際立った存在となる。

この二大製糸の繭使用高は489,933貫であり、

福岡県17製糸工場の繭使用高の54.3％を占め

ていたのである。二大製糸の内、繭使用高は、

1927 ～ 1930年度に若林製糸大石工場が289,683

貫から211,000貫に27.2%減少していたのに対

して、郡是製糸宇島工場は180,000貫から

200,250貫に1.1倍の増加であった。郡是製糸の

近代企業としての実力差が昭和恐慌期に明瞭な

姿をとって現れていたのであろう。

1936（昭和11）年度には、福岡県の製糸工

場は、10工場まで減少する（22）。1930年度より

7製糸工場少ない。大幅な製糸工場の減少であ

る。朝倉郡に製糸工場3 ヶ所、何れも10釜前

後の零細工場である。消費繭量は、合計2,939

貫である。筑紫郡には昭栄製糸二日市工場のみ

で394釜、消費繭量78,840貫であった。二日市

工場の繰糸機は、全て普通繰糸機である。多条

繰糸機に全面転換した郡是製糸宇島工場との違

いが明瞭であった。昭栄製糸は、生産量（繭消

費量）の増加に伴い、若林製糸、郡是製糸と共

に福岡県の三大製糸の一翼を形成することにな

る。浮羽郡には製糸工場3ヶ所、釜数合計666

釜、消費繭量101,341貫である。浮羽郡におい

て三大製糸の若林製糸大石工場以外は、中小零

細工場っであった。若林製糸大石工場の繭消費

量のみで浮羽郡消費繭量全体の87.4％を占める。
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長崎製糸（株）諫早製糸所（長崎県北高来郡諫早

町、415釜）、同島原製糸所（南高来郡島原町、

156釜）を各設立する。小口組は、宮崎県に都

城製糸場（北諸県郡沖水村、704釜）を開設す

る。

1927年の筑紫郡からは、郡是製糸梁瀬工場

（兵庫県朝来町）が31,699貫を購繭する。同郡

産繭量の19.6%に当たる。郡是製糸以外では同

郡の主な購繭者は、片倉製糸（同、21.28%）、

若 林 製 糸（ 同、18.46%）、 山 十 製 糸（ 同、

16.91%）である。片倉・郡是・若林・山十の

県外4大製糸家で筑紫郡産繭量の76.25％を占

めていた。この内、片倉製糸が同郡最大の購繭

製糸家であった。片倉製糸は、筑紫郡を主要な

購繭地盤の1つとしていたことが分かる。尚、

郡是製糸は、築上・筑紫両郡の産繭量の29.7%

を購入する大製糸家であった。片倉製糸の両郡

からの購繭量は42,671貫であり、郡是製糸の半

分以下であった。山十製糸は、長野県製糸家の

中で、1914（大正3）年に福岡県において最初

に製糸場経営を行っていた。山十組（後に株式

会社化）二日市製糸所（筑紫郡二日市町）であ

る。片倉宇佐製糸所には、1927（昭和2）年に

福岡県田川郡蚕業視察団（郡農会長ほか88名）

及び福岡県京都郡農会長・小島信俊ほか幹部6

名が各来所し、産繭取引について交渉・打合せ

を行なう（26）。

1928（昭和3）年には、郡是製糸は、前年同

様に宇島工場が築上郡を、また梁瀬工場が筑紫

郡を各購繭地域として両郡から105,391貫を購

入する。築上郡からは繭60,061貫（同郡産繭量

の43.5%）、筑紫郡からは繭45,330貫（同、

25.3%）、合わせて両郡産繭量の33.3%を購入す

るのである。筑紫郡からの購繭量は、前年より

１万貫以上の増加であった。他の個別製糸資本

の購繭量は不明。

1929（昭和4）年に、郡是製糸は、福岡県9

郡1市に購繭地域を拡大する。購繭郡市につい

ては、築上郡から64,582貫（同郡産繭購入比率

47.7%）、筑紫郡から31,721貫（同、20.0%）、

朝倉郡から10,358貫（同、3.2%）の購繭を中

心に、三井郡、糟屋郡、京都郡、浮羽郡、八女

郡、嘉穂郡、福岡市に及ぶ。合わせて購繭量

122,660貫に上る。郡是製糸の福岡県内購繭範

囲は、筑前・筑後・豊前各地方の養蚕盛業地を

略網羅することになった。但し、築上・筑紫・

朝倉3郡からの購繭量106,661貫は、福岡県内

購繭総量の87％を占めていた。郡是製糸は、

新たに福岡県最大の養蚕盛業地方の朝倉郡に購

繭進出する一方で、県内他諸郡市にも進出し、

3千貫前後の購繭量（福岡市238貫を除く）を

獲得するようになった。また、郡是製糸は、同

年には佐賀県三養基郡や神崎郡に進出し、数千

貫の繭購入を行なう。1929（昭和4）年は、郡

是製糸の福岡県における購繭活動拡大の転機で

あったといえよう。同年の郡是製糸以外の個別

製糸資本の購繭量については不明。尚、片倉大

分製糸所は、福岡県に行橋繭買入所（京都郡行

橋町）692坪（建坪300坪50、延坪464坪）と

田川繭買入所（田川郡伊田町）500坪（建坪

107.25坪、延坪127.25坪）を開設し、1929（昭

和4）年4月5日に行橋・田川部内特約養蚕組

合蚕業研究会を開催する（27）。

1930（昭和5）年には、福岡県内の主要購繭

会社は、郡是製糸、片倉製糸、若林製糸、山十

製糸、小口組、豊中製糸、日之出製糸、出水製

糸などの県外製糸家であった。地元製糸資本は、

旭製糸、肥後製糸、朝倉中央製糸、太宰府製糸、

朝倉郡是製糸、長谷製糸場などである。郡是製

糸は、同年に福岡県内より132,168貫を購繭す

る。この購繭量は、前年比1万石弱の増加で

あった。資料上明らかな限り、1927（昭和2）

年以降、郡是製糸は、福岡県内からの購繭量が

年々増加する。郡是製糸の福岡県最大の購繭地
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方は、引き続き築上郡であり、同郡より81,627

貫（同郡産繭量の43.6％）を購繭する。築上郡

最大の購繭者は、郡是製糸であった。次いで、

若 林 製 糸（ 同、13.9 ％）、 片 倉 製 糸（ 同、

10.0％）、豊中製糸（同、11.0％）、乾繭組合（同、

6.2％）と続く。県外大製糸家が同郡産繭量の

約80％を購繭する。郡是製糸は、筑紫郡から

は24,430貫（同郡産繭量の14.0％）を購繭する。

従来同様、築上・筑紫両郡が郡是製糸の福岡県

内の２大購繭地盤であった。両郡からの購繭量

は、福岡県内購繭総量の80.24％を占める。こ

れに朝倉郡（購繭量6,161貫）と糟屋郡（購繭

量6,004貫）からの購繭量を合わせると、

89.4%に上る。上記諸郡以外では、郡是製糸は、

三井郡、京都郡、八女郡、嘉穂郡、福岡市、久

留米市を購繭地盤としていた。片倉製糸の福岡

県内の購繭地方は、郡是製糸の内部資料により、

郡是製糸と競合する諸郡市を挙げると、京都郡

（購繭量40,890貫）、糟屋郡（同33,917貫）、筑

紫郡（同33,800貫）、築上郡（同18,709貫）、嘉

穂郡（同14,514貫）、八女郡（同10,168貫）、久

留米市（同2,962貫）、合計154,960貫に達する。

片倉製糸は、京都郡、筑紫郡、糟屋郡、嘉穂郡、

久留米市において最大の購繭者であった。特に

京都郡、嘉穂郡、久留米市では70%以上の購

繭量比率を実現していた。この片倉製糸の購繭

量は、郡是製糸の購繭量を上回る。福岡市から

の購繭量は、不明である。同じく郡是製糸と競

合購繭地盤を有する若林製糸の福岡県内の購繭

諸郡は、朝倉郡（購繭量67,446貫）を筆頭に三

井郡、筑紫郡、糟屋郡、築上郡、八女郡、京都

郡に及び、合わせて217,026貫を購繭する。若

林製糸は、片倉製糸や郡是製糸を上回る、福岡

県最大の購繭製糸家であった。若林製糸は、三

井郡、朝倉郡においては郡是製糸や片倉製糸を

上回る購繭活動を行っていた。山十製糸は、八

女郡（購繭量32,054貫）と糟屋郡（同14,624

貫）から合わせて46,678貫を購繭しており、中

でも八女郡においては山十製糸が最大の繭購入

者であった。小口製糸は、糟屋郡（購繭量

13,149貫）と京都郡（同2,784貫）において繭

購入者（両郡合わせて15,933貫）として現れる。

日之出製糸は、糟屋郡（購繭量7,250貫）、筑紫

郡（同6,621貫）、八女郡（同2,240貫）から合

計16,111貫の購繭がみられる。山十製糸、小口

製糸、日之出製糸共に糟屋郡が購繭地であった。

豊中製糸は、豊前地方の築上郡（購繭量20,580

貫）を中心に京都郡（同1,856貫）合わせて2

郡から22,436貫を購繭する。

1931（昭和6）年と1932（昭和7）年につい

ては、上記資料を欠く。

1933（昭和8）年に関しては、郡是製糸の内

部資料に築上郡の購繭量が欠落しているため、

福岡県からの購繭総量は明らかにできないもの

の、同年に新たに郡是製糸の購繭活動として同

社熊本工場の購繭区域に三池郡を包摂するよう

になった。その他に同年には三井郡（購繭量

8,606貫）、糟屋郡（同17,303貫）、久留米市（同

353貫）、福岡市（同3,097貫）、嘉穂郡（同

3,780貫）において購繭活動を強化して購繭量

を増加する。糟屋郡では片倉製糸や若林製糸と

均衡する程になり、嘉穂郡では購繭量を片倉製

糸と略二分するまでになった。片倉製糸は、郡

是製糸の内部資料には、八女郡（購繭量14,637

貫）、筑紫郡（同14,362貫）、糟屋郡（同18,471

貫）、久留米市（同1,890貫）、嘉穂郡（同4,821

貫）の他に三井郡（同13,265貫）と朝倉郡（同

37,012貫）にも購繭進出がみられ、朝倉郡では

若林製糸を上回る購繭活動を行っていた。更に

は、鐘紡製糸が八女郡（購繭量25,422貫）、朝

倉郡（同20,188貫）、糟屋郡（同10,440貫）、三

井郡（同8,527貫）に購繭会社として登場する。

鐘紡製糸は、八女郡では片倉製糸や若林製糸を

上回る購繭量を獲得していた。若林製糸は、三
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井郡（購繭量36,951貫）と朝倉郡（同33,647

貫）を中心に糟屋郡（同17,668貫）、八女郡

（同6,163貫）から購繭しており、大幅な購入減

少傾向にあったようである。また同年の特徴と

して、乾繭組合が勢力を拡大してきたことであ

る。八女郡（購繭量28,503貫）、筑紫郡（同

88,564貫）、福岡市（同10,577貫）において、

八女乾繭・筑紫乾繭・早福乾繭各組合が首位に

登場する。

1934（昭和9）年においては、郡是製糸は、

福岡県10郡市より124,229貫を購繭する。この

購繭量は、1930（昭和5）年を下回る。郡是製

糸の福岡県内最大の購繭地盤は、従来通り地元

の築上郡である。郡是製糸は、同年に築上郡よ

り76,803貫（同郡産繭量の46.8%）を購繭し、

同じく築上郡を購繭地盤とする豊中製糸（同

14.4%）、片倉製糸（同10.8%）、鐘紡製糸（同

9.0%）を圧倒する。郡是・豊中・片倉・鐘紡

諸製糸の県外大製糸家が築上郡産繭量の81%

を購繭していた。この4大製糸家の築上郡にお

ける購繭量が向上する。郡是製糸は、築上郡に

次いで糟屋郡から14,877貫（同郡産繭量の

27.5％）、筑紫郡からは9,545貫（同9.1%）を各

購繭する。郡是製糸は、築上・糟屋両郡が福岡

県内の2大購繭地盤（特約地盤）であり、筑紫

郡を加えて3大購繭地盤であった。郡是製糸の

購繭地盤としての筑紫郡の後退は、前年にも増

して乾繭組合が拡大したことに依る。筑紫郡に

おいて乾繭組合が同郡産繭量の90.9%を確保し

ていたのである。乾繭組合の台頭による購繭地

盤の変動が生じている。郡是製糸は、この3郡

以外に三井郡（購繭量5,935貫）、朝倉郡（同

5,299貫）から購繭を行う。郡是製糸の福岡県

内主要購繭地盤の上記3郡で郡是製糸の福岡県

産繭購入総量の81.5%（上記5郡で90.5%）を

占める。その他の京都郡、福岡市、嘉穂郡、八

女郡、三池郡からは、1,000貫台～ 3,000貫台の

購繭量に止まる。片倉製糸は、郡是製糸の内部

資料に依ると、同年に郡是製糸と競合する購繭

9郡において110,149貫を購繭する。この片倉

製糸購繭9郡の内、三池郡（産繭量の81.3%）、

嘉穂郡（同63.9%）、京都郡（同61.8%）は、各

郡産繭量に占める片倉製糸の購繭量比率が

81.3%～ 61.8%を占め、他の県外大製糸家を圧

倒する。上記3郡以外の諸郡は、八女郡（同

10.8%）、三井郡（同11.6%）、朝倉郡（同9.3%）、

糟屋郡（同24.5%）、築上郡（同10.8%）であっ

た。若林製糸は、三井郡（同郡産繭量の

44.6%）、糟屋郡（同28.8%）、三池郡（同9.2%）

から合わせて48,649貫を購繭するが、三井郡と

糟屋郡においては、他の大製糸家の購繭比率を

上回り、首位に立つ。若林製糸の購繭量は大幅

に減少する中で、購繭諸郡を三井・糟屋両郡に

集中化していった。鐘紡製糸は、八女郡、三井

郡、朝倉郡、糟屋郡、築上郡を購繭地盤とする。

三井郡（購繭量17,121貫）、築上郡（同14,778

貫）、朝倉郡（同14,689貫）を中心に62,397貫

を購繭していた。昭栄製糸が新たに朝倉郡、糟

屋郡、八女郡の購繭者として登場し、朝倉・糟

屋両郡中心に67,076貫を購入する。その他に豊

中製糸が築上郡と京都郡（合わせて購繭量

26,746貫）、日之出製糸が朝倉郡（購繭量

36,826貫）を各購繭地盤としていたことが分か

る。県外大製糸家として、特に郡是製糸、片倉

製糸、鐘紡製糸の三大製糸が福岡県において購

繭市場を巡り覇を争い、これに昭栄製糸、若林

製糸、豊中製糸、日之出製糸などが参入すると

いう激しい購繭競争が繰り広げられていた。

1935（昭和10）年に、郡是製糸は、新たに

購繭地方として宗像郡が加わり、福岡県11郡

市から116,438貫を購繭する。前年比8千貫弱

の減少である。福岡県の産繭量減少と共に郡是

製糸の購繭量の減少傾向が続く。郡是製糸は、

福岡県内最大の購繭地盤である築上郡から
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72,106貫、朝倉郡から12,645貫を購繭する。築

上郡からの購繭量は同郡産繭量の50％を占め、

これ迄で最も高い比率である。築上・朝倉両郡

合わせた購繭量は、84,751貫（福岡県内購繭総

量の72.8%）に及ぶ。これに糟屋郡（購繭量

6,359貫）、京都郡（同5,899貫）、筑紫郡（同

5,793貫）、福岡市（同4,743貫）を合わせると

107,545貫に上り、福岡県内購繭総量の92.4%

を占める。郡是製糸の福岡県内購繭地盤の分散

化が進む。築上郡と朝倉郡が郡是製糸の福岡県

内二大購繭地盤であり、築上郡が最大の購繭地

盤であることに変わりはないが、築上郡に次ぐ

購繭地盤に関しては変化が生じている。筑紫郡

から糟屋郡、更に朝倉郡へと移行する。産繭量

が減少する中で、県外大製糸家との競合や乾繭

組合の台頭などが関係していよう。郡是製糸の

その他の購繭諸郡は、八女郡、三井郡、嘉穂郡、

三池郡、宗像郡である。宗像郡からの購繭量

457貫を除くと、八女郡以下4郡の購繭量は、

1,000貫台～ 2,000貫台であった。片倉製糸に関

しては、郡是製糸の内部資料から郡是製糸と競

合する購繭地方についてみると、郡別購繭量比

率から判明する限り、朝倉郡（購繭量41,647貫）、

糟屋郡（同16,634貫）、築上郡（同14,400貫）、

京都郡（同12,025貫）、筑紫郡（同11,517貫）、

八女郡（同7,624貫）、三池郡（同6,839貫）、嘉

穂郡（同815貫）の8郡に亘る。この8郡から

の購繭量は、合計111,501貫になり、前年より

若干増加するが、郡是製糸の購繭量を若干下回

る。片倉製糸は、県外大製糸家間では、三池郡、

筑紫郡、八女郡、朝倉郡、京都郡各購繭量にお

いて首位に立つ。鐘紡製糸は、筑紫郡、嘉穂郡、

宗像郡、粕屋郡、朝倉郡、八女郡、三井郡、三

池郡、築上郡の9郡において98,924貫を購繭し

ている。この購繭量は、前年比1.6倍である。

鐘紡製糸の福岡県における購繭範囲は拡大して

おり、特に筑前地方への進出を強化していた。

郡是製糸、片倉製糸、鐘紡製糸共に福岡県にお

いて10万貫前後を購繭する。若林製糸は、前

年同様三井郡（購繭量32,966貫）を主体にして、

糟屋郡（同22,950貫）と朝倉郡（同18,510貫）

を加えた3郡中心に宗像郡、三池郡合わせて

79,997貫を購繭する。糟屋郡においては、若林

製糸が購繭量首位にあった。若林製糸は、福岡

県において県外大製糸家として郡是・片倉・鐘

紡三大製糸に次ぐ購繭量であった。豊中製糸は、

築上郡（購繭量20,160貫）を中心に宗像郡、京

都郡において合計26,733貫を購繭する。昭栄製

糸は、八女郡と糟屋郡において8,116貫を購繭

する。昭栄製糸の朝倉郡からの購繭量は、不明

である。

1937（昭和 12）年に、福岡県産繭総量

1,101,349貫の主要購入者は、郡是製糸の内部

資料による購繭地方についてみると、県外大製

糸家の内、、郡是製糸109,143貫、片倉製糸

107,316貫、若林製糸103,340貫、鐘紡製糸

79,980貫、昭栄製糸66,523貫、豊中製糸18,731

貫である。以上6大製糸家の購繭量合わせて

485,033貫になる。主要養蚕10郡市の産繭量

888,158貫の54.6％を占める。大製糸資本以外に、

乾繭倉庫（乾繭組合）が309,547貫を購入する。

郡是・片倉・若林各製糸は、購繭量10万貫余

で拮抗している。乾繭倉庫が上記10郡市産繭

量の34.9％を占める。乾繭倉庫の繭取扱量が郡

是・片倉・若林三大製糸の購繭量に匹敵する程

の規模に拡大する。福岡県産繭処理機関として

乾繭倉庫（乾繭組合）の役割が著しく高まる。

製糸資本家にとって大きな脅威である。

郡是製糸は、福岡県上記10郡市から109,143

貫を購繭する。嘉穂郡からは撤退している。2

年前に比べ購繭量7千貫強の減少である。郡是

製糸の福岡県からの購繭量の減少が続く。郡是

製糸は、豊前地方（築上郡、京都郡）から

56,351貫、筑前地方（朝倉郡、筑紫郡、糟屋郡、
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宗像郡、福岡市）から36,735貫、筑後地方（三

井郡、八女郡、三池郡）から16,057貫を購繭す

る。地方別比率は、豊前地方51.6%、筑前地方

33.7%、筑後地方14.7%である。郡是製糸は、

豊前地方が購繭量最多である。中でも築上郡か

ら50,654貫（同郡産繭量の38.1%）を購繭する。

郡是製糸は、他の大製糸資本を圧倒する、築上

郡最大の購繭者であり、引き続き築上郡を福岡

県内最大の購繭地盤としていた。築上郡は、郡

是製糸以外にも片倉製糸、鐘紡製糸、若林製糸、

豊中製糸といった県外大製糸家との購繭競争下

にあった。郡是製糸は、筑前地方の購繭4郡市

において朝倉郡から18,222貫、筑紫・糟屋両郡

から6,000貫台、宗像郡から4,000貫台、福岡市

から2,000貫弱を各購繭する。郡是製糸の筑前

地方最大の購繭地盤は、朝倉郡であった。朝倉

郡及び糟屋郡は、郡是製糸の他に片倉製糸、鐘

紡製糸、若林製糸、昭栄製糸といった大製糸資

本による熾烈な購繭競争の舞台であり、その中

で郡是製糸は、後塵を拝していた。両郡共に郡

是製糸は、上記四大製糸の購繭量には及ばな

かった。郡是製糸は、筑後地方においては、三

井・八女両郡にて7,000貫前後を購繭する。三

井郡は、郡是製糸以外に片倉製糸、鐘紡製糸、

若林製糸、昭栄製糸が購繭地盤として郡是製糸

を上回る購繭をしており、郡是製糸は、劣勢に

立っていた。八女郡にあっては、片倉製糸と鐘

紡製糸が郡是製糸と略互角の競争を挑んでいた。

片倉製糸は、郡是製糸の内部資料をみる限り

（郡是製糸と競合する購繭地方に限定）同年に

福岡県7郡において、上述の如く107,316貫を

購繭しており、郡是製糸に次ぐ購繭量である。

片倉製糸の九州地方所在の製糸所の内、鳥栖製

糸所（佐賀県）、宇佐製糸所（大分県）、大分製

糸所（大分県）が福岡県を原料繭地盤（特約地

盤）としていた。1936（昭和11）年に福岡県

から、鳥栖製糸所が16万2千貫余、宇佐製糸所

が7千貫余、大分製糸所が6千貫弱を購繭する。

鳥栖製糸所は、福岡県内に田主丸繭取扱所（浮

羽郡田主丸町）、原町繭取扱所（糟屋郡仲原村）、

田川繭取扱所（田川郡伊田町）を各開設してい

る。その他に鳥栖製糸所には、北野買入所（三

井郡北野町）、甘木買入所（朝倉郡甘木町）、前

原買入所（糸島郡前原町）が存在する。片倉製

糸の鳥栖製糸所は、福岡県内において浮羽郡、

糟屋郡、田川郡、三井郡、朝倉郡、糸島郡を特

約地盤としていることが判明する。福岡県内に

おいて、宇佐製糸所は築上郡を、大分製糸所が

京都郡、企救郡を各特約地盤としていた。片倉

製糸の上記3製糸所が福岡県内を郡別に分けて、

特約地盤としている。郡是製糸の上記内部資料

は、片倉製糸の購繭諸郡として浮羽郡（筑後地

方）、田川郡、企救郡（以上豊前地方）、糸島郡

（筑前地方）の4郡が欠落している。片倉製糸は、

福岡県内において郡是製糸との購繭競争の無い

諸郡が上記4郡あり、郡是製糸以上の購繭領域

を有していた。郡是製糸の購繭10郡市に対し、

無購繭18郡市あり、無購繭郡市が多いとはいえ、

福岡県内の主要養蚕地方を略網羅している。片

倉製糸は、福岡県における購繭諸郡の内、筑前

地方（朝倉郡、糟屋郡）を中心に筑後地方（三

井郡、八女郡、三池郡）、次いで豊前地方（築

上郡、京都郡）から購繭する。片倉製糸の購繭

地域として、筑前地方の中では筑紫郡、宗像郡、

福岡市を欠く。片倉製糸は、朝倉郡から53,711

貫を購繭し、福岡県内からの購繭総量の50％

を占める。糟屋郡からの購繭量14,080貫を合わ

せた67,791貫は、同63.2％を占める。筑後地方

では、三井郡からの購繭量が最多の17,400貫、

次いで三池郡8,723貫、八女郡5,500貫と続く。

筑後地方では、片倉製糸の購繭地域は、三井郡

のみで過半の55％を占める。豊前地方からは、

築上郡と京都郡からの購繭量は、合わせて7,902

貫に止まる。福岡県内の原料繭地盤は、郡是製
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糸が築上郡中心、片倉製糸が筑前地方中心とし

ていたことが判明する。片倉・郡是二大製糸の

福岡県内における主要購繭地方区分が生じてい

た。片倉製糸は、朝倉郡と三池郡において、郡

是製糸、鐘紡製糸、若林製糸、昭栄製糸の大製

糸資本の購繭量を大幅に上回る。糟屋郡におい

ては、購繭量首位の若林製糸と拮抗する。筑前

地方を購繭地盤とする上記五大製糸家の中で、

片倉製糸が最大の購繭者である。

若林製糸は、郡是製糸の内部資料に依れば、

福岡県6郡から上述の如く103,340貫を購繭す

る。福岡県を購繭地盤とする大製糸家の内、郡

是製糸、片倉製糸に次ぐ第3位の購繭量である。

若林製糸は、福岡県内では筑前地方（朝倉郡、

糟屋郡、宗像郡）を中心に、筑後地方（三井郡、

三池郡）、次いで豊前地方（築上郡）から購繭

する。筑前地方の朝倉郡（購繭量35,390貫）と

筑後地方の三井郡（購繭量38,000貫）が若林製

糸の二大購繭地盤であった。両郡購繭量合わせ

て73,390貫は、若林製糸の福岡県内購繭総量の

71％を占める。福岡県内を購繭地域とする五大

製糸家の内、若林製糸は、三井郡と糟屋郡にお

いて購繭量首位であった。若林製糸には、筑紫

郡、福岡市、八女郡、京都郡の4郡は、購繭地

域に含まれていない。

鐘紡製糸は、福岡県内を8郡から上記の如く

79,980貫を購繭する。福岡県内から購繭する大

製糸家の中で、鐘紡製糸は、郡是製糸、片倉製

糸、若林製糸に次ぐ、第4位の購繭量である。

鐘紡製糸は、片倉・若林両製糸同様、筑前地方

（朝倉郡、宗像郡、糟屋郡、筑紫郡）を中心に、

筑後地方（三井郡、八女郡、三池郡）、次いで

豊前地方（築上郡）から購繭する。筑前地方の

朝倉郡（購繭量28,501貫）と筑後地方の三井郡

（購繭量16,100貫）が鐘紡製糸の２大購繭地域

であった。両郡合わせて購繭量44,601貫は、鐘

紡製糸の福岡県内購繭総量の55.8％を占める。

鐘紡製糸は、宗像郡においては、同郡内で購繭

する大製糸家の中で若林製糸、郡是製糸を上回

る購繭量首位にあった。京都郡と福岡市につい

ては、鐘紡製糸の購繭はみられない。

豊中製糸は、郡是製糸の内部資料に依れば、

福岡県の中で豊前地方の築上郡において18,731

貫を購繭するのみである。豊中製糸の築上郡に

おける、郡是製糸に次ぐ購繭量は、鐘紡製糸、

若林製糸、片倉製糸の各購繭量を3倍以上上回

る。豊中製糸は、福岡県内においては、従来か

ら最大の原料繭地盤であった築上郡に特化して

いたようであった。

乾繭倉庫（乾繭組合）は、7郡市（朝倉郡、

宗像郡、筑紫郡、福岡市、八女郡、築上郡、京

都郡）各乾繭倉庫の取扱量を合わせると

309,547貫になる。この繭量は、上記7郡市産

繭量723,836貫の42.8％を占める。また福岡県

内において購繭活動を行なう郡是製糸・片倉製

糸・鐘紡製糸・若林製糸・昭栄製糸・豊中製糸

の6大製糸家の各購繭量を大幅に上回る上、郡

是・片倉・鐘紡の3大製糸家を合わせた購繭量

をも上回る。乾繭倉庫は、筑前地方（朝倉郡、

宗像郡、筑紫郡、福岡市）を中心に、豊前地方

（築上郡、京都郡）、次いで筑後地方（八女郡）

に存在する。乾繭倉庫は、筑前地方の朝倉郡

（繭取扱量71,635貫）、宗像郡（同69,839貫）、

筑紫郡（同65,223貫）各郡と筑後地方の八女郡

（同40,519貫）、豊前地方の築上郡（同40,321

貫）が主要拠点であった。乾繭倉庫は、築上郡

を除き、6郡市においてその取扱繭量は、上記

6大製糸家の購繭量を上回る。築上郡において

は、郡是製糸の購繭量が乾繭倉庫の取扱繭量を

上回る。筑紫郡乾繭倉庫の取扱繭量は、同郡産

繭量の83.1％を占めるほど高い。次いで、宗像

郡乾繭倉庫の同比率が73.2%、福岡市乾繭倉庫

が同じく72.2％、京都郡乾繭倉庫が同66.5%、

八女郡乾繭倉庫が同63.4%、築上郡乾繭倉庫が
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生繭販売総量690,732貫の内、繭市場販売が

178,125貫（25.8%）を占めるに過ぎなくなる。

1928（昭和3）年当時と比べ、急激な減少であ

る。その一方で、繭特約取引が主要な取引形態

となる。福岡県において、特約組合は683組合

（同組合員16,572人）、特約取引繭量（春・夏秋

蚕繭合計）512,607貫、特約製糸19工場であっ

た。福岡県産繭総量の減少に中で、特約組合数、

同組合員数、特約取引繭量共に若干減少するが、

特約製糸工場は増加する。

1937（昭和12）年において、福岡県産繭上

繭総量974,820貫の内、特約取引555,217貫

（57.0%）、乾繭取引358,767貫（36.8%）、生繭

取引60,836貫（6.2％）である（32）。特約取引が

主要な繭取引形態であることに変わりはないが、

1935年に比べ、増加率は特約取引が1.1倍、乾

繭取引が1.3倍である。乾繭取引が特約取引を

上回る増加率であった。

福岡県において特約組合592組合（同組合員

15,416人）、特約製糸15工場（内、繭売買業者

2名を含む）であった。この内、特約製糸13工

場が特約組合519組合に蚕種671,121グラムを

供給する。特約製糸11工場が特約組合352組合

に肥料その他の物品を供給し、特約製糸4工場

が特約組合53組合に資金15,354円（用途：肥

料資金14,454円、その他900円）を融通する。

また特約製糸13工場が特約組合542組合に養蚕

指導員を派遣していた。福岡県の特約取引繭移

出数量は237,577貫、同移入数量が242,404貫で

あった。移出繭量と移入繭量が拮抗しており、

福岡県内特約製糸の生産活動の高まりを示すも

のといえよう。移出先地方は、佐賀県、熊本県、

大分県の九州地方諸県に限らず、山梨県、長野

県、岐阜県、島根県、岡山県、高知県に分散・

拡大する。移入先地方は、熊本県と大分県で

あった。九州地方諸県における繭特約取引数量

は、長崎県を除き、熊本県の1,866.148貫を筆

頭に大分県、宮崎県、鹿児島県、佐賀県、福岡

県と続く。但し、上繭生産数量に占める特約取

引割合は、佐賀県が97.9%（全国第2位）に上

り、大分県、熊本県共に70%台であった。

1937年に、特約製糸が福岡県内の特約養蚕

組合に配付した春蚕種は、片倉製糸が「分離白

1号×満月」、「豊白×瑞祥」、郡是製糸が「郡

是白×郡是金」、「郡是金×郡是黄」、鐘紡製糸

が「鐘白×改良新白」、「国蚕支17号×改良新

白」、夏秋蚕種は、片倉製糸が「分離白1号×

満月」、「国蚕日111号×国蚕支107号」、郡是

製糸が「国蚕支107号×台白」、「台白×分離

白1号」、「分離白1号×国蚕糸106号」、鐘紡製

糸が「鐘白×改良新白」、「国蚕支17号×改良

新白」、「分離白1号×改良新白」などを挙げる

ことができる。三大製糸による優良蚕種の進化

と配布拡大が進む。

福岡県の乾繭組合は9組合、組合加入養蚕者

15,823人、出荷上繭量358,767貫である。乾繭

組合のこの出荷繭量は、組合員の上繭総量

（春・夏秋蚕繭合計）の58.8%を占める。福岡

県の乾繭出荷繭量は、全国第11位であった。

福岡県以上に、全国的に乾繭取引が進行してい

たことになる。九州地方諸県において、乾繭組

合の出荷繭量は、鹿児島県の609,900貫を最多

として長崎県、熊本県、宮崎県、福岡県と続く。

中でも長崎県は、上繭量に占める乾繭取引量の

比率が86.1%を占めて、全国第1位であった。

片倉製糸の鳥栖製糸所特約取引繭量は、1927

年に春蚕繭223,990貫（春蚕繭のみ。特約取引

率89.5%）、1930年度には500,000貫（特約取引

率100%）に達する。鳥栖製糸所は、1930（昭

和5）年1月4 ～ 7日において、京都高等蚕糸

学校三矢教授を聘し、各地養蚕組合にて桑園改

良講習会を開催する（33）。「聴講者多数ニテ大イ

ナル効果ヲ納メ得タリ」という。同年1月18日

に京都府何鹿郡蚕糸同業組合長小雲嘉一郎氏を
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聘し、鳥栖製糸所管内各組合に対し組合並びに

養蚕経営に関する講演会を開催する。「多数聴

講者ニ大ナル感銘ヲ与ヘタリ裨益甚大ナリト思

料ス」と述べている。同年2月27日より向こう

10日間の予定にて特設組合全部に地方別担当

者を定め、組合長、小組合長を集めて次の事項

の打合せを行なう。1930年必行事項、1、組合

組織、2、桑園肥培、3、養蚕経営、4、設備の

完成、5、飼育の方法、6、上簇の改良、7、購

繭、8、技術員設置、9、講習、講話、協議、研

究会、10、共同購入斡旋等である。同年3月22

～ 26日に鳥栖製糸所より派遣の蚕業技術員に

対し研究協議会を開催する。次の事項を審議し、

「徹底的指導」の打合せを行なう。1、養蚕組合

と桑園改良、2、春蚕の改良、3、稚蚕共同飼育

の方法等である。出席者・鳥栖製糸所蚕業課員

共約70名。同年4月10 ～ 11日に鳥栖製糸所管

内特約組合地の常設技術員の春蚕飼育上に関す

る協議会を開催する。協議事項・1、養蚕の経

営と桑園改良、2、春蚕の改良、3、稚蚕共同飼

育の方法である。出席者50余名。郡農会技手、

鳥栖製糸所関係者列席。同年に鳥栖製糸所は、

佐賀県と福岡県における蚕種の改良・統一と短

期養蚕技術員の新設を行なう。短期養蚕技術員

新設に関しては、鳥栖製糸所特約組合員の養蚕

技術の向上を図り、作柄の安定と繭質の向上を

促すためには適当な技術員を設置し、実地指導

することが最も捷径である。そこで鳥栖製糸所

直接推薦任用者63名、地方推薦任用者28名合

計91名を特約組合に派遣し、春秋を通じてそ

の給料額に対し約4割、即ち1人平均190余円

を補助して実地指導に従事させたところ、「其

成績ハ蚕作ニ於テ収繭ニ於テ何レモ空前ノ成績

ヲ挙ゲ組合員ヲ利導啓発セルコトノ効果大ナル

モノアリキ」と報告している。鳥栖製糸所は、

1931（昭和6）年4月2日の佐賀県下特約養蚕

組合技術員会の開催に続いて、同年4月9日に

福岡県下特約組合養蚕技術員会を開催し、佐賀

県と同様に次の事項を協議・指示する（34）。1、

産繭改良方針（イ、優良原料統一、ロ、優良蚕

種の普及、ハ、稚蚕共同飼育の徹底、ニ、蚕作

の安定）、2、注意事項（イ、養蚕経営に関する

方針、ロ、桑園経営に関する事項、ハ、桑園施

肥に関する件）、3、打合事項（イ、蚕室設備に

関する件、ロ、蚕室蚕具の消毒、ハ、蚕種の催

青、ニ、飼育に関する事項、ホ、上簇に関する

事項、ト、収繭及び選繭に関する事項）である。

斯くて、鳥栖製糸所が特約取引を通じて、福岡

県養蚕業の発展に寄与していたことは疑いの無

いところであろう。

片倉製糸の大分製糸所特約取引繭量は、1927

年140,345貫（特約取引率36.3%）から逐年増

加し、1931年には 365,917貫（特約取引率

82.3%）に上昇する。大分製糸所は、福岡県の

京都郡と田川郡を特約地盤としていた。京都郡

行橋町に行橋出張所と田川郡伊田町に田川出張

所を開設する。1929（昭和4）年4月5日に大

分製糸所は、行橋・川田各出張所部内特約養蚕

組合蚕業研究会（組合幹部、購繭員、技術員出

席）を開催する（35）。蚕業技術員として常置員

（主任）を行橋・田川各出張所に1名宛配置し

ている。その他に蚕業技術員として関係技術員

を京都郡に奥平弁蔵外5名、田川郡に宮入督外

2名を配置する。品位賞として特約養蚕組合

241組合（経費3,585円）の内、春期・行橋出

張所管内21組合（同165円）、田川出張所管内

9組合（同135円）、秋期・行橋出張所管内20

組合（同200円）、田川出張所管内8組合（同

150円）が受賞する。別に田川郡において品評

会を開催する。大分製糸所は、1929年に特約

組合督励費として193名（大分県144名、宮崎

県44名、愛媛県5名）に2,154円贈呈。模範桑

園19 ヶ所（反別9反歩）設置。蚕種36,860枚

（春期16,400枚、初秋期4,600枚、晩秋期15,860
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枚）配付。肥料30,000叺（組合桑肥25,000叺、

その他5,000叺）、その他共大分製糸所組合施設

総経費50,429円支出。大分製糸所は、1933年

に特約養蚕組合（組合収繭量522,523貫）に養

蚕資金（35,698円）、蚕種（123,523円）、肥料

（230,637円）、養蚕取次品（33,025円）を配付・

斡旋していた。

片倉製糸の宇佐製糸所特約取引繭量は、1927

年に104,695貫（特約取引率88.0%）に上り、

1930年度には66,000貫（特約取引率100%）に

及ぶ。宇佐製糸所は、1933年に特約養蚕組合

（組合収繭量147,290貫）に養蚕資金（7,090円）、

蚕種（36,751円）、肥料（76,078円）、養蚕取次

品（32,486円）を配付・斡旋している。宇佐製

糸所は、1929（昭和4）年5月6日に特約養蚕

組合産繭向上会を挙行する（36）。出席者・組合

長178名、購繭人30名、来賓重松代議士外37名。

優勝旗14旗、片倉株式20枚を14組合に賞与す

る。宇佐製糸所は、1931年4月20日に蚕繭向

上会表彰式を挙行する（37）。同年6月16日には

宇佐製糸所管内蚕業技術員を集合し、夏肥使用

打合会を催す。同年11月29日に片倉米穀肥料

（株）の纐纈氏を宇佐製糸所管内各組合講演の

ために招聘する。翌12月11日には宇佐製糸所

各出張所主任及び常置技術員を招致し、纐纈技

師出席の下に1932（昭和7）年度農蚕対策につ

いて協議する。斯くの如く、片倉製糸は蚕種の

改良・統一を図る一方で、養蚕業改良・養蚕技

術向上のための施策を十全に実行していたので

ある。

次に、乾繭組合の興隆に片倉製糸の対応策は、

如何なるものであったか。以下この点について

考察することにしよう。

1935（昭和10）年2月3日に開催の片倉製糸

所長会議において、原料部長の挨拶（注意事

項）（38）の中で「…昨今世論ノ焦点トナツテ居

ルノハ産繭処理統制問題テアリマス。之ハ既ニ

発表サレテアル如ク乾繭取引、特約取引、組合

製糸及委託製糸ノ四ノ形式ニ限定セントスルノ

デアリマス。且其処理ハ原則トシテ養蚕実行組

合又ハ産業組合ヲシテ行ハシメントスルモノデ

アル…養蚕団体ノ強化工作ト関係シテ特ニ考慮

ヲ払フヘキ所デアリマス　乾繭取引ノ強制ニ付

テハ之ニ反対スルノ輿論彌熾テアル為カ最近国

ハ其方針ヲ著シク緩和シ…従来奨励シツツアル

乾繭組合ト略々同様ノ内容ヲ有スル組合ヲ奨励

スルモノト考ヘラルル…而シテ国ノ計画ハ五ヶ

年間ニ千数百万円ノ国帑ヲ投シテ、産繭処理統

制ヲ完成セントスルノテアリマシテ、就中共同

乾繭倉庫ト乾繭機ノ設置ニ対シテハ相当力ヲ注

カントスルモノノ様テアリマスカラ、今後該組

合ハ急速ニ増加スルコトハ明カテアリマス。従

テ…今ヨリ地方的事情ニ応シテ該組合トノ協調

ニ留意シ或ハ進ンテ蚕種ノ統一指導ノ徹底策ニ

付テハ本社ノ方針ニ則リ準組合トシテ取引ヲ行

フ等機ニ応シテ善処スル様努力セラレタイノテ

アリマス。」と述べ、更に「今回ノ産繭処理案

ニ於テ生繭取引ヲ排シ乾繭取引又ハ特約取引ヲ

主トセントスルコトハ却テ特約組合ヲ設置スル

上ニ有利ナリト信スルノテアリマス」と特約取

引の将来を未だ楽観的に捉えているのであった。

翌々 1937（昭和12）年2月25日に開催の片

倉製糸工場長会議において、原料部長の挨拶

（注意事項）（39）の中で「産繭処理統制法ト改正

蚕糸業組合法ノ実施ニ依リ愈々特約取引ノ認可

制度、養蚕実行組合及養蚕業組合ノ改組ノ重要

事項カ順次実施セラルルニ至レリ。従テ今後繭

取引事情ニ多大ノ変化ヲ来サントシツツアリ

近時町村産業組合、乾繭組合、組合製糸等ノ

産業組合ニ於テ産繭処理ヲ統制セントスルノ企

図漸ク濃化シツツアリ。又地方ニ依リテハ養蚕

業組合等カ之ニ相呼応シテ其実権ヲ掌握セント

スルモノアリ。之カ為動（モ）スレハ法律ノ趣旨

ヲ曲解シ何等必要ナキ地方ニ強テ此等ノ組合ヲ
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組織シ円満ナル発達ヲ遂ケタル特約地盤ヲ破壊

セントスルモノアリ。又其供繭ヲ擁護センカ為

特約取引ノ認可ニ対シ殊更ニ困難ナル条件ヲ要

求シテ之ヲ阻止セントスルモノアルヤニ聞ク斯

ノ如キ当局者ニ対シテハ誠意ヲ披瀝シ飽ク迄其

是正ヲ促シ又特約組合員ニ対シテハ乾繭組合、

組合製糸等ノ不利ナル現状（赤字財政ニ悩ムコ

ト、一度加入スルバ脱退容易ナラサルコト、乾

繭組合ハ員外者ニアリテモ利用シ得ルコト、抜

売ニ対シテハ産繭処理統制法第五条ノ統制命令

カ適用サルルコトアルコト、組合理事者中ニハ

倒産スルモノ少ナカラサルコト等）ヲ充分ニ理

解セシメ之ヲ未然ニ防止スヘシ…今後工場ニ依

リテハ地方事情ト原料取入ノ関係上乾繭組合ヲ

利用シテ乾繭ノ特約取引又ハ予約取引ヲ為スモ

止ムヲ得サル場合アルベク此場合ニ於テモ優良

ナル産繭地帯ヲ選定シ可成継続的ニ取引ヲ為シ

得ル様留意アリタシ。」と述べている。特約組

合員には、乾繭組合や製糸組合等の産業組合の

産繭処理統制強化が進む中で、財政赤字に悩む

等の乾繭組合、組合製糸などの実態を充分に理

解させること、また乾繭組合を利用する場合は、

優良産繭地帯に限定することを求めていた。

翌1938（昭和13）年2月25日に開催の片倉

製糸工場長会議において、原料部長の指示事

項（40）の中で「産繭処理統制法実施以来当社原

料対策ノ根幹タル特約取引ノ情勢ヲ観マスルニ

逐年増大ノ一路ヲ辿リ現在ニ於テハ内地各工場

ハ概ネ特約取引ニヨリ其ノ所要原料ヲ充足シ得

ルニ至ツタニデアリマス…特約取引ノ進展ハ独

リ当社ノミニ止マラズ全国的デアリマシテ今ヤ

繭処理形態ノ六割ニ達スル圧倒的勢力ヲ占ムル

ニ至リマシタ為ニ茲ニ勢ヒ他ノ処理形態トノ間

ニ相剋摩擦ヲ激化スルニ至ツタコトハ誠ニ止ム

ヲ得ザルノ情勢ト申ス外ナイノデアリマス此間

乾繭組合及ビ組合製糸ノ助成、生繭市場ノ救済

等ヲ目的トスル官庁、団体ノ奨励、統制力ノ強

化或ハ一部蚕種製造者ノ策動、中小製糸業者ノ

介在等ハ益々其ノ事態ヲ紛糾セシメ地方ニヨツ

テハ不法ニ特約ノ既得権益ヲ脅威侵害シ或ハ特

約取引本来ノ使命遂行ニ当然附随スル蚕種ノ配

給、指導ノ問題等ニ迄容喙スルニ至レル如キハ

甚ダ遺憾トスルトコロデアリマス　思フニ此ノ

動向ハ今後全国的ニ益々深刻ナルベキヲ察知セ

ラルルノデアリマス…」と特約取引の既得権益

を侵害する深刻な事態に立ち入ったことを述べ

ている。更に「蚕糸業組合法ノ制定以来養蚕関

係団体ハ漸次其ノ体制ノ整備ヲ見ルニ至リ一面

産業組合ノ拡充強化ト相俟ツテ所謂自治統制ノ

美名ノ下ニ養蚕家ノ欲セザル処理形態ヲ強要シ

或ハ蚕種ノ配給、技術ノ指導ノ統制権ヲ獲得セ

ントスル動向特ニ顕著ナルモノガアルノデアリ

マス殊ニ甚ダシキハ最近某地方ニ於テ団体統制

力ヲ濫用シ不振ナル産業組合ノ為其ノ組合員ニ

非ラザル一般養蚕者、特約養蚕者及営業製糸ニ

対シ生繭ノ取引ニ応ジ手数料ヲ徴収シテ其ノ負

債整理ニ充当セント企ツルモノアルニ至ツテハ

其弊モ甚シト云ハネバナリマセヌ又蓋シ自治統

制ニ藉口シテ行ハルル施設ノ多クハ委菲不振ナ

ル産業組合ノ救済策ニ非ズンバ一部野心家ノ策

動ニ胚胎スルモノ尠クナイノデアリマシテ其ノ

統制施設ハ妥当ヲ欠キ実情ニ即セズ常ニ物議ヲ

醸スノデアリマス…」と述べ、更に特約組合・

組合員の産業組合への非加入指導や養蚕組合代

議員総数の半数以上を特約組合関係より選出し、

養蚕大衆の意図に背馳する組織、団体の不常決

議を阻止すること、また地方有力者、各部門団

体幹部等と密接な連絡を保ち、妥当ならざる計

画・施設を未然に防止する方策を採用すること

の必要性を訴え、改めて養蚕業組合代議員の選

出及び地方有力者、各部門団体幹部等との密接

な連絡が特約強化政策の枢軸であると強調して

いる。

上記指摘の手数料問題の具体的内容について
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に拡大・発展を遂げたといえよう。その後、昭

和恐慌を経て1938（昭和13）年に至ると、主

要養蚕地方（朝倉郡、築上郡、三井郡、宗像郡、

浮羽郡～以上、筑前地方2郡、筑後地方2郡、

豊前地方1郡）、準主要養蚕地方（八女郡、筑

紫郡、糟屋郡、糸島郡、京都郡～以上、筑前地

方3郡、筑後地方1郡、豊前地方1郡）、その他

諸郡が発展途上養蚕地方であった。朝倉郡と築

上郡に変化はなかったが、三井郡と浮羽郡が準

主要養蚕地方から主要養蚕地方に上昇する。筑

紫郡、糟屋郡、糸島郡が主要養蚕地方から準主

要養蚕地方に後退する。1930年代には主要養

蚕地方として朝倉郡と築上郡は不動であったが、

その他諸郡特に、筑前地方諸郡（筑紫郡、糟屋

郡、糸島郡）に大きな変動が見られたのである。

農業戸数に占める養蚕戸数の比率についてみ

ると、1916（大正5）年に福岡県平均8.1%に対

して、全国平均31.9%である。福岡県には全国

平均を上回る郡は皆無であり、最も高い比率で

も朝倉郡の22.1%に止まる。福岡県養蚕業の普

及は、全国的にみると遅れていたといえよう。

次いで、1930（昭和5）年には福岡県平均は

27.5%に上昇するが、全国平均39.6%には及ば

ない。県内で全国平均を上回る諸郡は、朝倉郡

（64.0%）、宗像郡（57.4%）、築上郡（55.5%）、

筑紫郡（49.4%）、糟屋郡（48.7%）、浮羽郡

（41.7%）、糸島郡（40.9%）の7郡に増える。筑

前地方4郡、筑後地方1郡、豊前地方1郡であっ

た。筑前地方主要・準主要養蚕諸郡を中心とし

た養蚕業の普及・拡大が進んでいた。1938（昭

和13）年に至ると福岡県平均は16.8%に大きく

低下する。全国平均は、30.7%の低下に止まる。

福岡県の低下率は、全国平均を上回る。農業戸

数に占める養蚕戸数の比率が全国平均を上回る

諸郡は、朝倉郡（48.2%）、築上郡（48.2%）、

宗像郡（39.9%）、浮羽郡（31.5%）の4郡に減

少する。筑前地方2郡、筑後地方1郡、豊前地

方1郡であった。1930年当時主要養蚕地方に属

した筑前地方諸郡（筑紫郡、糟屋郡、糸島郡）

は、養蚕業からの撤退が急増する。福岡県の一

部諸郡は、農業戸数に占める養蚕戸数の比率が

全国平均を上回っていたが、福岡県平均（従て、

大部分の諸郡）は、1900年代以降1930年代に

かけて一貫して全国平均を下回っているのであ

る。全国的にみると、福岡県養蚕業の普及度の

低さは、変わらずに推移していたものといえよ

う。

養蚕農家一戸当たりの桑園面積については、

1916（大正5）年に福岡県平均2.0反に対して、

全国平均2.6反である。福岡県平均は全国平均

に及ばず、福岡県の桑園経営面積は、小規模で

あった。福岡県において全国平均以上の諸郡は、

企救郡（5.4反）、田川郡（3.2反）、八女郡（2.8

反）、三井郡（2.8反）、筑紫郡（2.7反）、三池

郡（2.6反）、京都郡（2.6反）の7郡である。豊

前地方3郡、筑後地方3郡、筑前地方1郡であっ

た。上記7郡中5郡が発展途上養蚕地方である。

次いで、1930（昭和5）年には福岡県平均2.3

反に上昇するが、全国平均3.2反との格差が広

がる。1916 ～ 1930年に福岡県平均が0.3反増

に対し、全国平均は0.6反増の2倍の開きが生

じていた。同年に福岡県において全国平均を上

回る諸郡は、皆無である。1916年に全国平均

を上回っていた7郡の内、筑紫郡のみが0.3反

増して3.0反に拡大するが、その他6郡は全て

減少していた。即ち、企救郡が2.0反、田川郡

が2.3反、八女郡・三井郡2.3反、三池郡1.7反、

京都郡1.5反に低下する。最大でも宗像郡の3.1

反に止まる。1938（昭和13）年においては、

福岡県平均は、2.4反に微増する。全国平均は、

増減なく3.2反を維持する。福岡県平均と全国

平均の開差が依然として存続する。福岡県にお

いて、全国平均以上の諸郡は、企救郡（3.5反）、

嘉穂郡（3.2反）の2郡に過ぎない。企救郡と
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嘉穂郡において、最も有力な特約製糸は、前者

が片倉製糸、後者が片倉製糸、次いで鐘紡製糸

であった。福岡県の養蚕農家一戸当たりの桑園

面積は、1916 ～ 1938年にかけて一貫して全国

平均を下回り、福岡県の桑園経営面積の小規模

性が特徴的であった。

養蚕農家一戸当たりの収繭量は、1916（大正

年）に福岡県平均17貫650匁に対して、全国平

均32貫325匁である。全国平均は、福岡県平均

の1.8倍という大差が付いていた。福岡県の平

均産繭規模は、全国平均に比べて大分劣るとい

えよう。福岡県において全国平均を上回る諸郡

は、三井郡（35貫446匁）のみであった。次い

で、1930（昭和5）年には福岡県平均は39貫

639匁に増加するが、全国平均48貫043匁との

間には大きな開差が生じている。両者の生産規

模格差は、依然として歴然であった。但し、

1916 ～ 1930年に福岡県平均の増加率2.2倍は

全国平均1.5倍を上回り、両者の生産規模格差

は、1916年の14貫675匁から1930年の8貫404

匁に縮小する。1930年に福岡県において全国

平均を上回る諸郡は、筑紫郡（61貫262匁）と

朝倉郡（54貫510匁）に過ぎない。1938（昭和

13）年に至っては、福岡県平均は、38貫818匁

に微減する。全国平均は、44貫348匁に減少す

る。全国平均を上回る福岡県諸郡は、朝倉郡

（56貫719匁）と筑紫郡（46貫665匁）のみで

ある。全国平均の減少率7.7%に対し、福岡県

平均の減少率が2.1%に止まり、両者の生産規

模格差は5貫530匁に縮小するとはいえ、福岡

県平均は、依然として全国平均を下回る。福岡

県の養蚕農家一戸当たりの収繭量は、1916 ～

1938年を通じて一貫して全国平均を下回り、

福岡県の養蚕農家産繭規模の小規模性が特徴的

であるといえよう。

養蚕農家一戸当たりの蚕種掃立枚数（年間）

は、1916（大正5）年に福岡県平均1.38枚に対

して、全国平均3.26枚である。福岡県平均と全

国平均の間に1.88枚の格差があり、福岡県の蚕

種掃立規模は全国平均との隔たりが大きい。福

岡県において全国平均を上回る諸郡は、皆無で

あった。福岡県諸郡の中で最も高い養蚕農家一

戸当たりの蚕種掃立枚数は、三井郡の2.51枚に

止まる。次いで、1930（昭和5）年には、福岡

県平均は、4.53枚増の5.91枚に急増する。全国

平均は、福岡県平均を上回る、5.1枚増の8.36

枚に上る。全国平均と福岡県平均の蚕種掃立規

模格差は更に拡大し、2.45枚に開く。福岡県に

おいて全国平均を上回る諸郡は、筑紫郡（8.38

枚）のみであった。1938（昭和13）年に至ると、

福岡県平均は、57.11グラム（10グラム＝1枚

換算で5.71枚）に3.4%減少する。全国平均は、

75.49グラム（10グラム＝1枚換算で7.55枚）

に9.7%減少する。減少率では福岡県平均は、

全国平均を下回る。養蚕農家一戸当たりの収繭

量と同様の傾向である。福岡県において全国平

均を上回る諸郡は、朝倉郡（85.08グラム）の

みである。福岡県の養蚕農家一戸当たりの蚕種

掃立枚数は、1916 ～ 1938年において一貫して

全国平均を下回っており、福岡県の蚕種掃立規

模は、小規模であったことが特徴といえよう。

桑園反当たり収繭量（年間）は、1916（大正

5）年に福岡県平均8貫931匁に対して、全国平

均12貫263匁である。全国平均と福岡県平均の

収繭量格差は3貫332匁あり、福岡県の養蚕業

生産力の低さが際立つ数値である。福岡県にお

いてこの全国平均を上回る諸郡は、浮羽郡（12

貫837匁）と三井郡（12貫778匁）の筑後地方

2郡のみであった。次いで、1930（昭和5）年

には福岡県は約2倍の17貫532匁に急増する。

1916年比8貫601匁の増加である。全国平均は、

1.2倍の14貫907匁であった。1916年比2貫644

匁の増加に止まる。福岡県の桑園反当たり収繭

量は1916 ～ 1930年間に急激に増加し、全国平
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均を上回るまでになったのである。福岡県平均

と全国平均の差は、2貫625匁である。但し、

この逆転は、既に1920（大正9）年から始まっ

ていた。福岡県において全国平均を上回る諸郡

市は、久留米市（24貫913匁）、山門郡（24貫

396匁）、浮羽郡（23貫005匁）、築上郡（21貫

904匁）、筑紫郡（20貫169匁）、朝倉郡（20貫

148匁）、三潴郡（20貫086匁）、大牟田市（19

貫172匁）、糟屋郡（17貫989匁）、三井郡（17

貫330匁）、京都郡（16貫077匁）、福井市（16

貫010匁）、若松市（15貫667匁）、宗像郡（15

貫169匁）、三池郡（14貫934匁）の15郡市に

上る。筑後地方7郡市、筑前地方6郡市、豊前

地方2郡であった。上記20貫以上の郡市は7郡

市を占め、特に筑後地方に多く見られる。昭和

恐慌を経た1938（昭和13）に至ると、福岡県

平均は、15貫982匁である。1930年比1貫550

匁の減少であった。全国平均は、13貫695匁で

ある。1930年比1貫212匁の減少であった。福

岡県平均と全国平均には2貫287匁の差が生じ

ている。福岡県において全国平均を上回る諸郡

市は、久留米市（28貫242匁）、浮羽郡（24貫

436匁）、築上郡（19貫218匁）、三潴郡（19貫

176匁）、山門郡（19貫147匁）、朝倉郡（18貫

722匁）、三井郡（17貫790匁）、飯塚市（17貫

500匁）、筑紫郡（16貫737匁）、門司市（16貫

667匁）、三池郡（14貫547匁）の11郡市であっ

た。筑後地方6郡市、筑前地方3郡市、豊前地

方2郡市である。上記20貫以上の郡市は、筑後

地方の2郡市であった。福岡県の桑園反当たり

収繭量は、1920年以降全国平均を下回ること

なく、一貫して高い蚕繭生産力を確保していた

のである。福岡県の養蚕規模は小さく、全国平

均を下回り続けていたが、養蚕生産力に関して

は全国平均を上回る新たな事態が生じることに

なった。こうした動向が福岡県養蚕業に新たな

特質を付与することになる。

掃立蚕種一枚当たりの収繭量（年間）は、

1916（大正5）年に福岡県平均12貫808匁（蚕

種1枚＝100蛾換算）に対して、全国平均9貫

915匁（同）である。福岡県平均が全国平均を

上回り、その格差は2貫893匁の開きがあった。

統計上明らかな限り、既に1900年代より掃立

蚕種一枚当たりの収繭量は、福岡県平均が全国

平均を上回っていたのである。「福岡農法」の

普及は、その一環として養蚕業分野においては

福岡県型養蚕業ともいうべき多肥投入を中心と

する生産力の高さを早期に実現していたのであ

る。福岡県養蚕業は、「福岡農法」の普及を礎

に独自の発展を遂げたものといえよう。

福岡県において全国平均を上回る諸郡は、第

1位の築上郡（14貫802匁）から第14位の浮羽

郡（10貫380匁）までの14郡に上る。福岡県

19郡中14郡までが全国平均を上回っていたの

である。筑前地方6郡、筑後地方5郡、豊前地

方3郡の内訳である。福岡県平均を上回る諸郡

は、筑後地方3郡（三潴郡、八女郡、三井郡）、

豊前地方2郡（築上郡、企救郡）、筑前地方2郡

（朝倉郡、筑紫郡）であった。特に筑後地方に

高位生産力諸郡が集中する。次いで、1930（昭

和5）年には、福岡県平均6貫712匁（蚕種1枚

＝28蛾換算）に対して、全国平均5貫746匁

（同）である。1916年に引続き福岡県平均が全

国平均を上回る。両者の差額は、966匁（100

蛾換算では3貫450匁）になる。福岡県におい

て全国平均を上回る諸郡市は、第1位の築上郡

（7貫464匁）から第20位の三潴郡（5貫789匁）

までの20郡市に上る。養蚕業を営む福岡県25

郡市中20郡市が全国平均を上回っていたので

ある。筑前地方9郡市、筑後地方6郡市、豊前

地方5郡市であった。福岡県平均を上回る諸郡

は、豊前地方3郡（築上郡、京都郡、企救郡）、

筑前地方3郡（筑紫郡、糟屋郡、朝倉郡）、筑

後地方2郡（山門郡、三池郡）である。高位生
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産力諸郡は、県内各地方に分散する。1938（昭

和13）年に至ると、福岡県平均（蚕種一枚＝

10グラム換算）は、6貫797匁である。全国平

均（同）は、5貫875匁であった。福岡県平均

が全国平均を922匁上回る。福岡県において全

国平均を上回る諸郡市は、第1位の門司市（11

貫628匁）から第26位の山門郡（5貫909匁）

の26郡市に上る。養蚕業を営む福岡県28郡市

中26郡市が全国平均を上回っていたのである。

筑前地方14郡市、筑後地方7郡市、豊前地方5

郡市であった。豊前地方1郡（田川郡）、筑後

地方1市（大牟田市）以外は、全て全国平均を

上回る。福岡県平均を上回る諸郡市は、筑前地

方6郡市（筑紫郡、嘉穂郡、若松市、遠賀郡、

糟屋郡、宗像郡）、豊前地方4郡市（門司市、

企救郡、京都郡、小倉市）、筑後地方3郡（八

女郡、三潴郡、浮羽郡）であった。高位生産力

諸郡市は、筑前地方中心に豊前地方、筑後地方

に分散している。

福岡県には地元資本以外に県外大製糸資本の

山十組（山十製糸、後に経営破綻）、郡是製糸、

若林製糸などが進出する。筑紫郡に山十組二日

市町製糸場、浮羽郡に若林製糸大石工場（筑豊

製糸継承）、築上郡に郡是製糸宇島工場（築上

製糸継承）を各設立する。上記福岡県内三大製

糸以外に、福岡県を購繭地とする県外大製糸資

本の片倉製糸（鳥栖製糸所、大分製糸所、宇佐

製糸所）、鐘紡製糸、豊中製糸、小口組、肥後

製糸、出水製糸などが存在する。福岡県におい

て日本三大製糸の片倉製糸、郡是製糸、鐘紡製

糸が原料繭争奪戦を展開する修羅場であった。

郡是製糸は、宇島工場、梁瀬工場（兵庫県朝

来郡）乃至宇島工場二日市乾繭場（筑紫郡二日

市町）、熊本工場（熊本市）別に福岡県内購繭

区域を分割する。1930（昭和5）年には宇島工

場が築上郡と京都郡、梁瀬工場が筑紫郡、福岡

市、糟屋郡、朝倉郡、三井郡、嘉穂郡、八女郡、

久留米市を各購繭区域とする。1934（昭和9）

年には宇島工場が築上郡と京都郡、熊本工場が

三池郡、そして梁瀬工場に代わり二日市乾繭場

が福岡市、八女郡、三井郡、朝倉郡、糟屋郡、

筑紫郡、嘉穂郡を各区域とする。

片倉製糸は、鳥栖製糸所（佐賀県）が福岡県

内では朝倉郡、糸島郡、糟屋郡、三井郡、浮羽

郡、田川郡などを購繭地盤（特約地盤）とする。

宇佐製糸所（大分県宇佐郡）は、福岡県内では

築上郡、京都郡（1927年大分製糸所に移管）、

企救郡（1929年に大分製糸所に移管）を原料

繭地盤とし、大分製糸所（大分県大分市）は、

京都郡（1927年宇佐製糸所より移管）、田川郡

（後、鳥栖製糸所に移管）、企救郡（1929年宇

佐製糸所より移管）を購繭地盤（特約地盤）と

する。

福岡県内において郡是製糸が他の製糸資本と

競合する購繭地方について日本の三大製糸を中

心にみると、片倉製糸は、1930（昭和5）年に

京都郡、糟屋郡、筑紫郡を中心に築上郡、嘉穂

郡、八女郡、久留米市から購繭していた。片倉

製糸が購繭量首位の諸郡市は、京都郡、糟屋郡、

筑紫郡、嘉穂郡、久留米市であった。築上郡は

郡是製糸が首位であり、八女郡は山十製糸が首

位であった。1937（昭和12）年には朝倉郡を

中心に、次いで三井郡、糟屋郡、三池郡、築上

郡、八女郡、京都郡を特約地盤としていた。上

記7郡の中で朝倉郡購繭量は、片倉製糸の福岡

県内購繭総量107,316貫の50.0％を占めており、

朝倉郡が片倉製糸の最大の特約地盤であった。

郡是製糸は、1930（昭和5）年に築上郡を中

心に、次いで筑紫郡、朝倉郡、糟屋郡、三井郡、

京都郡、八女郡、嘉穂郡、福岡市、久留米市の

県内10郡市から購繭していた。特に郡是製糸

が宇島工場設置の築上郡からの購繭量は、郡是

製糸の福岡県内購繭総量の61.8％を占めており、

築上郡が郡是製糸の最大の特約地盤であった。
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築上郡と筑紫郡の合計購繭量は、郡是製糸の福

岡県内購繭総量の80.2％に達する。1937（昭和

12）年には郡是製糸は、築上郡を中心に次いで

朝倉郡、三井郡、八女郡、筑紫郡、糟屋郡、京

都郡、宗像郡、三池郡、福岡市の県内10郡市

から購繭する。就中郡是製糸は、築上郡からの

購繭量が福岡県内購繭総量の46.4％を占め、

1930年同様に築上郡が郡是製糸の最大の特約

地盤であった。築上郡と朝倉郡の合計購繭量は、

郡是製糸の福岡県内購繭総量の63.1％に上る。

鐘紡製糸は、1933（昭和8）年に八女郡と朝

倉郡を中心に、次いで糟屋郡、三井郡4郡から

購繭している。翌1934（昭和9）年には三井郡、

築上郡、朝倉郡を中心に八女郡、糟屋郡合わせ

て5郡から購繭していた。前年より八女郡と糟

屋郡からの購繭量は減少し、特に八女郡からの

購繭量は急減し、上記5郡合計購繭量の13.5％

に過ぎなくなる。1937（昭和12）年には朝倉

郡と三井郡を中心に、次いで宗像郡、糟屋郡、

八女郡、築上郡、筑紫郡、三池郡8郡から購繭

する。朝倉・三井両郡からの合計購繭量は、鐘

紡製糸の購繭総量の55.8％を占める。

昭栄製糸は、1937（昭和12）年に朝倉郡を

中心に、次いで三井郡、糟屋郡、三池郡の4郡

から購繭していた。朝倉郡からの購繭量のみで、

昭栄製糸の購繭総量の70.9％に達する。これに

三井郡からの購繭量を加えると、昭栄製糸購繭

総量の85.4％に上る。

若林製糸は、1937（昭和12）年に三井郡と

朝倉郡を中心に、次いで糟屋郡、宗像郡、三池

郡5郡から購繭する。三井郡と朝倉郡からの購

繭量合計は、若林製糸の購繭総量の71.0％に及

ぶ。

豊中製糸は、1937（昭和12）年に築上郡の

みから購繭する。豊中製糸と郡是製糸の築上郡

からの購繭量を合わせると、築上郡上繭産繭総

量の52.2％を占める。

乾繭倉庫（乾繭組合）の各郡市上繭産繭総量

に占める繭取扱量比率は、1937（昭和12）年

に筑紫郡83.1％、宗像郡73.2%、福岡市72.2％、

京都郡66.5%、八女郡63.1％を占め、上記郡市

においては、乾繭取引が主要取引形態となって

いたことが分かる。その中で、朝倉郡22.3%、

築上郡30.3%と低く、両郡においては特約取引

が主要取引形態であった。筑紫郡に代表される

福岡県乾繭取引の拡大は、筑紫郡に顕在化する

養蚕業の後退に見られる如く、養蚕業の発展に

直ちに結びつく取引形態とはいえないようであ

る。朝倉郡は、片倉製糸、昭栄製糸、鐘紡製糸

の福岡県内最大の特約地盤であり、若林製糸の

主要特約地盤であった。築上郡は、郡是製糸と

豊中製糸最大の特約地盤である。三井郡は、片

倉製糸の主要特約地盤であり、若林製糸最大の

特約地盤である。片倉製糸と若林製糸の三井郡

からの購繭合計量は、三井郡上繭産繭総量の

59.2％を占め、これに鐘紡製糸と昭栄製糸及び

郡是製糸の購繭量を合わせると、同94.2％に達

する。

昭和恐慌を経て福岡県養蚕業が縮小・後退す

る中で、1937（昭和12）年に筑紫郡を始めと

して福岡県内諸郡市で乾繭組合の発展がみられ

たとはいえ、朝倉郡、築上郡、三井郡などの諸

郡では乾繭取引は限られており、特約製糸との

取引の中で養蚕業の衰退を抑制し、養蚕業の堅

実な歩みを確保することができたものといえよ

う。「福岡農法」の普及によって福岡県型養蚕

業の独自の発展を辿り、昭和恐慌後の1930年

代において特約製糸との取引拡大が乾繭取引

（乾繭組合）が支配的な地方に比べ更なる発展

局面を切り開くことができた事例を朝倉郡、築

上郡、三井郡などの諸郡の中に見出すことがで

きよう。乾繭取引（乾繭組合）の盛んな諸郡市

においては、養蚕業発展の展望を見出すことは

困難であるといえよう。
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（24）『九州之蚕糸業』大日本蚕糸会大分支会、
1927年、13頁。

（25）『第十一次全国製糸工場調査』農林省蚕糸局、
1929年、230、236頁。『昭和七年度全国器械製
糸工場調』農林省蚕糸局、1934年、280,284頁。
以下、福岡県内主要繭購入製糸会社については、
上記資料に依る。

（26）『昭和二年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（27）『昭和四年度　重要記録　片倉製紡績会社』。
（28）『昭和四年十二月　繭移動及処理状況並特約
組合ニ関スル調査』農林省蚕糸局、1930年。

（29）「昭和四年度特約組合ニ関スル調査比較」
（『昭和五年自十五日至二月十八日　所長会議記
録　片倉製糸紡績会社庶務課』所収）。

（30）『昭和八年年十二月　繭処理並特約取引ニ関
スル調査』農林省蚕糸局、1934年。

（31）『昭和十一年四月　繭処理並特約取引ニ関ス

ル調査』農林省蚕糸局、1936年。
（32）『昭和十三年九月　産繭処理状況ニ関スル調
査』農林省蚕糸局、1937年。

（33）『昭和五年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。以下同。

（34）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。

（35）『昭和四年度　重要記録　片倉製糸紡績会
社』。常置技術員は、特約組合区域を統括し、
組合配給の取次品、肥料、養蚕資金の申請等を
行なう。

（36）同上。
（37）『昭和六年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社』。

（38）『昭和十年二月　所長会議記録　庶務課』。
（39）『昭和十二年二月　工場長会議記録　庶務
課』。

（40）『昭和十三年二月　工場長会議記録』。
（41）『昭和四年度　重要記録　片倉製糸紡績会
社』。

（42）『昭和二年度　重要事項記録　片倉製糸紡績
会社庶務課』。
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相反する場合、解決不可能な二律背反の問題が

生じる。「目的なき手段」としての法が立てら

れる時、適法と不法の基準に基づいて法による

暴力の独占という事態が生じる。すなわち法の

自己目的化である。法それ自体の目的を守るの

ではなく、法そのものを守ることが目的となる

のだ。

ベンヤミンの『暴力批判論』によれば、法に

は二つの暴力がある。ひとつは、法を措定する

暴力（Rechtsetzende Gewalt）であり、もう一つ

は法を維持する暴力（Rechtserhaltende Gewalt）

である。両者は、「神話的暴力」（mythische 

Gewalt）である。人間は、神から運命を罪とし

て科せられており、罪の償いをしなければなら

ない。人間と神との間に境界線を引く力は、デ

モーニッシュな力であり、それによって罪と罰

の連関が生まれるからである。すなわち、法＝

掟は、「神話的暴力」を顕現させ、人々を罪と

罰の連関のなかに封じ込めるというのだ。では、

法を措定することが何故、暴力と機能するのか。

法が新たに措定されるとき、何らかの合理的な

根拠から論理的に導きだせるのではなく、単に

無根拠な決断が下されるからに過ぎないからで

ある。措定された法が実際に正義にかなってい

るという保証はないのである。だからこそ、措

定された法は自らが正義にかなっているのだと

解釈し、これを信奉するように訴えざるをえな

い。すなわち、法は正義だと宣言するという行

為を遂行することで自らの正しさを基礎づける

他ないのである。法を措定して正義にかなうよ

うにしているのは、根拠なく法の正統性を宣言

する「行為遂行的な暴力」に他ならないのであ

る。

「法措定における暴力の機能は、次の意味で

二重なのだ。たしかに法措定は暴力を手段とし、

法として設定されるものを目的として追及する

のだが、しかしその目標が法として設定された

瞬間に暴力を解雇するわけではなく、いまこそ

厳密な意味で、しかも直接的に、暴力を――暴

力から自由でも独立でもなく、必然的・内面的

に暴力に結びついている目的を、権力の名のも

とに法として設定することによって――法措定

の暴力とする。法の措定は権力の措定であり、

そのかぎりで、暴力の直接的宣言の一幕にほか

ならない」（7）。「法措定暴力」は、境界を設定し、

固定化する。この境界線を踏み越えてしまった

者は罪を犯したことになり、贖罪を要求される。

ベンヤミンがその例として挙げているのが「警

察」と「刑罰」の領域における「死刑」である。

「警察は、たしかに法目的のための（処分権

をもつ）暴力だが、それと同時に、広範囲にわ

たって法的目的をみずから設定する権限（命令

権）をももっている。……その非道さは、法措

定暴力と法維持暴力との分離がなされなくなる。

……警察暴力は法を措定する――というのは、

その特徴的な機能は法律の公布ではないが、公

的な効力をもつと主張するありとあらゆる命令

の発動なのだから。また、警察暴力は法を維持

する――というのは、法的目的の御用をつとめ

るから」（8）。

刑罰の適用は、罪が存在するからというのが

法の論理である。その罪を生み出すのは法であ

る。刑罰が適用されるがゆえに罪となるのであ

る。だが、ベンヤミンによれば、罪があらかじ

め存在していて、それに対して「刑罰」が適用

されるのではなく、むしろ法を実体化する「刑

罰」がまずあって後に罪が生み出されるとする。

「刑罰」の目的は、法秩序を脅かす恐れのある

罪から法を守ることであるとされるが、法の目

的は、自己言及的である。法秩序が守られ維持

されなければならない理由は、それが法である

からという以外には存在しない。ベンヤミンに

よると法の「神話的暴力」は、みずからが「神

話」であり続けるために、つまり「神秘的基
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る。「死刑措置なくして、法権利は――とりわ

け刑法は――もはやないというのです。このよ

うに刑法は法権利の可能性の条件であり、いう

なれば超越論的なものなのです（すなわち、死

刑は刑法の一要素であり、もちろんほかの刑罰

より少しばかり重いですが、ひとつの刑罰であ

るという点においては内的で、包含されるもの

です。しかしまた同時に、ひとつの基礎、可能

性の条件、起源、並外れた誇張的範型性、ひと

つの刑以上のもの、刑とは別のものであるとい

う点においては外的で、除外されるもので

す）」（12）。

デリダのいう死刑の超越論化とは、死刑が刑

法だけでなく、法そのものの可能性の条件と

なっていることである。死刑は刑法の一要素で

あり、法に包摂されるものであるが、同時に

「法の基礎、可能性の条件、根源、並外れた誇

張的範例性」であり、刑罰以上のもの、刑罰と

は別のものである。死刑は、法の内部にあると

同時に外部にもあり、法の可能性の根拠となっ

ている。デリダによれば、死刑は、歴史的には

つねに宗教的権威と国家主権の同盟の結果だっ

たという。宗教的権威によって聖なる法の冒涜

に対して死刑が下される。国家の権威が宗教的

権威にとって代わり、死刑を決定し、死刑を執

行するようになる。また主権は、恩赦の権力と

しても行使される。恩赦とは、権力者が生殺与

奪権を保持するために必要な装置である。ここ

での主権とは、単に殺害する権力なのではなく、

殺害することも赦すこともできる権力、殺害す

るという決定を自由に選ぶことのできる例外的

な権力である。この国家の権威こそ、シュミッ

ト的な意味の主権に他ならない。

「国家主権は、君主、人民、大統領、政府な

どの形象において、主体＝臣民に対する生殺与

奪の権利によって定義されます。つまり、例外

の法権利によって、言うならば法権利の上位に

聳え立つ法権利によって定義されるのです」（13）。

つまり、宗教的権威と結びついた主権、それが

下す死刑こそが、刑法および法一般の超越論的

な基礎となっているのである。死刑を含む刑法

には例外もある。最終的な主権者である国家元

首は、たとえ何らかの理由から罷免されること

はあっても、法に基づいて処罰されることはな

い。元首は逆に、例外的に法を宙吊りにし、法

の執行を一時停止する権限をもっている。死刑

に関しても例外がありうる。それが主権者の恩

赦権である。最高主権者の存在は、法を宙吊り

にする権力によって定義されるのである。しか

しながら恩赦が濫用されれば、それ自体が不法

に陥る。恩赦は、人民の間に起こった犯罪には

発動してはならない。国家および主権者に対し

て犯された侵害罪のみ極限されるべきだという

のである。

「殺してはいけない」という戒律と「さもな

くば死刑に処せられる」という文言のなかには

「同害報復」の原理の逆説性がある。死刑と主

権をめぐる問題が明示しているのは、死刑の特

別で両義的な超越論的地位、つまり、死刑の例

外的地位である。デリダがカントを引き合いに

出しているのも偶然ではない。デリダが繰り返

して述べていることは，カントこそが「最も厳

密な」哲学的死刑擁護論を提示しているからで

ある。カントの『人倫の形而上学』（1797年）

には次のような叙述がある。

「もしある者が殺人の罪を犯したならば、彼

は死ななければならない。ここでは正義を満足

させるための何らの代償物もない。よしんばど

んなに苦しみに充ちた生にもせよ、生と死のあ

いだには何らの同質性もなく、それゆえにまた、

犯罪者に対して裁判を通じて執行された死、し

かもこの苦しんでいる人格のうちなる人間性を

奇怪なものにたらしめない一切の虐待から解放

された死による以外には、犯罪と報復との何ら
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の相等性もない」（14）。カントによれば、「刑罰

の法則は定言命法」であるという（15）。「裁判に

よる刑罰は、犯罪者自身にとって、あるいは市

民社会にとって、他の善を促進する手段に過ぎ

ないということは決してありえず、常にもっぱ

らその人が犯罪を犯したがゆえにその人に課さ

れるものでなくてはならない。というのも人間

が他の人の意図のための手段としてのみ扱われ

ること、物権の対象と一緒にされることはでき

ない」からである（16）つまり「刑罰の法則は定

言命法」である。それゆえ刑罰は、その目的や

そこからもたらされる結果に関わらず、無条件

に適用されなければならない。刑罰が正当化さ

れる根拠は正義にある。公的な正義が原理と基

準にするものは、一方の側にも他方の側にも傾

くことのない「相等性」という原理である。他

の人から何か盗めば、自分から盗むことになり、

他の人を殺せば、自分を殺すことになる。殺人

においては「刑罰がこのように同等であること

は、裁判官が厳格な同害報復（タリオの法）に

従って死刑を宣告することによってのみ可能と

なる」というのである（17）。カントにおける定

言命法とは、絶対的かつ無条件な普遍妥当の原

理であり、例外的地位はありえない。それに対

して、デリダは、法に対する超越性、法外性、

例外性を強調する。それは、いわば、決定不可

能性であり、法の「脱構築」を提起しているの

である。

デリダの脱構築の論点は、カントにおける刑

罰の基本的区別である。すなわち、罪人が、あ

らゆる制度的な法以前に自分自身に科す内的な

「自己刑罰」と外から司法機関を通じて執行さ

れる「他者刑罰」の区別である。カントの議論

によれば、罪人といえども、「人間の固有性」、

「人間の尊厳」のためには、罪人は判決の正し

さを認めなければならず、自分自身に対して死

刑判決を下す司法の正しさを認めなければなら

ない。それだけでなく、その処罰を要求しなけ

ればならない。言い換えれば、外部からのあら

ゆる刑罰を、自身の内部において自律的な処罰

へと変化させなければならない。すなわち、罪

人は、自分自身で死刑を下し「あたかも罪人が

自殺するかのように（18）」死刑を執行しなけれ

ばならないというのである。死刑執行は殺人で

あるとか、死刑は自殺といったことを意味する

ものではない。死刑囚の自殺は認められないの

である。何故ならば、「自己処罰」よりも主権

者による「他者処罰」が優先されるからである、

ここで「自己処罰」と「他者処罰」のアポリア

に陥る。デリダは、このようにカントの議論に

おける内的 /外的、自然的 /非自然的、自律的 /

他律的、自己処罰 /他者処罰、死刑執行 /自殺

といった境界線の動揺、さらには浸透性、決定

不可能性を明らかにしている。

デリダによれば、法権利の秩序があらわにな

るのは死刑の可能性にある。「同害報復」は

「反復可能性」でもあるからだ。「反復可能性」

によって、法権利を基礎づける構造のなかに維

持作用が書き込まれるからだ。死刑よりも一段

と「亡霊じみた」姿をとることによってその証

しを立てる。このような姿は法権利を維持する

暴力と法権利を基礎づける暴力とを混合するこ

とによって出てくるのだ。亡霊とは「不在的現

前・現前的不在（19）」という反復＝代理によっ

て現れ、二つの暴力との間には境界線は存在し

ない。境界線がないということは、基礎づけ作

用と維持作用が卑劣にも互いに汚染しあってい

るのだ。法権利を創出する暴力は現前すること

はないが、代理人によって取って代わられる。

すなわち、代理・再現前されるのである。この

二つの根源的な暴力は、「差延による汚染」の

なかで産出され、反復・代理の作用のなかで宿

り、拡大していくのである。
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大川正彦『思考のフロンティア―正義』岩波書
店、2001年、上野成利『思考のフロンティア
―暴力』岩波書店、2012年は、有益である。
近年では、グンター・トイプナー編著『デリダ、
ルーマン後の正義論―正義は<不>可能か』土
方透監訳、新泉社、2014年。神島裕子『正義
とは何か―現代政治哲学の6つの視点』中公新
書、2018年。中山元『正義論の名著』ちくま
新書、2011年も刊行されている。その他では、
下記の文献を参照した。

 Drucilla, Cornell, Just cause : freedom, identity, and 
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逆説―レヴィナスとデリダの狭き道』ナカニシ
ヤ出版、2016年。高橋順一「法・正義・暴力
―解放・救済の根源」『ヴァルター・ベンヤミ
ン解読―希望なき時代の希望の根源』所収、社
会評論社、2010年、165-183頁。同『戦争と暴
力の系譜学―<閉じられた国民＝主体>を超え
るために』実践社、2003年参照。柿木伸之「応
答から来たるべき正義へ―デリダの責任と正義
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（2）Jacques Derrida, Force de loi, op.cit., p.29.（27
頁）

（3）Ibid., p.30.（16頁）
（4）Walter Benjamin,“Zur Kritik der Gewalt” in 

Walter Benjamin Schriften, Th. W. Adorno und 
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Friedrich Podszus, Bd., 1 .  Frankfurt a.M. : 
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批判論他十篇：ベンヤミンの仕事』、岩波文庫、
1994年、29頁）

（5）Ebd., S.4.（31頁）
（6）Ebd. 
（7）Ebd., S.23f.（56-7頁）
（8）Ebd., S.13f.（43-4頁）
（9）Ebd., S.13.（42-3頁）
（10）Ebd., S.7f.（35頁）
（11）Jacques Derrida,Force de loi, op.cit., p.84.（104
－5頁）

（12）Jacques Derrida ＆ Elisabeth Roudinesco,De 
quoi demain--  dialogue, Paris : Flammarion,  2001, 

p.229.（藤本一勇・金澤忠信訳『来たるべき世
界のために』2003年、岩波書店、204-205頁）

（13）Ibid., p.233.（207-208頁）
 高桑和巳編『デリダと死刑を考える』白水社、
2018年。ジェフリー・ベニントン「エクス・
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がベンヤミンに負うもの」『思想』（1100）、吉
松覚訳、2015年、50-67頁。
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――いうまでもないことながら――ルターがパ
ウロの『手紙』において同じく中心的な概念で
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それらに対して、宇野弘蔵は、産業革命以降

に産業資本的な蓄積様式が確立したものとする

一方で、それ以前は商人資本的な蓄積様式に位

置づけた。宇野理論においては、原理的な資本

一般の概念は安く買って高く売るＧ－Ｗ－Ｇ’

形式の商人資本によって把握されるべきである

こと、そして原蓄・産業革命という歴史的に特

殊な事実関係を外的に挿入した特殊な資本形式

が産業資本形式であるという定式化がなされて

いる4。

ウォーラーステインの「資本主義的」という

特性の規定は、世界帝国システムでない世界経

済システムの中での、利潤目的の市場向け商品

生産ということであった。それは、資本一般の

形態規定としての商人資本Ｇ－Ｗ－Ｇ’に徹底

せずに、産業資本Ｇ－Ｗ･･Ｐ･･Ｗ’－Ｇ’より

も外延を広げようとする中途半端な試みであっ

た。むしろ、資本形式規定を原理的に明確にし

た上で、世界市場すなわち共同体と共同体の間

に商人資本形式しか存在しないケース（世界－

商人資本主義）、商人資本が問屋制家内工業の

生産過程を外部から形式的に包摂するケース

（中間形態）、産業資本が機械的大工業の生産過

程を内部的に実質的に包摂するケース（世界－

産業資本主義）に区別して考えるべきであろう。

このようにみてくると、宇野の見解が相対的

にもっとも総合的であるようにみえる5。しか

し、宇野自身の経済史的な事実認識には古すぎ

て今日ではとても首肯しがたい部分も多々ある

だけでなく、原理論、段階論として体系的に提

示された概念体系にも不十分な点が多々ある。

本稿のテーマに関わる論点だけを指摘すれば、

宇野は、商人資本、金貸資本、産業資本を資本

形式として区別したうえで、産業資本は、資本

の原始的蓄積過程と産業革命による機械制工業

をつうじておこなわれた「労働力の商品化」に

よって成立したとする。だが、その際、産業資

本形式の成立は、ただちに社会的再生産が資本

主義的に編成される「資本主義社会」の成立と

同一視されている6。そのために、社会の部分

的、周辺的な領域において生産過程が資本主義

的な行動様式によって支配、編成されていた

ケースが分類概念から抜け落ちてしまっている。

その結果、段階論においては、羊毛工業におけ

る問屋制家内工業という「資本主義的生産」を

商人資本的な蓄積様式とすることとなり、原理

論における商人資本形式との不整合に陥ってい

る7。

つまり、宇野に即していえば、ウォーラース

テインのいう「資本主義世界経済」の成立は商

人資本的な蓄積様式ないし商業資本主義の成立

であり、産業資本的な蓄積様式ないし産業資本

主義の成立とは区別されるのであるが、ウォー

ラーステインが強調するように、商業資本主義

の時期にも資本主義的な行動様式にもとづいて

世界市場向けに生産をおこなう「資本主義的生

産」は存在していたということが、宇野の概念

体系ではかならずしも適切に位置づけられない。

だからといって、ウォーラーステインのよう

に、商業資本主義的な「資本主義世界経済」の

うちに、資本の原始的蓄積過程、市民革命、産

業革命を媒介として成立した特殊イギリス的な

「資本主義社会」と、その世界的普及の過程を

埋没させることも不当である。ウォーラーステ

インはオランダの最初の覇権国としての歴史的

意義を重視し、また、イギリスがオランダのつ

ぎの覇権国となりえたのもたまたま七年戦争に

勝利したためにすぎず、七年戦争まではフラン

スのほうが農業、工業、技師革新において優位

に立っていたとしている8。

このようなウォーラーステインの見解は、真

に不可逆的な歴史過程だったのは、「広義の16

世紀」をつうじた世界帝国システムから世界経

済・主権国家間・覇権国システムへの転換であ











資本主義、資本主義的生産、資本主義社会の区別について
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しかし、実際には、商品Ｗは現在の市場と将

来の市場のあいだ、あるいは、遠隔地間の異な

る市場のあいだを移動することによって一定の

変化をこうむっている。だからこそ、それは異

なる価格で売買されることができるのである。

したがって、より正確に表すならば、

　　Ｇ－Ｗ…［変化］…Ｗ＇－Ｇ＇・Ｇ

　（Ｇ＇＝Ｇ＋ΔＧ）

となるであろう。

この形式における…［変化］…の過程におい

て、運輸による場所移動、その間の保管のため

の費用、あるいは加工などさまざまな労働や物

理的処理が関わっている。単純に場所移動だけ

を考えても、はじめのＷとあとのＷ’は空間も

時間も変化しており、商品としては別のものへ

と変化している。たとえ、商品が見た目はその

ままである場合もそうである。多くの生産物は

時間とともに変化してしまうので、そうした変

化を抑えるためにはさまざまな労働や物理的処

理が加えられているからである。

したがって、商品=貨幣・市場形式を利用し

て貨幣の増殖を繰り返し追求する、

　　Ｇ－Ｗ…［変化］…Ｗ’－Ｇ’・Ｇ

という形式は、資本の一般的な循環形式であ

る。Ｇ’・Ｇの部分は、増殖した貨幣から振り

出しに戻って貨幣資本の投下が繰り返されるこ

とを表現したものである。

ところで、『資本論』第1巻第2篇「貨幣から

資本への転化」においては、「資本」そのもの

と「産業資本」が未分化であり、「前期的資本」

の位置づけについて不明確な部分が残されてい

た。それに対して、宇野原論は資本形式論とし

て独自の再構成を行った（宇野［1950/52年］

71-82頁、宇野［1964年］47-55頁）。商人資本を

資本の一般的形式として明確化することによっ

て、「貨幣から資本への転化」を、貨幣（蓄蔵

貨幣・世界貨幣）から商人資本への転化、商人

資本から産業資本への転化というように二段構

えでとらえ直したのである。

しかし、そこには、次のような問題が残され

ていた。すなわち、産業資本によって「資本主

義的生産」が登場すると、それがただちに「資

本主義社会」（「資本主義的生産が支配的な社

会」）と同一視されてしまったことである。し

かし、いままでみてきたように、「資本主義的

生産」したがってまた「産業資本」それ自体は、

社会の部分的・周辺的な存在として、太古から

中世においても存在してきたものである。した

がって、「産業資本」形式と、それが社会的再

生産を全体的に編成するようになった社会形態

の成立とは、まったく別の次元の問題として区

別されなければならない。

ところで、その後の宇野学派の一部において、

資本形式論は歴史性を捨象されて文字通り形式

論として純化されていった。

山口原論においては、商人資本、産業資本、

金貸資本は商品売買資本、商品生産資本、貨幣

融通資本というように再規定された（山口［1985

年］54-76頁）。そのうえで、これら脱歴史化が

徹底された三形式がセットとなるかたちで社会

的再生産を全体的に編成するようになった社会

形態の成立をみるには、「労働力の商品化」と

いう歴史的切断が必要であることを明確化し、

流通論から生産論への移行の契機としている
（山口［1985年］77頁）。

ところが、小幡原論においては、資本形式論

そのものの意味が、「資本の多態化」論として、

まったく異なるものへと再構成されている（小

幡［2009年］86-94頁）。まず、利子を利潤源泉

とする金貸資本という概念については、「［87

頁］姿態変換を通じて価値増殖しているわけで

はない」から「そもそも資本とはいいがたい」

としてしりぞける。だが、これは同じく姿態変

換を通じて価値増殖しているわけではない筈の
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「流通費用節減型」を設けることとどう整合す

るのかという疑問も生ずるが、それはおくとし

ても、「［87頁］自分の貨幣を貸して利子をと

るという方式は、資本の概念規定に照らして、

そもそも資本とはいいがたい」としている点は

首肯しがたい。なぜなら、貨幣資本を元手とし

て自分の貨幣を貸して得られる利子は利潤その

ものではないが、貨幣資本にとってはいわば売

上高をなすものであり、そこから諸費用を控除

した残りが貨幣資本にとっての利潤となる。そ

うした貨幣資本のあり方を金貸資本ないし貨幣

融通資本、等々として概念化すること自体は否

定しえないと考えられるからである。

次に、小幡原論においては、商人資本も産業

資本も「安く買って高く売る」ことに還元され

るから、宇野のいう三形式は「［87頁］実はす

べて『商人資本形式』に帰着する」とされる。

この指摘は基本的に首肯しうるものであり、山

口原論による資本形式論の脱歴史化と形式化の

側面を徹底することによっておのずから導かれ

る結論といえよう。

しかし、そのうえで小幡原論では独自の「資

本の多態化」なるものを分節化する。それは、

まず資本概念を「姿態変換型」と「流通費用節

減型」に二大別し、さらに「姿態変換型」を

「姿態変換外接型」と「姿態変換内接型」とに

二分類するというものである。このうち、「姿

態変換外接型」については、「［88頁］均一の

価格が成り立っている……複数の異種商品間の

交換比率に不整合な関係があり、この全体の関

係が巡回する資本の増殖の根拠となる」ものだ

として、三角貿易を例としている。すなわち、

a、b、cの3種類の商品の交換比率の間に、

ax=by、by=czならば cz=axという関係が成り

立っておらず、たとえば cz=8axとなっている

場合には、ax→ by→ cz→8ax……という増殖

が可能となるというものである（なお、ここで

の数値例は小幡原論とは異なっているが大小関係

に変わりはない）。

だが、この場合も、商人間の競争をつうじて

bへの需要が増大し、その波及効果で cへの需

要も増大し、それぞれの交換比率がたとえば

2ax=by、2by=czへと変動し、他方でcの供給が

増 大 し て cz=4ax へ と 変 動 す れ ば

ax→0.5by→0.25cz→ axとなるような裁定取引

が生じることになり利潤源泉は消滅していく。

このように考えると、「姿態変換外接型」を

「姿態変換内接型」とあえて区別しなければな

らない理論的な意味はよくわからない。

また、「流通費用節減型」とされるものは、

「安く買って（作って）高く売る」「姿態変換

型」のように、「高く売る」ことによって商品

の価値の増大をするものではないとされる。し

かし、小幡原論の説明でも「高く売る」という

のは実際には「安く買う（作る）」ことに重点

があり、競争的な市場における販売価格の一定

幅を所与として、それに対して低められた費用

価格にたいして相対的に「高く売る」のである。

いくら労働時間や原材料を多く投下したからと

いって、競争的に決まる市場価格のもとではそ

れらは無意味なものとなることはいうまでもな

い。したがって、「流通費用節減型」であれ

「生産費用節減型」であれ変わりはないのであ

り、「流通費用節減型」だけをとくに「姿態変

換型」と区別することの意味もまたよくわから

ないといわねばならない。

したがって、資本形式としては、むしろ小幡

原論のいう「姿態変換型」を「資本の一般的形

式」として規定するだけで十分である。そのう

えで、小幡原論のいう「資本の多態化」に類す

る利潤源泉の諸形態は、「姿態変換型」＝「資

本の一般的形式」のバリエーションとしてとら

えればよいことになる。つまり、従来は「資本

の一般的形式」という次元と商人資本ないし商
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る貿易商人の資本と、内地の卸売業にたずさわ

る問屋商人の資本とに大別される。

ところで、商人資本ないし商業資本の「安く

買って高く売る」ということは、古来、詐欺瞞

着のようにみなされがちであった。

「［S. 343］商業資本が、未発展な諸共同体の

生産物交換を媒介する限りでは、商業利潤は詐

欺瞞着のようにみえるだけでなく、その大部分

は詐欺瞞着から生じる。」12

しかし、それは誤った見方である。「安く

買って高く売る」ことが可能になる背後には次

のような諸要素がある。

第一の要素は、保管・運輸という生産的労働

そのものによる部分である。一見すると、Ｇ－

Ｗ－Ｇ’・Ｇは商品を転売しているだけで何ら

の生産も行っていないようにみえるが、実際に

は、たとえば、

　　Ｇ－Ｗ…［保管・運輸、保険］…

Ｗ’－Ｇ’・Ｇ

のように、保管・運輸、保険という生産的労

働が行われている。したがって、たんに価格差

だけではなく、商品には保管・運輸の過程で生

産的な費用の加算も行われている。つまり、粗

利潤⊿Ｇのうちには保管・運輸、保険にたいす

る手数料の部分も含まれているので商品の価格

がそのぶん高くなるわけである。商人の粗利潤

は、保管・運輸、保険の手数料を一つの構成要

素としている。

なお、いわゆる小売業にたずさわる資本のば

あいは、特定地域で集中的に特定商品を扱う卸

売問屋から仕入れる際に安く買い付けることの

できる余地は狭いので、価格差を利用すること

は難しい。したがって、小売業資本の利潤の源

泉のほとんどは、商品の販売価格に含まれてい

る保管・運輸、保険にかかわる手数料収入にた

いして、それに要する費用をできるだけ節約し

て差額をできるだけ大きくすることにあると

いってよい13。したがって、それは次にみる農

工業に投下される資本に分類されるべきである。

第二の要素は、いわゆる「交換の利益」によ

る部分である。「交換の利益」とは、相互に自

分のもとでは不要な余剰物だが、他人にとって

は使用価値（効用）のあるものを交換しあうこ

とによって、相互に消費できる使用価値（効

用）の種類と量を増加できるようになることか

ら得られる利益である。商品交換Ｗ1－Ｇ－Ｗ

2が行われると、Ｗ1、Ｗ2それぞれの生産量そ

のものは変わらなくても、相互に不要な余剰物

を交換しあうことで、それぞれの消費量を増や

すことが可能となり、そのうえ、相互に消費で

きる使用価値（効用）の種類も増やすことがで

きるのである。

ただし、これを二者間だけで考えると、貨幣

は交換手段として機能しているだけで増殖はし

ておらず、ただ使用価値（効用）の量と種類の

増加があるだけである。しかし、一方でＡにお

いて不用となったモノをタダかまたは安く買っ

て、他方でＢにおいてそれを有用とする買い手

に高く売るというように、二者間に第三者が介

在するようになると、第三者である商人はより

多くの貨幣を得ることができるようになる。さ

らに、そのようにして増殖した貨幣で今度はＢ

において不用なモノを安く買って、Ａにおいて

それを有用とする買手に高く売れば、さらに貨

幣を増殖できるようになる。

しかも、「交換の利益」は、たんに使用価値

的な効果だけではなく、自分のもとでは有効に

利用されえなかった生産物に投下された労働時

間のムダも減らし有効利用できるようになると

いう意味で、「労働時間のマイナスのマイナス」

というプラスの効果をももたらしていることに

留意する必要がある。それは、社会的な労働生
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を、人間と自然とのあいだの交換過程であると

考え、次のようにもいっている。

「労働こそは、すべての物に支払われた最初

の価格、本源的な購買貨幣（original purchase-

money）であった。世界のすべての富が本源的

に購買されたのは、金、銀によってではなく、

労働によってであった。」15。

つまり、人間の自然にたいする働きかけであ

る労働過程が、財貨を得るための本源的な購買

貨幣であるという考え方である。これに関して、

ある時期のマルクスは次のようにある程度、肯

定的に言及していた。

「アダム・スミスは、労働（労働時間）は、

すべての商品がそれをもって買われる本源的な

貨幣である、と述べている。生産の行為を見れ
0 0 0 0 0 0 0 0

ば、このことはあくまで正しい
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

。」16

しかしながら、マルクスは、1863年頃に草

稿の書かれた『資本論』第三巻においては、

ロッシャー『国民経済学原理 第三版』［1858年］

を当てこすりながら、次のように述べている。

「［S. 336］賢人ロッシャーのひねりだした考

えによれば、もしある人たちが商業を生産者た

ちと消費者たちのあいだの『媒介』として性格

づけるのであれば、『人』は同様に生産そのも

のを消費の『媒介』（だれとだれのあいだのそ

れか？）として性格づけることができるであろ

う。……媒介という言葉がすべてを決定す

る。」17

ここでマルクスが、媒介とは「だれとだれの

あいだのそれか？」と揶揄的に批判しているの

は、生産者たちと消費者たちのあいだの媒介が

人間と人間の社会的な媒介であるのに対して、

人間と自然のあいだの媒介があらゆる社会に共

通の自然的な媒介であるという差異が、「媒介」

という言葉のうちに解消されてしまっていると

いうことであろう18。

ここには、商品経済は「共同体と共同体の間

から」発生してきた、その意味で外来的なもの

だという考え方が反映しているといえよう。

しかし、商品経済が外来的であるかのように

みえるのは、歴史的にもっぱら目につくのが遠

隔地間での奢侈品、特産品だからである。とは

いえ、余剰物の「他人のための使用価値」とし

ての交換は共同体内部においても、目立たない

かたちではあれ行われていたと考えられる。ま

た、共同体内部の協業－分業における相互関係

においても、一定程度のギブ・アンド・テイク

の関係は存在していたはずである。

スミスがいうように、人間には対他的な交換

性向が備わっており、それは対自然的な物質代

謝における労働と獲得の交換関係にねざしたも

のであると考えることが一概に誤りだとはいえ

ないように思われる。

たしかに、奢侈品市場はそれ自体としてみれ

ば社会的再生産過程にとって外来的なものであ

る。しかしながら、高価な舶来品がしだいに低

廉化していく過程も、より多くの数量を取り扱

うことで利鞘の絶対量を増やそうという蓄積欲

求に駆動された商人の競争によって供給量が増

加していくことの結果である。低廉化によって、

かつては高価な奢侈品であったものが庶民の手

に届くものとなり、遂には生活必需品に組み込

まれていく。茶、コーヒー、砂糖、煙草、毛織

物、綿織物、陶磁器などの歴史はその典型的な

例を示している19。

こうして、生活必需品市場が成立するように

なり、生活必需品の生産過程に商人の投資した

資本が関わるようになっていく過程は、資本主
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するいっぽうで、原産地以外にも気候条件など

のあった供給基地を造営することで、それらを

世界商品として生産し輸出するという体制を、

地球的規模で編成した。このばあい、プラン

テーションの内部では主人と奴隷の関係が支配

しているが、対外的には奴隷主は資本主義的生

産の担い手となった。

なお、アメリカ南部の奴隷制プランテーショ

ンについて、『資本論』では次のように述べら

れている。

「［S.250］それゆえ、アメリカ合衆国の南部

諸州における黒人労働は、生産が主として直接

的な自家需要に向けられていた限りでは、穏和

な家父長的な性格を保っていた。しかし、綿花

の輸出がこれら諸州の死活の利害問題となるに

つれて、黒人の過度労働が、所によっては黒人

の生命を7年間の労働で消費することが、打算

ずくめの制度の要因になった。」21

奴隷制を不法行為としてではなく公然たる法

制度としたのはギリシア、ローマ、南部アメリ

カ等に限定される際立った特徴であるが、不法

行為としての奴隷使役はあらゆる時代、あらゆ

る社会に存在し続けており、現在においても根

絶されてはいない。

　（b）荘園制=農奴制
荘園制=農奴制の展開は世界市場の収縮に対

応している。そこでは、はじめから世界市場向

けに生産がおこなわれるというよりは、余剰生

産物だけが商品として市場で販売されるように

なる。

古代ローマ末期におけるコロナートゥス制は、

戦争捕虜による奴隷の供給が減少した結果、没

落自作農や解放奴隷を小作人（コロヌス）とし

て使用するようになったものであるが、コロヌ

スはしだいに移動を制限され土地の付属物と

なっていき、中世ヨーロッパの農奴の先駆形態

となっていったとされる。

中世ヨーロッパの荘園制=農奴制における、

賦役＝労働地代の比重が大きい古典荘園制から、

生産物地代、貨幣地代へと比重が移った純粋荘

園制への移行は、東方の世界市場との連結によ

る「商業の復活」、ペストの大流行による人口

激減の影響などによって農民の地位が向上して

いったことを反映していた。16世紀の大航海

時代における世界市場、世界商業の地球規模で

の急拡大（＝価格革命、商業革命）は、西欧に

おけるそうした傾向をいっそう促進した。

だが他方で、いまだ西欧におけるように逃散

した農奴を吸収することができる都市の労働需

要が存在しないばあい、急激に世界市場におけ

る穀物需要の激増に直面すると、荘園領主は農

奴制を再編強化し、農奴からの貢納を増やすこ

とで輸出商品を増大させようとするようになる。

歴史的には、『資本論』で取り上げられている

近世の東欧でみられたボヤール（ルーマニア南

部）や再版農奴制（エルベ河以東のプロイセ

ン）などがその事例である。

「［S.251］賦役労働は、ドナウ諸侯国［にお

けるワラキア（ルーマニア南部）のボヤール

（領主）］においては、現物地代その他の農奴制

の付属物と結びついてはいたが、支配階級への

決定的な貢租をなしていた。……［S.252］地

所の一部分は自由な私的所有として共同体の各

成員によって自立的に経営され、他の部分―”

共有地”―は彼らによって共同的に耕作された。

……時がたつにつれて、軍事および宗教関係の

高職者たちが、共有財産とともに、そのために

なされるもろもろの給付を横奪した。自由農民

たちが彼らの共有地で行った労働は、共有地の

盗人たちのための賦役労働に転化された。それ
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とともに農奴制諸関係が発展した……。」

「［S.251］（第三版へのエンゲルスによる注）

――このことはドイツにも、ことにエルベ河以

東のプロイセンにも同じようにあてはまる。15

世紀には、ドイツの農民は、ほとんどどこにお

いても、生産物と労働とによる一定の給付の義

務を課されてはいたが、その他の点では少なく

とも実際上は自由な人間であった。……農業戦

争（1524-1526年）における貴族の勝利が、こ

の状態を終わらせた。敗れた南ドイツの農民た

ちが農奴となっただけではなかった。すでに

16世紀の中葉以来、東プロイセン、ブランデ

ンブルク、ポンメルン、およびシュレージエン

の自由農民が、そしてその後まもなくシュレー

スヴィヒ=ホルシュタインの自由農民たちもま

た、農奴におとされたのである。」22

他方で、16世紀にスペインの征服者たちは、

中南米において世界市場向けの金銀の採鉱労働

を原住民におこなわせた。それは、対外的には、

世界市場向けの金銀の採鉱労働をおこなわせる

資本主義的生産であった。同時にそれは、対内

的には、レパルティミエント（土地分配制）、

エンコミエンダ（土地委託制）というように法

的形態は変っても、本国政府の目が届かないと

ころでは、原住民を不法に奴隷制的に酷使する

実態に変わりはないものであった。その結果、

ヨーロッパから持ち込まれた感染病とも相まっ

て、原住民人口の激減を招いたため奴隷制の維

持は困難となったことはよく知られている。こ

うして、17世紀以降の中南米における大土地

所有経営の形態は、アシエンダ（土地私有制）

へと再編され、農作物の自給自足的な荘園制=

農奴制へと収縮していった。

より条件のよい雇用がなければ、不利な雇用

関係への隷属から逃れることが困難になってし

まうことは、再版農奴制にかぎらず時代を超え

て繰り返される現象である。たとえば、平成不

況期（20世紀末～ 21世紀初頭）の日本におい

ては、雇用情勢の悪化から「ブラック企業」が

蔓延したが、これは実質的に「二重の意味で自

由な賃労働者」から農奴制、あるいはむしろ、

種の再生産すら不可能とさせるという意味では

奴隷制といったほうがよい水準への逆行をもた

らしたとすらいえるものであった。

　（c）国家直営の工房方式
法人の最大のものは国家であるが、手工業は、

その時代の先端的な技術であるかぎりは、まず

国家に独占されるところからはじまって、しだ

いに民間に普及していった。つまり、国家が多

数の技術者を集めて手工業製品の生産を行う国

家直営の工房方式が重要な位置を占めていたと

考えられる。

たとえば、古墳時代の倭国においては、5世

紀後半以後に渡来した渡来人の技術者集団の中

には品部に属した者が多いとされ、埴輪などを

製作した土師部（はじべ）や、錦織部（にしご

りべ）・弓削部（ゆげべ）などの例があげられる。

また、江戸中期から幕末にかけては藩営マニュ

ファクチュアがみられたが、たとえば幕末の薩

摩藩では反射炉、溶鉱炉、ガラス、陶磁器、農

具、地雷、ガス灯などの各種製作所が造営され

た。

また、近世の西欧における重商主義的マニュ

ファクチュアは、絶対王権によって免税、製造

販売の独占権、労働者雇入れの便宜など種々の

特権が与えられ、作業場に多人数を集めて分業

による協業が組織された。

これらはいずれも、国家権力が不自由な身分

制的な拘束のもとにある奴隷、農奴、職人を雇

用、使役することによって生産がおこなわれた

例である。このような形態でも、世界市場向け

の輸出や国内市場向けの出荷がおこなわれれば、
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対外的には資本主義的生産の担い手であること

に変わりはない。

もちろん、近代、現代においても、さまざま

な国営、官営の事業が存在しているが、これら

は基本的には利潤追求になじまない分野でおこ

なわれる傾向があり、資本主義的生産を補完し

ようとするものであっても、資本主義的生産そ

のものではないことに注意する必要があろう。

　（d）問屋制家内工業における資本循環形式
それに対して、身分制的な拘束からある程度

自由になると、自立的な個人・家族規模の家内

制小生産者としての自作農（独立自営農民）や

職人（手工業者）となる。家内制小生産者が、

道具、原材料などの生産手段を購入してみずか

ら加工・製造・生産した製品、サービスを商品

として販売する、

　　Ｇ－Ｗ（Pm）…Ｐ…Ｗ’－Ｇ’・Ｇ

　　　（Pm：生産手段、…Ｐ…：生産過程、

　　　Ｗ’：加工品）

は、自作農（独立自営農民）や零細な個人・

家族経営の手工業者による家内工業 domestic 

industryにおける資本循環形式である。家内制

小生産者の資本にとっては、いかなる業種の労

働サービスであれ、みずからの生産過程そのも

ので付け加えた労働サービスが利潤の源泉とな

る。

小生産者は製造・加工・サービスそのものを

専門とするために、多くのばあい世界市場向け

に直接に輸出できるわけではなく、市場の連鎖

をつうじて間接的に世界市場に関わっているに

すぎない。そのため市場動向にたいして、した

がってまた問屋商人にたいして受動的な立場に

おかれることのほうが一般的である。そのため

実際には、中小零細の小生産者の資本は資本と

いっても、家族の生活費を稼ぐのが精一杯で、

利潤獲得を目的とした資本蓄積を行っていると

はとてもいえない状態にあるものが多い。

それに対して、資本力、市場支配力をもった

問屋商人が貨幣資本や道具、原材料を、家内工

業をいとなむ複数の家内制小生産者的形式Ｇ－

Ｗ（Pm）…Ｐ…Ｗ’－Ｇに前貸し、下請けに出

すことputting-outによって、事実上、前者の資

本循環に後者が包摂されてしまった状態、

　　Ｇ－Ｗ｛Ｇ－Ｗ（Pm）…Ｐ…Ｗ’－Ｇ’｝

－Ｇ’・Ｇ

は、問屋制家内工業putting-out systemにおけ

る資本循環形式である23。

この形式のもとでは、小生産者はもはや生活

費を賄える程度の加工賃を受け取るにすぎなく

なり、実質的には生産過程…Ｐ…に従事する賃

労働者に転化している。この形式の重要な利潤

の源泉は、不利な立場にある小生産者への支払

いをできるかぎり低くし、そうして安く仕入れ

た製品を販売市場でできるだけ高く売ることか

ら得られる差益である。このような形態は、19

世紀イギリスにおいて苦汗制度 sweating system

と批判されたものに対応しているが、現在でも、

問屋制家内工業は下請制、請負制という形態で

広汎に残存している。

　（e）二重の意味で自由な賃労働制と資本循環
形式

近代の欧米で生成、発展してきた「市民社

会」の法慣習・制度を前提として、「二重の意

味で自由な賃労働者」を雇用して生産過程を経

営する、

　　Ｇ－Ｗ（Pm、 A）…Ｐ…Ｗ’－Ｇ’・Ｇ

　　　（A：労働）

という形式は、自由賃労働制を基礎とした資

本の循環形式である。この自由賃労働制を基礎

として、多数の労働者を一箇所に集約した大規

模経営がおこなわれると、資本主義的店舗経営、

資本主義的農場経営、資本主義的工場経営それ
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ぞれにおける資本循環形式となる。

なお、伝統的に使われてきた「産業資本」の

概念は、マルクスにおいては、「二重の意味で

自由な賃労働」を前提とする資本－賃労働関係

（「労働力の商品化」）の有無で家内制小生産者

とそれ以外が区別され、問屋制家内工業＝「資

本による労働の形式的包摂」、機械制工業＝

「資本による労働の実質的包摂」とされている。

だが、そのためマニュファクチュアが「形式的

包摂」と「実質的包摂」のどちらに分類される

のか、その位置づけの解釈について混乱が生じ

ることとなった。

他方、宇野においては、問屋制家内工業が商

人資本的蓄積様式に位置づけられ、マニュファ

クチュアはそれにたいする周辺的なものにとど

まるとされ、機械制工業のみが産業資本的蓄積

様式に対応させられている。すなわち、宇野に

おける「産業資本」の概念は、資本－賃労働関

係（「労働力の商品化」）、工場制、機械制が一

体のものとされ、非常に狭く定義されている。

だが、そうなると、本文でみてきたような多

様な労働管理様式のもとでの資本主義的生産は

すべて「商人資本的蓄積様式」に分類されるこ

ととなる。また、商業にも金融にも、資本－賃

労働関係（「労働力の商品化」）、大規模店舗方

式、機械制がありうるので、それらも一括して

「産業資本」に分類すべきことになる。このよ

うに、「産業資本」という概念は、指示対象の

範囲を適確に切り取ることが困難なので、本稿

では伝統的な慣用語として以外には使用を避け

ている。

自由賃労働制を基礎とした資本循環の形式に

おける資本のおもな利潤の源泉は、労働者の賃

金が安くてすむ場合には低賃金労働で安価な製

品を生産し、価格競争上優位に立ちながらそれ

を販売することにある。しかし、賃金が高く

なっている場合には、生産過程、流通過程やそ

れらの経営・管理過程においてさまざまな技術

進歩をおこなうことのほうが重要性を増してく

る。そのため、農場・工場経営の資本循環形式

が、利潤追求のためにさまざまな技術進歩をお

こなうことによって、社会的生産力の発展は急

激なものとなる。

資本主義的農場経営に歴史的に対応する形態

は、近代イギリスに典型的にみられた地主－借

地農業者－農業労働者からなるいわゆる三分割

制による農業資本主義であった。

資本主義的工場経営に歴史的に対応するのは、

まず第一に、工場制手工業（マニュファクチュ

ア）であった。この形態は、手工業の職人を一

箇所に集約して指揮・監督系統のもとに協業・

分業をおこなわせたものである。しかし、この

ような形態はいまだ社会の周辺部分に普及する

にとどまった。

第二に、産業革命によって登場した機械制が

導入された機械制工業である。機械制工業は、

繊維産業における競争力の劇的な発展によって

農村家内工業や工場制手工業を駆逐し、社会の

根幹部分へと普及していった。

第三に、法人大企業である。資本の所有主体

は個人とはかぎらず法人のばあいもある（新田

［2015年b］、24-29頁、参照）。法人形態で巨額の

貨幣資本（資本金）を集め、大規模な生産手段

と大量の労働者を使用する機械制重工業やさま

ざまな産業における大企業もこの形式に対応し

ている。ただし、周知のようにイギリスではこ

の形態は、個人主義の伝統などの理由から発展

が遅れた。

すでにみたように、以上の多様な労働管理様

式は、歴史的に継起するというよりも、世界シ

ステムにおいて、いかなる時代においても同時

並行的に存在するものととらえられるべきであ

る。
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が必要であった。なぜならば、農業革命は自給

自足的な農村経済を分解し、過剰人口を排出さ

せるが、排出された過剰人口が新たに商工業に

吸収されることによって、全社会的な資本主義

市場経済の普及が進むからである。

そのため、農業革命の前提となる「持続的技

術革新社会」の成立もまた、市民社会と資本主

義社会の成立にとって原因となり結果となるも

のである。

このようにして、資本主義的市場経済によっ

て社会的再生産過程が編成される資本主義社会

が成立するためには、「市民社会－国家」体制

のもとでの個人主義への解体と、「持続的技術

革新社会」の成立が原因でもあり結果でもある。

歴史的には、18世紀イギリスにおいて、問

屋制家内工業における資本による賃労働の「形

式的包摂」が広汎に残存しつつ、三大階級（地

主－資本家－労働者）の三分割制からなる農業

資本主義（借地農による大規模農場経営）やマ

ニュファクチュア（工場制手工業）における資

本による賃労働の「実質的包摂」（＝「労働力

の商品化」）が部分的に生成することによって、

社会的再生産過程が資本主義的市場経済によっ

て編成される資本主義社会は成立していた。

以上のような歴史的諸条件が積み重ねられた

ことによって、イギリスにおいてのみ、資本主

義的生産の社会的な群生を基礎とする「資本主

義社会
0 0

」の出現をみることとなったのであった。

それによって、「広義の16世紀」以前、太古か

ら繰り返されてきた世界資本主義的な循環パ

ターンが突破され、持続的な経済成長・発展を

伴う「資本主義社会
0 0

」的な螺旋循環的パターン

への変質が生じたのである。宇野が重視した機

械制による綿工業の登場は、このような歴史的

意義をもつ持続的な技術革新の過程においては、

一つの通過点にすぎない。

「市民社会」なるものは、「資本主義」、「資本

主義的生産」から派生しつつ分岐して西欧社会

に固有に生成された別系統の社会構成であり、

別系統として分岐した「資本主義」、「資本主義

的生産」としての世界資本主義と、「市民社会」

が接合することによって、はじめて「資本主義

社会
0 0

」と「持続的技術革新社会」が生成したの

であった。

したがって、複雑な諸要因の接合の結果とし

て「資本主義的市民社会」が成立したことこそ

が世界史的に不可逆的な事態であって、ウォー

ラーステインのいうような「広義の16世紀」

を転換期とする主権国家間システムの成立だけ

では、いまだ不十分だったといわざるをえない。

それだけでは、「広義の16世紀」以前にも類似

のものは存在したのであって、決して不可逆的

な「持続的技術革新社会」をもたらすものとは

なりえなかったからである。持続的な技術革新

がなければ、投資のはけ口を失った遊休貨幣資

本による土地の集積・集中から資本主義市場経

済＝世界資本主義の衰退への回帰を阻止する最

も有力な要因が存在しなくなるであろう。

もちろん、「市民社会－国家」体制とそれを

基礎とする「資本主義社会」は、早くも19世

紀中葉にはイギリスをはじめとする各国におけ

る選挙権拡大をつうじた「大衆社会」への変容

がはじまり、19世紀末以降は、イギリスおよ

び当時の後発資本主義諸国は、国家主導の「上

からの改革」による「国民国家－国民社会」体

制への転換と同時並行的に「大衆社会－福祉国

家」体制への移行期が重なっていった。さらに、

20世紀末以降になると、グローバル化によっ

て旧先進諸国においては「国民国家－国民社

会」体制と「大衆社会－福祉国家」体制が動揺

にさらされるようになっていることはいうまで

もない。
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時期に貨幣経済と諸子百家に象徴される文化が
発展したことはよく知られている。他方、そこ
では、周王朝がローマ教皇庁、覇者が神聖ロー
マ皇帝に類似した性格をもっていたため、統一
的な世界帝国システムへと拡大再生産される契
機も存在した。戦国七雄のバランス・オブ・パ
ワーが遠交近攻、合従連衡の過程をつうじて崩
れ秦の一強体制となっていったとき、古代中国
の主権国家間システム・覇権国システムは終焉
を余儀なくされたのであった。同様のことは、
古代ギリシアや古代インドの都市国家群にもみ
いだされうるかもしれない。

27　North, D. C. [1981]、参照。
28　このように、近代社会から抽出された諸範疇
によって、覇権交替に集約される長期循環の反
復と、それをつうじて国家もまた長期循環に従
属するものでしかないという客観的な歴史過程
の分節化も可能となる（新田［2018年］、参照）。
本稿で分類した「資本主義」から「資本主義的
生産」までに資本主義的流通、資本主義的金融
は包含されている。したがって、そのすべてが
宇野理論でいう流通論に該当する領域の対象範
囲となる。そこでは景気循環についても扱われ

ることになる。そのため、第三篇（分配論、総
過程論、競争論、機構論……）は流通論に還元
される。同様の考えは櫻井［2019年］にもみ
られる。「［91頁］商品経済は自己組織的にそ
の運動の連鎖を通じてその体系を資本の体系に
作りあげていったのである。それは商品経済を
動かしている様々な生産活動や、分配、消費活
動によって概念化を進めるとともに、社会的に
純化してゆくその商品、貨幣、資本の形式の中
で自ら体系化していったのである。古代から存
在する商品、貨幣はいうまでもなく、価格の違
いを利用して稼ぐ商人資本家、金貸しで儲ける
金貸資本家、物つくりで利益を得る産業資本家
などの存在は、商品経済をますます豊かに豊富
なものにしたし、やがて株式資本の登場から金
融市場の成立、その投資の失敗などで起こる恐
慌は、17、8世紀にしばしば記録されている。
……［92頁］そしてそれらの形態規定は自己
組織化によっておのずから一定の経済秩序を作
り出してゆくはずである。……それは宇野がそ
の『経済原論』の『流通論』で行った流通形態
論の方法を全編に拡張しようという方向のもの
である。」（櫻井［2019年］）それに対して、「資
本主義社会」に対応する領域は、再生産表式の
ような領域と、「資本主義社会」一般として抽
出できる限りでの諸階級と分配にかんする領域
であろう。しかし、「資本主義社会」を固有の
領域として原理論に残すという考えは櫻井には
うかがえない。なお、「労働力の商品化」を歴
史的前提とする「資本主義社会」への転化を導
入する、本来の意味での「貨幣から資本への転
化」論を消去したといえる山口原論には、生産
論、競争論において中途半端に19世紀中葉イ
ギリス資本主義社会の生産力水準に対応した歴
史性が残っているのではないかというのが櫻井
の山口原論にたいする批評点としてある（櫻井
［2019年］、186頁）。それに対して、小幡原論
のばあいは、本稿でいう「資本主義社会」の次
元が捨象されて「資本主義」、「資本主義的生
産」に限定されることによって、事実上、流通
論の延長として生産論、機構論が展開されてい
るといってよい。それは、櫻井の構想する原理
論にかなり近いのではないかと思われる。
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の福祉国家的な教育行政が掲げていた「すべて

の者に優れた教育を」保障する施策を、ありと

あらゆるセクターの関与によって実現しようと

いう方向に舵を切った。公共の再構築が行われ

るのである。財源が確保しきれなくなったとい

う意味においてだけでなく、公的セクターに対

する万全の信頼に対する見直しという意味にお

いても、新しい公共を模索するステージで教育

政策が進められることになった。この方向は、

サッチャー（Margaret Thatcher）保守党政権

（1979）、それに続くブレア（Tony Blair）労働党政

権（1997）、そして、キャメロン（David Cameron）

保守党（連立）政権（2010）を通じて一貫してい

る。自律的教育経営を重視しながら同時に明確

なアカウンタビリティを求める、品質保証国家

の路線だといってもよい。

政府が掲げた「教育水準の向上」というオー

ソドックスな改革目標は、「バリュー・フォー・

マネー」（サッチャー保守党政権）、「ベスト・

バリュー」（ブレア労働党政権）という厳しい

財政再建政策の中で進められた。公的サービス

運営においては、質とともにコスト意識の醸成

が重要な課題となり、そういう意味では、多額

の補助金をつぎ込んでいるにもかかわらず成果

を上げていないと考えられていた（大田

2010:102、高山1989:6）ロンドンの教育は真っ

先に改革の対象となったのである。本稿が注目

する自律性の重篤な機能不全問題も、こうした

文脈のロンドンで観察された事例である。

教育破綻のアイコン的事例となったロンドン

のハックニー自治区は、貧困や多様なエスニシ

ティを背景にして政治的混乱も深刻化し、教育

のみならず地域行政が機能不全に陥っていた。

1990年代初期に問題を名指しされたハックニー

の地方教育当局（Local Education Authority: LEA）

は、自力での問題解決を試みるものの十分に効

果を上げることができず1、結果として中央政

府により閉鎖された。業務は入札にかけられ、

区内の教育改革を担うために新たに設置された

民間組織であるラーニング・トラスト（The 

Hackney Learning Trust）に10年契約でその全て

が移管された。2002年のことである。前代未

聞にラディカルなこの改革手法は、ハックニー

区改革に特化してオーダーメイドされたもので

あり、この手法を確保するために法改正も行な

われた大掛かりなものである。この政府鳴り物

入りのプロジェクトは顕著な成果をあげ、ラー

ニングトラストの10年の契約期間で教育は再

生し、契約が終了した2012年には、再生した

区内の教育は地方当局に戻された（広瀬2014、

Wood 2016a、Wood 2016b）。

ハックニー区改革で効果を見せたこの改革手

法、すなわち重篤な機能不全を起こしたLEA

に中央政府が強制的に介入してオーダーメイド

改革を進める手法は、当初は、ハックニーの重

篤化した特殊事例ゆえの有事的手法であると見

做された（広瀬2014）が、ハックニーでのこ

の手法の成功を受けて、以後、ここに蓄積され

た手法要素が段階的要素に切り分けられて、他

の重篤な地域（LA2）の改革にも投入しうるよ

うに再構成されつつある（広瀬2019）。

1990年代から2000年代にかけて登場した、

機能不全問題に対応するこうした強制的介入支

援は、契約期間をもって一区切りすることを見

てもわかるように、中央政府による恒常的抱え

込み統治というよりは「修復」を目的とする手

法であって、あくまでも有事的・一時的なもの

として構想されている。介入状態を恒常化させ

ることが意図されていないのは、常態的な介入

状態が教育の自治の原則のもとで禁欲されなけ

ればならないから以上に、この時期、すなわち

福祉国家終焉後の政策段階では、政策立案者に

とっても介入状態の常態化には合理性がないか

らである。緊縮財政がまずもって課題とされる
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ければならない。一方、それを任意の困難事例

に対応しうるための汎用的ツールにするために

は、普遍性と包括性を持った一定程度安定した

プログラムにしなければならない。ハックニー

手法の汎用化というのは、有事における個別的

柔軟性と平時における普遍的包括性という、2

つの異なった要請を同時に満たすプログラム構

想である。

大枠で、支援対象が、性格を異にする2領域

に切り分けられた5のはこの異なった要請に対

応するためには有用である。教育領域と子ども

福祉（Children＇s Social Care）領域の2つである。

質保証対応にすでに蓄積がある学校教育領域で

は、機能不全に関するターゲットはすでに、地

域の教育行政ではなく個別学校の自律性修復で

あり、それゆえこの領域の機能不全対応は、不

振校に対するアカデミー（中央政府から直接公

費を受けて地方当局から独立して運営される学

校形態）への強制的転換指示が具体策となって

いる（DfE 2016c、2017、2018）。アカデミー転

換指示とは、学業、財政、ガバナンス、安全な

どの領域で想定する状況に至っていない学校を

スポンサー付きのアカデミーに転換させること

によって改善させる方法であり、改革を担うス

ポンサーには多大な自律性が与えられる。一方、

子ども福祉領域では個別施設のサービスの質を

問題にする以前の、地域全体のサービス改善を

課題としなければならない段階であり、地方当

局のトラスト転換をも最終的には見据えた、

ハックニー改革型の再生プログラムが強制的介

入の具体的な形態である（DfE 2016a, 2016e）。

機能不全問題を、重篤な有事のみならずより

日常的なレベルにおいても課題としたキャメロ

ン保守党政府は、教育・福祉両領域の質の格差

を是正するためのボトムアップの手段として強

制的介入支援手法を位置づけ、その方針を

2016年に各種の政策文書として明らかにして

いる。軸となっているのは、2016年3月に成立

する「2016年教育と養子縁組法（Education and 

Adoption Act 2016）」である。同法は教育領域

と子ども福祉領域を包括して、とりわけ困難を

抱えた事例への支援対応とサービスの質の向上

を謳っている。同法に基づいた5年計画『教育

省戦略2015年から2020年 :世界クラスの教育

とケア』（DfE 2016d）は、全国の全ての子ども

たちが良質の教育とケアを得られることは社会

正義であるとして策を示した。

同法の制定を受けて、教育領域と子ども福祉

領域それぞれにおいて指針が出される。教育領

域では、『白書 :あらゆるところに教育的な卓

越性を』（DfE 2016b）が、英国内の教育の質は

格段に上がっているとした上で、しかし十分な

質が確保できていない地域や学校があるとして、

そこへの対策に政策主眼を置いた。同白書に加

えて、機能不全ケースへの介入支援に特化した

指針『失敗認定された学校、成果を上げられな

い学校、不安定な学校への介入支援』（DfE 

2016c）も出された。タイトルからもわかるよ

うに、重篤な段階に至る前の機能不全への支援

も視野に入れ、「失敗認定された学校」、「成果

を上げられない学校」に加えて、新たに比較的

軽微な機能不全段階の学校を「状況が安定しな

い（Coasting）」という区分概念で把握してい

るのが特徴である。コースティングというのは、

ジェットコースターのように高度が一定せずに

良い状況とそうでない状況が繰り返され、良い

と思っても急降下しうるような状態として想定

されている（教育省インタビュー 6）。

諸データや実務領域に踏み込んで強制的介入

に関する指針文書が出されるに至るのもこの時

期の特徴である。議会下院（庶民院House of 

Commons）は、『地方政府への介入』（Sandford 

2017）をまとめて「1999年地方自治体法」の

制定以来、同法の介入条項が適用されて強制的
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（incompetent）であり辞めさせるべきだと述べ

て、教員組合との対立が決定的になったのは有

名なエピソードである。子どもたちの学力向上

を、教師たちに対する飴ではなくムチによって

進めようとしたのがウッドヘッドであったと、

後にBBCの記事は伝えている（BBC News 2015. 

6.23）。

1997年に政権が保守党から労働党に移るに

際し、真っ先に犠牲者になるのはウッドヘッド

であると予想され（The Telegraph 2015.6.23）、

またそうすることが期待された（The Guardian 

2015.6.23）のは容易に想像できる。ウッドヘッ

ドの退任を受けて第3代HMCI（2000–2002）と

なったトムリンソン（Mike Tomlinson）が監査

の方針を厳格路線から柔軟路線に転換すると、

その変更はウッドヘッド路線の反省と修正であ

るように理解された。事実、教員組合はHMCI

の交代に歓喜の声を上げ（The Telegraph 2015. 

6.23）、一方のウッドヘッド自身も自分の片腕

であったトムリンソンが後を継いだ途端に

Ofstedは牙を抜かれてしまったと嘆いている

（The Guardian 2009.5.12）。

しかし注意しなければならないのは、ウッド

ヘッドの退任が、労働党政府が発足した1997

年ではなかったということなのだ。教員組合を

支持基盤とする労働党が1997年に政権をとっ

た時、ブレア首相はウッドヘッドを解任するの

ではなく逆に慰留している。この慰留が単なる

無作為の惰性的慰留ではなく明確な意思を持っ

てなされたものであることは、ウッドヘッドの

慰留にあたってブレアが報酬を34%増額した

（Telegraph 2015.6.23）ことからもわかる。労働

党政府は、教員組合と距離を取りながら、ウッ

ドヘッドを続投させたことになる（The 

Guardian 2015.6.23）。

失敗への不寛容を打ち出したブレア労働党政

府は、ウッドヘッドが進めていた悉皆的で厳格

な監査を、自らの政策遂行のために有用である

と判断したのである。新政権が方針とした教育

水準の確保にOfstedの厳格な監査は不可欠だと

して、彼を主任監査官として続投させた（BBC 

News 2015.6.23）ということである。

教員からの強い反発を受けながらも、回を重

ねて定着していく悉皆的な訪問監査は、学校の

中にOfstedの監査と評価を意識しながら業務を

行うという文化、言い換えれば、学校は教育の

質に関してアカウンタブルでなければならない

という文化を醸成したのだというべきである。

ウッドヘッドが退任したのは、8年の長期にわ

たるこうした役割を一区切りさせた2000年の

ことである。

すなわち、第3代HMCIトムリンソンが監査

の厳格路線を終焉させたのは、ウッドヘッド路

線を反省したからなのではない。ウッドヘッド

の8年の任期の間に、悉皆的監査とアカウンタ

ビリティを求める文化はすでに学校の隅々に根

付いており、もはや監査の定着にエネルギーを

注ぐ必要がなくなったからだと理解すべきであ

る。以後のOfstedの各種改革は、ここでできあ

がった悉皆的な監査制度を土台にして行われる

のである。

ウッドヘッドの時期のOfstedが教員組合と対

立したことに関して付言するならば、この対立

が多大なエネルギーの消耗であり、ウッドヘッ

ドが教師に無能感を与え、教師との間の架け橋

を焼いたのであってその後遺症は大きいという

指摘（BBC News 2015.6.23）は的を外れていな

いとしても、この対立がウッドヘッドからの作

用を受けた教員組合の反作用とセットで構成さ

れていることも忘れるべきではない。当時の学

校教育の質に問題があり教員の資質の向上が重

要であるというウッドヘッドの指摘が教員に受

け入れられなかったのは、ウッドヘッドの姿勢

が敵対的であったという外形のみに起因するの
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方法を考案した。区内に新たに独立民間企業
ハックニー・ラーニング・トラストが設立され
て、カウンシルと10年契約を結んで改革に当
たった。契約にあたっては、ラーニング・トラ
ストのCEに予定されていたウッド（Alan 
Wood）がその詳細にこだわって諸条件を確保
した（Wood 2016a、2016b）。

4　介入支援の対象となるのはOfstedの監査結果
によって「構造的失敗」状態あるいは「継続的
失敗」状態にあると判断される場合である
（DfE 2016a: 8）。「継続的失敗」状態とは、

Ofsted監査で2期連続しての「不適格」評価、
あるいは5年間で複数回の「不適格」評価を受
けた場合であり、構造的失敗状態とはOfsted監
査の全ての領域で「不適格」評価を受けた場合
である（教育省介入担当部門内部資料）。2017
年には、30箇所のLAが介入対象になっていた。
対象LAは困難度によって、介入スペクトラム
と称される次の6段階に分けられていた（2018
年）。すなわち、第1「アドバイザー派遣段階
（Advisers）」、第2「集中的ピアサポート段階
（Intensive peer support）」、第3「LAパートナー
シップ段階（LA partnerships）」、第4「自発的
トラスト設置段階（Voluntary children＇s services 
trust）」、第5「強制的トラスト設置段階（Enforced 
children＇s services trust）」、第6「権限執行コミッ
ショナー派遣段階（Executive commissioners）」の
6つである。権限剥奪を伴う第6「権限執行コ
ミッショナー派遣段階」に分類される事例は1
件あるのみである。長年にわたって地域内の数
千人の子どもたちが組織的に性的虐待を受けて
いたロザラムのケースがそれである。広瀬
（2019）参照。
5　キャメロン政権は、教育省の対象領域を大き
く教育領域（学校教育と職業教育）と子ども福
祉領域に分けて政策展開している。監査機関で
あるOfstedについても、議会庶民院による調査
報告書（HC 2011）が、教育領域と子ども福祉
領域は異質な問題を持つとして、巨大化した
Ofstedの組織を有効に対応させるためにも監査
を2領域に分けることを提案している。

6　2018年に実施したDepartment for Educationの 
Intervention Unitでの聞き取り調査。

7　イングランドで対象になったのは次の6カ所である。

London Borough of Hackney（2001-2007）教育領
域、Hull City Council（2003-2006）教 育 領 域、
Stoke-on-Trent City Council（2008-2010）領域不明、
Doncaster Metropolitan Borough Council（2010-
2014）子ども福祉領域、London Borough of Tower 
Ha m le t s（2014 -2017） 財政領域、Rot he r h a m 
Metropolitan Borough Council（2015-present）子ど
も福祉領域。

8　2016 年、2017 年 及 び 2018 年 に 実 施 し た
Department for Education Intervention Unitでの聞
き取り調査。

9　ハックニー区でラーニング・トラストのCEと
して改革を率いたウッドが、介入支援の対象と
なったドンカスター（Doncaster）やバーミン
ガム（Birmingham）にコミッショナーやアド
バイザーとして入っている。

10　Ofstedの現在の正式名称はOffice for Standards 
in Education, Children＇s Services and Skills（2007
に the Adult Learning Inspectorateとの合併改組
により名称変更）であり、それ以前は Office 
for Standards in Education である。

11　Ofstedの評価段階は時期により異なっている。
2005年以前は、1 excellent, 2 very good, 3 good, 4 
satisfactory, 5 unsatisfactory, 6 poor, 7 very poorの
7段階、2005年以後は、1 outstanding, 2 good, 3 
satisfactory, 4 inadequateの4段階、2012年以後は、
1 outstanding, 2 good, 3 requires improvement, 4 
inadequate の 4 段 階、2015 年 以 後 は、1 
outstanding, 2 good, 3 requires improvement, 4 
inadequateの4段階となっている。

12　介入対象となるのは「構造的失敗」状態ある
いは「継続的失敗」状態にあると判断される場
合である（注4参照）。

13　Ofstedの形成期から昨今に至るまでを丁寧に
整理した久保木（2019）も、Ofstedが常に一様
ではない意向や力関係に影響されながら制度の
変更をなしていることに注目している。久保木
は、それら一様ではないものに対応するOfsted
の様子を「行政責任のジレンマ」と把握するに
とどまり、残念ながら把握が平板である。

14　Ofstedの歴代の9人の首席勅任監査官（HMCI）
の任期を軸に経緯を見ると以下のようになる。

・ 第1代 サザーランド（Stewart Sutherland）1992–
1994、新しい制度を無理なく始動。
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・ 第2代 ウッドヘッド（Chris Woodhead）1994–
2000、全ての学校を悉皆的に監査する仕組みの
原型。教員組合と対立。
・ 第3代 トムリンソン（Mike Tomlinson）2000–
2002、厳格路線から柔軟路線に。
・ 第4代 ベル（David Bell）2002–2006、簡素化へ。
自己評価フォームによる監査を導入（2005）、
監査周期がそれまでの6年から3年に、監査結
果により異なる監査方法の採用（Outstandingと
Goodの評価を得ると監査周期が6年）。

・ 第5代 スミス（Maurice Smith）2006.1- 2006.10
（代行）。
・ 第6代 ギルバート（Christine Gilbert）2006–2011。
・ 第7代 ローゼン（Miriam Rosen）2011.7–2011. 
12（代行）。
・ 第8代 ウィルショー（Michael Wilshaw）2012– 
2016。教授活動に重点を移す（cf.それまでは
マネジメントとリーダーシップ）。監査結果に
より異なる監査方法の細分的階層化。

・ 第9代 シュピルマン（Amanda Spielman）2017–
現在。

15　Ofstedの形成期から昨今に至るまでを丁寧に
整理した久保木（2019）は、庶民院の同報告書
を受けて改革が行われた2005年をOfstedの集
大成としている。しかし、本稿の視点から見る
ならば、この時期は監査の簡素化を始めること
によって後のメリハリのある監査制度を用意し
始める時期であり、Ofstedが持つに至る、困難
事例を発掘して支援するという役割形成の通過
点に過ぎない。

16　自己評価の内容とデータベースの各種情報と
の間に顕著なズレなどがあると、学校に問い合
わせの警告が行くという。

17　2019年1月の統計では、中等学校に通う生徒
72.3%、初等学校に通う子どもたちの29.7%が
アカデミーに通っている。＇Schools, pupils and 
their characteristics, 2019 January＇.
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複数年契約を前提とする国庫債務負担行為は、

適正な公共調達を実施する観点から財政当局か

らも積極的にその活用を促されていた。財務大

臣から発出された「公共調達の適正化について

（平成18年8月25日）」（財計第2017号）では、

リース契約等について「複数年度にわたる期間

を前提にしている契約であるにもかかわらず、

初年度に係る調達についてのみ一般競争入札又

は企画競争を実施し、次年度以降については、

随意契約を行っている場合は、国庫債務負担行

為を活用することにより、一般競争入札（総合

評価方式を含む。）又は企画競争を行い複数年

度契約を締結するものとする。」（下線は筆者）

と記載されている。

また、アウトソーシングは役務の提供を複数

年契約することが多く、アウトソーシングの多

用は国庫債務負担行為の増加につながる。アウ

トソーシングについて、平成16年6月の行政効

率化推進計画では、次のように記載されている。

行政効率化推進計画（平成16年6月15日）－抜粋－

（５）アウトソーシング

アウトソーシングについては、ガバナンスに留意しつつ、各府省共通的に取り組みうる警

備・清掃等の庁舎管理等施設・設備等の管理業務、庁内ＬＡＮ等の情報システムの管理業務、

公用車の運転業務、ホームページの作成・管理業務、電話交換業務等について、これまでの

各府省の取組を踏まえ、一層推進するほか、各府省固有の事務・事業についても、積極的に

推進し、効率化を図る。

また、ＰＦＩについては、その事業の内容に応じ、先進的な取組を行っている府省の実績

を参考に、他の府省においても効率化に資する取組を積極的に検討する。

その後の改定によって、アウトソーシングの

範囲は拡大され、行政効率化を求める流れが一

層強くなった。現在では、次のように記述が大

幅に拡充されている。

行政効率化推進計画（平成20年12月26日改定）－抜粋－

７ 国庫債務負担行為の活用

・コピー機、パソコン等の物品について、複数年度のリース契約を行うことに合理性が認め

られる場合には、国庫債務負担行為による複数年契約によることとする。

・複数年度にわたる情報システムの開発等について、原則として国庫債務負担行為による複

数年契約により実施することとする。
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進められてきた。その結果、平成16年度末の

31特別会計が現在では13特別会計にまで減少

している。複数の特別会計が統合されたものも

あるし、特別会計が実施していた事業を独立行

政法人や一般会計で実施するようになった事業

もある。特に平成26年度に、公共事業を実施

していた社会資本整備事業特別会計が一般会計

化されたことが、一般会計における国庫債務負

担行為（所管別）の構成を大きく変えることに

なる（図7）。

平成25年度の新規国庫債務負担行為2兆3,716

億円の内訳を見ると、防衛省所管は1兆6,534

億円（全体の69.7％）、国土交通省所管は462

億円（同1.9％）、文部科学省所管は2,097億円

（同8.8％）、その他が4,623億円（同19.5％）で

ある。これが、翌年の平成26年度の新規国庫

債務負担行為3兆7,923億円では、防衛省所管2

兆1,082億円（同55.6％）、国土交通省所管は

9,350億円（同24.7％）、文部科学省所管は1,464

億円（同 3.9 ％）、その他が6,027億円（同

15.9％）である。国土交通省所管の新規国庫債

務負担行為は462億円から9,350億円へと8,888

億円も急増している。

一方、社会資本整備事業特別会計は、廃止さ

れる直前までの新規国庫債務負担行為（限度

額）が平成23年度8,314億円、24年度8,780億

円、25年度1兆1,156億円であることから、同

特別会計の新規国庫債務負担行為として議決し

ていたものが、ほとんどそのまま一般会計に引

き継がれたと考えることができる。

事業の規模だけでなく、内容を見ても、平成

25年度社会資本整備事業特別会計の国庫債務

負担行為として計上されていた河川改修事業や

多目的ダム建設事業、道路修繕事業などが、26

年度一般会計の国庫債務負担行為（国土交通省

所管）では河川改修事業や多目的ダム建設事業、

道路修繕事業として新規に計上されている。社

会資本整備事業特別会計という独立した特別会

計の中で負担していた後年度の債務が、特別会

計の廃止によって一般会計に引き継がれたと見

ることができる。事業特別会計の一般会計化が

歳出硬直化の要因となり得ることに、注意して

いかなければならない。

公共事業に係る国庫債務負担行為の計上は、

後年度の歳出硬直化に大きな影響を与えている。

令和元年度・新規国庫債務負担行為（国土交通

省所管）の1兆2,725億円は、当該年度中に支

出するのは3,172億円であり、翌年度以降に支

出する予定が9,553億円と、新規後年度負担比

率は3.0である。少なくとも翌年度以降に、当

該年度の3.0倍の債務を負担することを決めた

ことになる。

② 防衛省所管の国庫債務負担行為の増加
平成27年施行の長期契約法によって、自衛

隊の装備品等について国庫債務負担行為の年限

の特例が認められ、限度額が増加する要因と

なったことは先述の通りである。これに加えて、

防衛力整備の計画策定が近年の国庫債務負担行

為の拡大に寄与していると考えられる。

我が国の防衛は、中長期的視点から外交・防

衛政策の基本方針を定めた「国家安全保障戦

略」（平成25年12月17日国家安全保障会議決定、

閣議決定）を踏まえて、防衛の基本方針や防衛

力の役割、自衛隊の具体的な体制の目標水準等

を示すものとして「防衛計画の大綱」（おおむ

ね10年程度の期間が念頭に置かれる）を策定

している。さらに、「防衛計画の大綱」に示さ

れた防衛力の目標水準等を踏まえ、5年間程度

の「中期防衛力整備計画」を策定して、毎年度

の防衛力整備を行う重層的な防衛力整備の構造

となっている。

平成30年12月18日、新たな「防衛計画の大

綱」と「中期防衛力整備計画」が策定された。
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年度を対象とする中期防衛力整備計画は「23
中期防」。

14　小村［2016］195頁。
15　小村［2016］198頁。
16　浅羽隆史「「3年間の監理委員会活動を振り

返って」効率性と財政民主主義の両立」、官民
競争入札等監理委員会「公共サービス改革報告
書（平成27年8月～ 30年7月）」（平成30年7
月20日）22頁。
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挙で選出する「二元代表制」を制度の根幹に据

えている。

本稿で取り上げる青森県知事の三村申吾

（1956年4月16日～）は、民選知事として6代

目にあたる。三村申吾は、青森県南部地方の上

北郡百石町に生まれた。三村家は土木建業を生

業（なりわい）としており、それを基盤に祖父

の泰右と父の輝文は県会議員や町長を務めた

「政治家一家」で、申吾はいわゆる“世襲議員”

の一人である。申吾は地元の中学校を卒業した

後、県立八戸高校を経て、東大文学部国文科に

進学、卒業後は出版社の「新潮社」に入社した。

同社では、文芸編集に携わっていたが、その後、

地元の百石町に戻り、一族が経営する土木建築

会社の三村興業社に務め代表取締役に就任した。

三村申吾は1992年、故郷の百石町の町長選

に出馬して当選、そして4年後の1996年には、

衆議院選に転じて出馬したものの、惜敗を余儀

なくされた。しかし、2000年に再び衆議院選

に出馬し見事に当選を果たした。ただ、2003

年には衆議院議員の職を退き、県知事選に出馬

して初当選。その後、連続数回にわたり知事選

で勝利し、2019年6月の知事選において、県政

史上初の５期目の当選という偉業を達成。現在、

知事在任17年に入り三村申吾は長期政権を堅

持している。

三村申吾知事は腰が低く、いわゆる「セール

スマン」知事として県民の間で人気を博してい

る一方で、長期政権への批判も少なくない。確

かに、三村知事は、これまで県の債務減少・行

財政改革、企業誘致・雇用増大、攻める農業水

産、観光産業、および原子力・エネルギーなど

の分野で一定の業績を上げてきた。しかし過去

には、住民の意思を無視した形でつがる市（車

力自衛隊基地）に米軍の「Xバンドレーダー」

を設置したし、また、県議会では一族企業の三

村興業社へ利益誘導をした、と批判されたこと

がある。

すなわち、2010年9月、県議会で百石漁港の

工事受注に関して三村申吾知事の一族が経営す

る三村興業社の異常な受注率の高さが取りざた

された。公共事業を身内の企業に受注させ、そ

の利益を懐に入れたのではないかと問われ、

「利益還流」だと問題となった。三村知事は、

県民の批判を受けて同社の株式を無償で譲渡し

た。だが、2012年には、三村興業社が核燃料

再処理業者の「日本原燃」からの工事受注も発

覚した。三村知事は、一貫して国に対し核燃料

再処理の継続を求めており、日本原燃から三村

興業社への利益還流の構造が見え隠れしたのは

否めない。このような事実は、三村知事が「土

建屋」出身だから、公共事業を私物化しやすく

なるということなのか？　もし、県民の税金で

私腹を肥やしていたとするならば、遺憾である。

それだけではない。留意すべきは、知事とし

て三村申吾はすでに４期16年以上も長期間に

わたり県政を支配し、今や5期目に突入してい

る現状を、県民は一体どのように認識している

のであろうかと、疑問が湧く。三村が知事とし

て、長期にわたり政権を維持している要因は一

体何であるか？　三村申吾自身の政治経歴と言

動から真意を探ってみたい。それが本稿を執筆

する最大の理由の一つである。一般的に、5期

20年といえば、人が生を受けて成人に達する

年齢である。長期政権は必ず腐敗するというの

が政治の鉄則であり、例えば、米国の大統領三

選禁止や州知事の多選禁止を想起すべきである。

もちろん、「多選知事」は全国各地に存在する

し、ケースバイケースだという意見もないわけ

でない。とはいえ、青森県民にとって、県の行

政最高責任者たる知事が5期にわたって多選さ

れている事実は、安易に看過できる問題ではな

いだろう。

本稿では、2019年6月の知事選で5回目の勝
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して取り組んできました。・・・

そして、平成二十九年度当初予算においては、

財源不足に対応するための基金取崩額がゼロに

なり、収支均衡を実現するとともに、持続可能

な財政構造の構築に向けて新たな一歩を踏み出

すことができました。知事就任当時の本県財政

が財政再建団体への転落も危惧される状況に

あったことを振り返ると、万感胸に迫る思いで

あります」（3）。

結論を先取りするなら、三村申吾は2003年6

月、新しく知事に就任するや、直ちに行財政改

革について、基金に頼らない財政に向けて「血

のにじむような努力」を行い、その成果が、よ

うやく知事就任8年目の2011年度予算初予算に

おいて実質的に収支均衡を達成して実を結んだ、

というわけだ（4）。

それでは、2003年6月の段階、すなわち、三

村申吾が初めて知事に就任した当時、青森県の

財政事情はどのような状態であったのか。簡単

に振り返って見よう。三村知事はいう。

「県債残高が１兆2,000億円と多額の借金を背

負っていることに加え、既存の箱モノの厖大な

維持費の整理がついていないため、固定経費が

増えてしまってどうしようもない状態になって

います」（5）。

三村申吾が知事に就任して最初に業務を開始

した時、まさに県は危機的な財政状況に陥って

いた。三村知事は「このままだと、向う5年間

でやり繰りできない額が2,032億になる。手形

でいえばジャンプ。きちんと落とさなければ財

政再建団体になる。国に管理される自治体に転

落する。要するに倒産。自分たちで何も発想で

きなくなる」、との認識を抱いていた（6）。

都道府県の財政の健全性を示す物差しの一つ

に「起債制限比率」がある。それは、歳入に占

める県債の元利償還金の割合で、青森県は

2002年度決算では11.8％にすぎなかった。20%

を超えると、新たな地方債の発行が制限される

が、危険ラインといわれる15％には届いてい

ない。

だが、県の予算規模は2003年度当初予算で

8,165億円なのに、県債残高は1兆2,500億円も

あった。また、2003年度予算で歳出と歳入の

差額の財源不足額は172億円に上った。不足分

は基金の取り崩しで対応したとしても、このま

ま何も対策を講じないで取り崩しを続けると、

2006年度には基金が底をつき、430億円の赤字

となり、財政再建団体に転落するのは必至の状

態であった。

このような借金膨張の源は、雇用対策や不況

対策の名の下に、財源以上の公共投資を続けて

きた前任知事たちのツケである。つまり、ハコ

物と呼ばれる施設の建設や派手なイベントに巨

額の予算を使用してきたからに他ならない。

そこで、三村申吾知事は「再建団体転落を防

ぐためには借金を返せる健全体質にしなければ

と。毎年の経営収支が赤にならない形にする。

公業務とは何かというところまで踏み込んで人

員管理等も考える。徹底的な組織の見直しをや

る」、と決意した（7）。

三村知事にとっては“それが最大の仕事”で

あり、前政権が残した借金地獄を受け継がざる

を得なかったので、まずは最初に、財政再建と

行財政改革に取り組んだわけである。

ちなみに、この間、三村申吾知事は県庁職員

1,500人を解雇している、と聞く（8）。定年で辞

めていく職員がかなりいるとはいえ、2003年

から2018年の16年間に均すと、毎年約100名

近くが退職していったことになる。なお、2019

年現在、県庁の行政職員は３,573人である。

2003年の段階で、職員は4,500人いたので定数

を1,000人も削減した勘定である。

こうして、三村申吾は知事となって3期目の

段階の2011年8月11日、2期8年におよぶ県政
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る（31）。

確かに、現実には県民にとって一方で好まし

くないような状況下にあるとはいえ、他方で、

三村申吾知事がこれまで青森県民のため、原子

力・エネルギー政策を巡って、目をつぶり何も

してこなかったわけではない。例えば、2012

年1月、旧民主党政権時代に都内で開催された

国の原子力政策大綱策定会議で、これに出席し

ていた三村知事に委員の一人が次のように質問

をした。

「高レベル放射能性廃棄物最終処分地の受け

入れを県民に納得してもらうのは難しいと感じ

ているのか」と。この話を耳にした三村知事の

顔色は変わり、「全くあり得ないと何度も話し

ている」「（最終処分地にしないという）これま

での約束をないことにするのか」と、気色ばん

で机を叩き強く反論した、という（32）。

実は青森県では、県民の間から県が国から

1994年および95年に得ていた、「青森県を高レ

ベル放射能廃棄物の最終処分地にしない」旨の

確約書の実効性を問う声が上がっていた。そこ

で、三村申吾知事は2008年4月25日、経済産

業省において甘利明経産相から「青森県を最終

処分地にしない」との確約書を改めて受け取っ

たのだ。ただ、過去の確約書にあった「知事の

了承なくして」の文言は外されていた。一方、

県議会はこれより先の3月11日に、野党３会派

が提案した「青森県を高レベル放射能性廃棄物

最終処分地としないことを宣言する条例案」を、

質疑や討論抜きで反対多数で否決している（33）。

この点を敷衍しておくと、三村申吾知事は、

2008年2月の県議会定例会における一般質問の

中で、高レベル放射性廃棄物の最終処分に関し

て、「現職知事として、あらためて国から確約

文書を得ることが必要であると認識している」

と答弁し、「青森県を最終処分地にしない」旨

の確約書を再度国から得る方針を示していた。

国は1994年と1995年に、青森県に対して同

様の趣旨の確認書を提示していた。しかし、三

村知事は、「昨年11月にアクティブ試験でガラ

ス固体化の製造が始まり、この搬入や最終処分

地をめぐり、さまざまな議論がなされている。

こうした状況や県議会の意見を踏まえた」と、

確認書提示の理由を述べた。

三村申吾知事は3月27日、通産省を訪問して、

確約書の提示を正式に要請した。これを受けた

形で、甘利経産相が4月25日、高レベル放射性

廃棄物の最終処分地問題につき、「青森県を最

終処分地にしないことを改めて確約する」と明

記した確約書を三村知事に手渡したのだ。確か

に、県側の意向を踏まえ懸案であった「知事の

了承なくして」の文言は盛り込まれなかったも

のの、三村知事の方は「国としても明確な約束

で、県民の安心につながる」、と一定の評価を

した（34）。

今回の確認書について、『東奥日報』は「解

説」記事の中で、一歩前進も疑問を残すとして

次のように報じた。

「高レベル放射性廃棄物の最終処分に関する

新たな確約書で、国は“知事の了承なくして”

の文言を外し、さらに“（確約は）今後とも引

き継がれていく”と明記していた。“知事の了

承なくして”の文言は“将来の知事によっては

処分場が誘致される可能性がある”として、反

核燃派などが懸念を示していただけに、今回の

確約書は過去のものから一歩踏み出した内容と

いえる。しかし、これが本県を未来永劫（えい

ごう）最終処分地にしないことを保証するか―

と言えば、疑問が残る。それは最終処分場建設

の見通しが全くたっていないためだ」（35）。

『陸奥新報』もまた「解説」の中で、“担保性

に疑念残す”と今回の確約書に対して次のよう

な懸念を示した。

「新たな確約書には、94年、95年の確約書が
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車力分屯基地への配備に伴う安全確保や民生安

定対策などを要請していた。両者は、2006年3

月30日午後6時から記者会見に臨んで、受け入

れ条件を説明した。

その中で、「現状を超える米軍の基地機能強

化は容認できない」との県サイドの基本姿勢に

対し、三村知事は、①Xバンドレーザーは迎撃

隊などの武器は伴わない、②米軍関係者の中核

は軍人ではなく技術専門家だ、③レーダー利用

は国民保護や被害対処に貢献する―などの観点

から「今回のケースは強化には当たらないと判

断した」と述べた。さらに県議会での議論や各

会派の回答、県民説明会での意見、額賀長官と

福島市長の意向確認など、必要な手順をすべて

踏んだ上での判断だったことを強調した（41）。

一方、福島市長は額賀長官に対して、①Xバ

ンドレーダー配備後の新たな機能強化はしない、

②レーダー配備に伴う事件事故、環境破壊には

責任をもって措置する、③地域の負担軽減を図

る新たな交付金などを早急に実施するーの三点

を確認したとして、「条件付きで協力すると判

断した」と、受け入れの理由を述べた。Xバン

ドレーダーは、弾道ミサイル防衛のための新型

移動式レーダーで、2005年10月に日米が合意

した在日米軍再編の中間報告で日本への配備が

盛り込まれ、12月に当時の木村太郎・防衛副

長官は「車力が最有力候補」、と県とつがる市

に説明していた。

その後、県や市は国の担当者に出席を求め、

議会や住民に説明する場を設けてきた。ただ、

国の配備正式要請は3月3日になってからで、

この点について、三村知事は、30日の記者会

見で「遅め遅めの対応だった」と、また、福島

市長は「時間が足りなかった」と国側の説明不

足を指摘するなど、額賀長官との会談の中で迅

速な情報提供を求めたことを明らかにした（42）。

こうした動きに対して、『とめよう戦争への

道百万人署名運動・県連絡会』（西舘庄吉・代

表）が車力基地へのXバンドレーダー配備に反

対を県に申し入れた。西舘代表は、県庁を訪問、

Ｘバンドレーダーの配備は米国防御を目的とし

た軍事施設だと主張し、県内にはすでに米軍三

沢基地、核燃料サイクル施設が立地している現

状からして、テロ攻撃の対象になりやすいと訴

え、「軍事施設増強がなぜ民生安定につながる

のか、知事のいう安全・安心は単なるゼス

チャーにすぎない」、と強く批判した（43）。

『東奥日報』は斎藤光政・編集委員の署名入

り記事の中で、既定路線の感否めずと今回の容

認を次のように批判した。

「米国の要請から1ヵ月もたたない時点でX

バンド配備受け入れ、県内各地の説明会に出向

いた国側、説明会をセッテングした県とつがる

市も“三月末決着”という既定路線に沿って

突っ走った感が否めない。・・・現時点ではっ

きりしているのは、Xバンドの高出力のレー

ダー波を浴びせられた日本海の向うの国々に

とって、車力は最新兵器が展開する“米軍の重

要基地”と認識されることだろう」（44）。

三村申吾知事はXバンドレーダーの車力配置

に関して、2006年3月30日、福島つがる市長

と一緒に臨時記者会見に臨み、次のように経緯

と決断の理由を述べた。それを見れば明らかな

ように、三村知事はながながと弁明せざるを得

なかった。

「私としては、地元つがる市長の要請を受け、

また、これまでの県議会における御議論や県議

会議員全員協議会での御意見、県民説明会にお

ける御意見等を踏まえれば、Ｘバンドレーダー

配備に係る安全確保、民生安定対策等について、

国の考えを確認する必要があるものと考え、本

日3月30日、額賀防衛庁長官に対し、私とつが

る市長から、地元としての6項目に係る要請及

び確認をいたしました。
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ル」の実現に向けて大きな一歩を踏み出した。

反核団体は、この件について「県民投票」を実

施すべきだと、怒りの声を挙げた（46）。

この点を敷衍しておくと、上で述べたように、

三村申吾知事と古川健治六ヶ所村長は3月28日、

日本原燃・六ヶ所再処理工場の最終的な試運転

（アクティブ試験）について、試運転に同意す

る意向を表明し、日本原燃に安全協定の締結を

申し入れ、29日締結した。

三村知事は、県民から意見聴取やプルトニウ

ム利用に向けた電力会社への要請、関係閣僚と

の会談などの同意表明までの経緯に触れ、「重

い決断だった。県の安全・安心をどう確保する

か（を考え）品質保証体制を確立してほしいと

（事業者に）とことん要求してきた。なすべき

手順を考え、提案し、すべてを材料に判断する

に至った」、と述べた。

県と六ヶ所村は翌29日、試験開始の前提と

なる安全協定を日本原燃と締結。安全協定は

25条で構成され、従来のトラブルを踏まえて、

住民との意見交換によって相互理解の形成を図

り、信頼関係の確保に努めるよう事業者に求め

たのが、その特徴であった（47）。

こうして、六ヶ所村の使用済み核燃料再処理

施設工場は、4月1日、事実上、稼働すること

になった。事業者の日本原燃が同日の午後2時

58分、同核燃料から実際にプルトニウムを取

り出す試運転を開始。だが、三村知事が安全協

定を表明したことに対して、県内外の反核燃団

体から一斉に反対の声が挙がった。県庁正面玄

関前で抗議活動をしていた『核燃料廃棄物搬入

阻止実行委員会』の平野良一共同代表は、「あ

んな看板を掲げる資格があるのか」と玄関脇に

ある“命を育む県民運動”の文字を指さし、

「知事は1~2年間、県民と対話を重ね、県民投

票を実施した上で判断すべきだ」と、試運転を

急ぐ必要がないと強調した（48）。

『デーリー東北』は「時評：責任の重さを自

覚せよ―再処理工場稼働」の中で、再処理工場

運転の開始について、次のように懸念を表明し

た。

「わが国のエネルギー政策の根幹をなす核燃

料サイクル。その要である使用済み核燃料再処

理工場がついに動き出した。日本の“プルトニ

ウム利用時代”への突入である。これまで国も

原子力政策と足並みをそろえて歩いてきた青森

県にとっても、大きな節目を迎えたといえよ

う」と指摘。その上で、「青森県にとっては

“地域振興の起爆剤”として受け入れた核燃と

の本格的な共存のスタートでもある。安全性へ

の強い不安がいまだ消えない再処理工場と隣り

合わせの生活が始まる。約束された地域振興は、

これまでどれだけ成果を見たのか。今後、県民

が核燃によってどのくらい幸せになれるのか。

動き出した“サイクル”を目にし、あらためて

そんなことを考えてしまう」と懸念を示し、最

後に、「決して原子力政策の先行きは明るいわ

けではない。取り出したプルトニウムを原発で

再び燃料として利用するプルサーマル計画の将

来は不透明だ」からだ、と批判した（49）。　

三村申吾知事は、2006年3月28日、アクティ

ブ試験に関する臨時記者会見を開き、次のよう

に結論を下して、終始弁明に務めざるを得な

かった。

「このような観点から、県としては慎重の上

にも慎重に手順を踏んで参り、三役・関係部長

会議を開催して協議した結果、関係各位からい

ただいたご意見等を総括すると、先に公表した

安全協定書（素案）、細則（素案）をもって安

全協定を締結することについて、大筋として了

とする方向にあることなどについて確認すると

ともに、核燃料サイクル協議会における国等か

らの回答、原子力施設安全検証室からの報告、

日本原燃株式会社社長に対する確認結果、六ケ
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すればよい。次回の知事選は2023年6月で、そ

の時点でも、三村はまだ67歳である。今や、

人生100年で70歳まで働くべきだというご時世

であり、働きたい意思があるなら出来ない相談

ではない。要は、御自身の健康管理に十分注意

をした上で、知事6期目も担当すればよい。た

だ、次の知事選で、「高齢・多選禁止」の批判

が一段と強まるのは覚悟しておいたほうがよい。

三村知事は、いままで挙げてきた成果を踏まえ、

多くの批判を選挙で跳ね除ければよい、と考え

ているのかもしれない。もちろん、選挙で勝利

すれば、それを尊重するのが、いわゆる「民主

主義（デモクラシー）」である。
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を注いでいる。また、県産品ＰＲのイベントで
は、リンゴ柄のシャツや大間マグロのＴシャチ
など必ず県産品をあしらった“衣装”を身につ
けるが、それは三村流のパフーマンスである
（「自治体維新　首長インダビュー　青森県知事
　三村申吾氏　国の原子力安全対策は厳密に
チェック」『日経グローカル』No.177〔2011年
8月1日〕、48~49頁）。反論すれば、従来こう
した行動にでた青森県知事は皆無であって、私
が大学のテストで単位をあげるとするなら、間
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違いなく80点以上で「優」を差し上げたい。
知事の努力を評価すべきだ。

（17）同上、2016年2月、県庁での定例記者会見
の出席で、三村知事は県産農林水産物の保存輸
送サービス「A!PREMIUMU（プレミアム）」今
後の目標を尋ねられた時、「今はもう申びる、
申びる、もっと行けという思い。頑張れ、一緒
にやるぞ、俺もやるぞ」と繰り返した。会見で
「ぐんぐん」「ガットと」「もうずっと、攻め攻
め攻め」などと身振り手ぶりを交えたり、喜び
や感極まったりした感情を前に出したり、矢継
ぎ早に言葉を発するのが特徴だ。しかし、記者
の質問と回答がかみ合わないケースも多々ある、
という（「三村県政考　“19知事選－トップの
発言」『東奥日報』2019年5月12日）。三村知
事は今までにないタイプの知事で、新しい時代
には、新しい感覚を身に着けたリーダーが必要
である。単に、知事の行動を批判するだけでは、
県の発展はありえない。

（18）「県政の課題―青森4期―青森県知事三村申
吾」『地方行政』〔2015年6月15日号〕、19頁。

（19）「三村県政考―“19知事選－攻めの農林水産
業」『東奥日報』2019年5月10日、2019年2月
の記者会見の席で、県産ブランド米「青天の霹
靂」の19年産作付面積が減少する見通しとなっ
たことへの対策を問われた時、知事の答弁を聞
いた記者は、「具体的な課題や目標を問われた
時、多弁を駆使しつつ、本題をけむに巻いてし
まうこともある。これも三村知事の発言の特徴
の一つだ」、と語る「三村県政考　“19知事選
－トップの発言」『東奥日報』2019年5月12日）。
人間は、思うようにいかないこともある。全て
に完璧に対応することは神以外不可能だ。足の
ふっぱりはよくない。

（20）「私から見た土地改良―三村申吾　青森県知
事に聞く」『土地改良』291号〔2015年10月〕、
9頁。

（21）同上。
（22）「候補者の主張―７―農林水産業」『東奥日
報』2003年6月21日。

（23）『平成31年2月26日の県議会での三村知事
の議案提案説明』（2019年2月26日）。

 https://www.pref.aomori.lg.jp/message
（24）「“19知事選－２氏の争い確定」『東奥日報』

2019年5月17日。
（25）「点検　あおもり―三村県政16年」『河北新
報』2019年4月19日。

（26）「知事選候補者アンケート（下）」『陸奥新
報』2019年5月20日。

（27）「“19知事選　暮らしと争点　②観光振興」
同上、2019年5月23日、『日経グローカル』の
青森支局長の森晋也は、三村知事とのインタ
ビューで終えた後で、青森県の現状を次のよう
に伝えている。

 　「観光や農水産物に販売について語る三村申
吾知事は冗舌だ。自信の表れだろう。事実、観
光では東北で一早くは震災前水準を回復。農業
算出額も東北最大で、知事在任期間とほぼ重な
る2002 ～ 15年の伸び率は19.4％増と全国一だ。
だが、県全体を見ると、課題は山積している。
県民所得は低く、産業では製造業の存在感が乏
しい。魅力的な働き場が少ないため若者は流出
し、人口減少は毎年1%超と秋田県と並んで全
国ワーストだ。平均寿命は男女とも全国最低が
続く（「グローカルインタビュー　青森県知事 
三村申吾氏　新幹線で津軽海峡経済圏構築へ、
農水産物で航空輸送、西日本は２.７倍」『日経
グローカル』No.319、〔2017年7月3日〕40頁）。
青森県の現状について、森晋也の指摘はその通
りで妥当な分析である。

（28）『平成31年4月25日、三村知事記者会見』
（2019年4月25日）。

 https://www.pref.aomori.lg.jp/message
（29）「“19知事選―暮らしと争点　⑥エネルギー」
『陸奥新報』2019年5月27日。
（30）同上。
（31）「点検あおもり―三村県政16年」『河北新報』
2019年4月21日。

（32）「三村県政考　“19年知事選　―原子力との
距離感」『東奥日報』2019年5月3日。

（33）「フォトニュース青森」『東奥年鑑　2009年
版』〔東奥日報社、2008年〕。

（34）同上、89頁、『東奥日報』2008年4月25日
（夕）。

（35）同上。
（36）『陸奥新報』2008年4月26日、三村知事は
関係閣僚が変わるたびに、確約を順守するとい
う国の方針を確認してきた。ただ、裏がえせば、
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政権や政府の方針が変化すれば、本県が最終処
分地になりかねないーという危惧が存在するこ
との証左でもある（「青森県の課題　迫る知事
選　⑤完　核のゴミ」『デーリー東北』2019年
5月14日）。ご指摘はその通りである。だが、
用心するにこうしたことはない。本県が核廃棄
物の最終処分地になってはいけない。その負担
は全国に散在する原子力発電所と自治体が負う
べきで、青森県は日本の「トイレ」ではない。

（37）「選挙公約」平成15年6月29日執行　青森
県知事選挙　『選挙の記録』〔青森県選挙管理委
員会〕。https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/senkan

（38）「！１９知事選　暮らしと争点―⑦　完・地
域包括ケア」『陸奥新報』2019年5月28日。

（39）「選挙公約」令和元年6月2日執行　青森県
知事選挙　『選挙の記録』〔青森県選挙管理委員
会〕。https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/senkan

（40）藤本一美『戦後青森県の政治的争点　1945
年～ 2015年』〔志學社、2018年〕、13 ～ 15頁。 

（41）『東奥日報』2006年3月31日。
（42）同上。
（43）『陸奥新報』2006年3月31日。
（44）『東奥日報』2006年3月31日。
（45）『平成18年3月30日　Xバンドレーダーの
車力配置に関する三村知事の臨時記者会見』
（2006年 3月 30日 ）。https://www.pref.aomori.lg. 
jp/message

（46）『デーリー東北』2006年3月29日、『東奥年
鑑―記録編　2007年版』〔東奥日報社、2006年〕、
109頁。

（47）『東奥年鑑―記録編　2007年版』〔東奥日報
社、2006年〕、109頁。

（48）『デーリー東北』2006年3月29日。
（49）同上、2006年4月1日。
（50）『平成18年3月28日、三村申吾知事のアク
ティブ試験に関する臨時記者会見』（2006年3
月28日）。https://www.pref.aomori.lg.jp/message

（51）『デーリー東北』2010年10月1日。
（52）『東奥日報』2010年10月1日。
（53）『デーリー東北』2010年10月1日。
（54）『陸奥新報』2010年10月1日。
（55）『平成24年10月6日、三村知事の定例記者
会見』（2012年10月6日）。

 https://www.pref.aomori.lg.jp/message

（56）藤本一美『戦後青森県政治史　1945年～
2015年』〔志學社、2016年〕、第三部12章参照、
『しんぶん赤旗』は知事が政府に核燃料再処理
の継続を求めていく一方で、自らが関連する企
業で再処理事業者の日本原燃から工事を受注す
ることにより、利益を還流させている構造があ
る、と指摘している（『しんぶん赤旗』2012年
10月7日）。

（57）「点検　あおもり―三村県政16年　④医療」
『河北新報』2019年4月19日。
（58）「三村県政考－“19知事選―医師確保」『東
奥日報』2019年5月14日。

（59）「“19知事選　暮らしと争点　③ＵＩＪ－
ターン」『東奥日報』2019年5月24日、「点検
あおもり―三村県政16年　④医療」『河北新報』
2019年4月20日。

（60）「知事選　候補者アンケート」『陸奥新報』
2015年5月26日、「三村県政考－“19知事選―
医師確保」『東奥日報』2019年5月14日。

（61）「あおもり　点検　三村県政16年－知事選
告示まで1 ヵ月　①人口減少」『河北新報』
2019年4月17日。

（62）「あおもり　点検　三村県政16年－知事選
告示まで1ヵ月　④医療」同上、2019年4月20
日。

（63）「三村県政考－“19知事選―医師確保」『東
奥日報』2019年5月14日、医師不足の要因と
して、青森県の場合、人口10万人当たりの病
院数と一般病床数が多い点も挙げられる。　

（64）「点検　あおもり―三村県政16年　④医療」
『河北新報』2019年4月20日。医師不足に対す
る青森県の取り組みについては、藤本幸男「良
医を育む地域・青森を目指して―青森県の挑
戦」『病院』第11巻2号〔医学書院、2012年〕
を参照。

（65）「＜青森県知事選＞５選の明暗（上）　圧勝
の三村氏、強固な組織　隙与えず」『河北新報』
2019年6月4日。

（66）「“19知事選―多選評価は」『東奥日報』
2019年5月23日。

（67）同上。
（68）同上。
（69）米国では50州の中で、36州において州知事
の多選制限を州憲法で規定している。例えば、
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フロリダ州では州知事は連続して3選任期を禁
止している〔州憲法第 4編第5条b項〕（三輪和
宏「諸外国の多選制限の現況」『レファレンス』
〔平成19年7月号〕。https://www.ndl.go.jp/jp/diet/
publication/refer/200707）

（未完）
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かに適している。一方で、ディープラーニング

のアウトプット精度を高めるには大量の良質な

データを読み込ませなければならない。その為

に自律型自動運転車は実際の交通環境で長い距

離を走り学習していく必要がある。カリフォル

ニアでの実証走行試験結果では、自律型自動運

転システムが人間と同じ事故の回避レベルにな

るには、同州の走行環境の学習にまだ数百万マ

イルの走行が必要だとみられる。（図２）また

ディープラーニングなどのAIにはその仕組み

からくる限界がある。学習していないことは出

来ない。すなわち予測不可能な事態には対処で

きない。認識に誤りが存在する。さらにディー

プラーニングはニューラルネットワークの中で

結果が創られることから、計算の過程が原理上

ブラックボックスであり、それが正しいか否か

を人間が検証できない「知の死角」と呼ばれる

重要な問題がある。

自律型自動運転車が人間の運転する車や自転

車、歩行者が存在する環境では、さらに新たな

課題が生まれる。人間は相互の関係を感じて適

切な行動をとることができる。例えば渋滞の高

速道路に側道から合流する場合に、人間は相手

のちょっとした仕草などのコミュニケーション

で車と車の間に入ることが出来るが、自動運転

車は少しでも安全でない状況では立ち往生する。

初期に起きた自動運転車の事故は、信号の変わ

り目の判断のタイミングが人間と異なっていた

ことで、自動運転車が停止したところへ後続の

人間が運転する車が追突した。また人間と機械

の関係で言えば、レベル３の自動運転車はシス

テムの異常があると人間が交代するが、人が運

転を代わるのに10秒程度の時間が必要だとさ

れており、過信や依存があることを考慮すると

レベル3は現実的でないとの意見もある。

また法的な整理も自律型自動運転車には必要

である。道路交通法では、各国の法律の元とな

るジュネーブ協定やウイーン条約で「運転者が

いること」と規定されている。2014年にウイー

ン条約が改定されてレベル３までの自動運転が

可能となり、英国やドイツ等でそれぞれの道路

交通法が改正されている。日本はジュネーブ条

約加盟国でその改正作業は遅れているが、2019

年に道路運送車両法と道路交通法が改正され、

運転者が道路運送車両法に規定された自動運行

装置を使用して自動車を用いる行為は運転に含

まれるとして整合を図っている。また自動走行

装置が故障した状態での使用禁止や、運転者が

監視と故障時の操作ができる場合には携帯電話

等の使用ができるとなった。しかし、レベル４

以上の自律型自動運転はこの中には含まれない。

尚、公道実証試験においては運転者が遠隔で運

転操作が行える遠隔型自動運転システムが認め

られている。

事故における賠償責任についても大きな課題

である。現行の自動車賠償責任保険においては

レベル3までは運行供用者すなわち所有者等の

責任が適当という方向と言われているが定まっ

たものはない。レベル４～の自律型自動運転車

では更に難しくなる。所有者なのか搭乗者なの

か、またはメーカーの責任なのかについても社

会的なコンセンサスが今後必要になる。また製

造物責任法においても証明が困難な事態が多々

あり、特にAIについてはブラックボックスで

原因解析が難しいこともある。

自律型自動運転車のように全ての運転の判断

をシステム、すなわちAIに委ねる場合に起き

る問題の一つがAIの経験していない状況に遭

遇した時の対応である。その一つが英国の哲学

者フィリッパ・フット（Philippa Ruth Foot）が

1967 年 に 提起したトロッコ問題（trolley 

problem）で、避けられない事故で誰を犠牲に

するかという倫理学的な問題は自動運転車にも

当てはまる。自動運転車のトロッコ問題に関す
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ベーションを起こしている。

社会的なニーズは時間とともに人々の意識に

影響を与えて購買ニーズになることもある。

徐々に安全性に対する人々の関心が高まるにつ

れて安全装備が商品魅力につながるようになり、

安全技術の研究開発が加速して、それまでに無

かった自動ブレーキ（衝突被害軽減ブレーキシ

ステム）などが生まれ、価格の低下とともに今

や多くの車に標準搭載されて事故の防止に役

立っている。

新しいシーズが革新的な製品やサービスを生

み出すことがある。他の分野から生まれた

CCDカメラ、ミリ波レーダー、そしてAIチッ

プなどは今や先進安全システム（ADAS）の中

核的な技術となっている。リチウムイオン電池

の発明と実用化やパワー制御半導体の進歩が

BEVの実用化には欠かせなかった。シェアリ

ングの普及拡大にはスマートフォンの登場が大

きなきっかけとなっている。

社会の大きな変化は新しいニーズを生み、ま

た技術の変化は革新的な製品やサービスを生み

だす可能性がある。地球温暖化問題は温室効果

ガスの削減という世界共通のニーズを生み、産

業や国民生活にも多くの要求が生まれている。

その結果、太陽電池を始めとする再生可能エネ

ルギーの実用化と普及が図られている。自動車

でも燃費規制などと相まってHEVが普及し、

BEVも徐々に拡大している。シーズがニーズ

を生み、ニーズがシーズを生み出すスパイラル

な循環が、購買者のニーズを創り自動車の成長

を支えてきた。

これまで述べてきたように今、地球温暖化や

デジタル化の進展など大きな社会的な、あるい

は技術の変化が生まれて、様々なイノベーショ

ンが起きている。そのような中で自動車にも革

新的な技術が生まれ、また自動車産業を超えた

サービスが始まって、その行方に大きな関心が

高まっており、それらの今後と影響について考

察する。

BEVは、大気汚染や地球温暖化問題の対応

策の一つとして社会的なニーズから各国が普及

推進を行っているが、課題もあり多くの人々の

購買欲求にはつながらず普及は限定的である。

各国政府が普及を進めてきた結果、2018年に

は世界の自動車販売の1％強を占めるように

なったが、まだ継続的な促進策が必要な状況に

ある。一方で、中国のNEV規制や英国やフラ

ンスなどの ICE車の販売を2040年までに禁止

する意向を踏まえて、今後、各社がBEVや

PHEVなどの電動車両のモデルを増やすことで

市場は暫時拡大していくものと思われる。現在

のような補助金による普及促進策には限界があ

り、社会コストを増大させ、費用対効果の面で

大きな課題となる。社会的なニーズの高い

BEVの本格的な普及には、電池のコストや性

能に斬新なアイデアや革新的なイノベーション

が期待される。また、これまでの自動車の中核

技術であった ICEから電動機への転換で、部品

産業の製品出荷額のうち約３割が影響を受ける

と考えられることから、産業構造変化への対応

も今後必要である。

自動運転車、なかでもドライバーレスの自律

型自動運転車はDARPAの無人運転車プログラ

ムが大きなきっかけとなった。無人兵器のニー

ズとAIのシーズが合致して新しい技術シーズ

が誕生した。それまで自動車メーカーが進めて

きた自動車の安全性を向上するための自動走行

技術の研究から、これを契機に無人の自律型自

動運転車の実用化へと社会のニーズが変化して

いる。日本でも過疎化対策や雇用問題などを含

んで自律型自動運転車への様々なニーズが生ま

れ政府が中心に研究を推し進めるようになった。

また世界の主な自動車メーカーや IT企業も開

発競争に参入し、規制改革などで各国政府を巻
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き込んだ大きな潮流となった。しかし先行する

IT企業のように自律型システムの開発とビジ

ネス化を重視し、早期に市場投入して実経験を

増やしながら徐々にレベルアップを進めていく

のか、または事故ゼロ化を目指して人間を上回

る信頼性を確保するまで実証試験に留めるかな

ど企業による方針には相違があり、実用化に至

るプロセスや明確な共通の目的が見いだせてい

ない。今のところ、いかなる環境でも人より安

全な自律型自動運転車の実現と普及にはまだ長

い時間が必要である。また技術のみならず法制

度や倫理的な問題など、普及に向けては多くの

未解決な課題を抱えている。

今、自律型自動運転車の実現に期待されるも

のにはまだ多くの課題があるため、それぞれの

目的に応じた政策なアプローチが効果的だと考

えられる。交通事故の削減では、自律型自動運

転車の実現を待つよりADASの普及に大きな効

果が期待できることは明らかである。それでも

全ての車をADAS装備車に代替するにも10年

以上かかることから早い計画的な対応が必要で

ある。また過疎地の対策を高価な自律型自動運

転車に委ねるよりも、ライドシェア技術と特区

を活用した京丹後市の「ささえあい交通」のよ

うなシステムを、利用者視点で改善することや、

規制の見直しを進めることで、より地域に根差

した交通弱者の対策が早期に可能となる。また

運転者不足という問題もコストや導入までの時

間を考えれば単に自律型自動運転車に求めるよ

りも、物流システムの革新や配送方法の改善な

ど他の解があると思われる。自律型自動運転の

技術開発はイノベーションに繋がる大きな挑戦

であり制度改革と合わせて推進する必要はある

が、それとは並行して個々のニーズに適した手

段を計画的に実行することが今後求められるの

ではないかと考える。

ライドシェアリングはスマートフォンという

シーズから事業化され拡大している。一方でコ

ネクテッドはどのようなサービスを顧客や利用

者に提供できるかに今後の成否がかかっている。

インターネットのビジネスでは検索や地図など

様々なサービスを提供するとともに、得られた

個人データを活用してターゲティング広告など

で収益を得るビジネスモデルが多い。自動車の

なかで生まれるデータをどう活用するかが重要

で、情報が価値のあるものになるには個人の

ニーズに合致する必要がある。またプライバ

シーの保護は大きな課題である。

MaaSは、欧州で利便性や効率の高いシーム

レスな交通社会を目指すとして研究がされてき

た。現在のMaaS Global社はスマートフォンに

よって一つのアプリで都市部の移動サービスの

統合化が実現できているが、将来的にはAIな

どによって移動手段の最適化によるストレスフ

リーでシームレスな移動が可能となり、個人の

持つ自動車から移動サービスへの乗り換えに

よって自動車の総台数を減らし、環境や交通問

題などの社会的な課題の対策につながるとして

期待は高い。また自律型自動運転車が実現する

とシステムの一部として重要な役割を果たすこ

とになる。尚、それが実現すると自動車会社へ

の影響は売り上げの10％、収益の20％がモビ

リティ共有サービスへ移行すると、PwCコン

サルティングは試算している。

AIは自動運転の重要な技術であるとともに、

今後の社会に大きな影響をもたらすと考えられ

ている。（株）野村総合研究所と英オックス

フォード大学の共同研究では、日本の労働人口

の半数近くが近い将来AIやロボットに置き換

え可能と報告している。またデジタル化の進展

によって既に IT技術者が不足しておりAIの開

発人材は日本の大きな課題となっている。自動

運転のAI研究では、オープンイノベーション

の拠点として米シリコンバレーに施設を持つ企
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On Pastoralism and Climate Change

Regina Hoi Yee FU

Introduction

Africa is most likely the continent in the world 

with the highest vulnerability to climate variations, 

and agriculture is one of most vulnerable sectors. 

Vulnerability in this sector is manifested through 

occurrence of extreme events such as increased 

drought, flood severity, intense storms, shifts in 

the timing and distribution of rainfall and warmer 

temperatures. There are secondary effects such as 

increased pest and disease pressure. Pastoralists 

face a number of challenges that constrain their 

livelihoods and stifle their ability to adapt to changes 

in the external environment. In Nigeria, despite 

the important role of pastoralism in supporting the 

local livelihoods and its contribution to national and 

regional economies, pastoral families face a lot of 

insecurities brought by the complex property right 

systems, political and economic marginalization, 

inappropriate development policies, increasing 

resource competition, and on top of these, the severe 

climate change (Fabusoro et al., 2008). 

In central Nigeria where a large population of 

pastoral Fulani have migrated into and settled for 

over a century, their livelihood system depends 

mainly on the condition of their herd, which in turn, 

relies on the availability and quality of rangeland 

for grazing. The herd must have access to dispersed, 

ecologically specialized and seasonally varied 

grazing lands and watering holes to provide for the 

distinct foraging needs of different livestock species 

and to afford a margin of safety against the normally 

erratic pattern of rainfall (Nori et al., 2005). The 

health and wealth of the cattle herd depends largely 

on availability of, and access to, forage pastures and 

water. 

Although pastoralists have lived with challenges 

of climate variability for millennia and they are 

known to be highly resilient to erratic weather and 

climate conditions, the unprecedented rate and 

scale of recent climate change is beginning to post 

problems on them, especially in places like Nigeria 

where social, political and economic factors are 

inimical to their lifestyles. Apart from exposure to 

climate alterations, frequent conflicts arising from 

competition for common resources and land tenure 

system in central Nigeria has further positioned the 

Fulani pastoralists as a highly vulnerable group of 

people. 

Vulnerability

The term vulnerability has yet a universally accepted 

definition, largely because different disciplines 

use the term diversely to explain their areas of 

concern. Some of the disciplines include finance, 

security, public health, economic development, 

natural hazards and, of course, climate change. 

However, this diversity generates problems for 

the development of a consistent definition and its 
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implementation in assessment practice (Preston and 

Stafford-Smith, 2009). 

Different models of analysis exist in the field of 

vulnerability studies, such as risk-hazard, pressure 

and release, political economy, hazard-of-place, 

ecological resilience and coupled vulnerability 

framework (place-based model), among others 

(Kasperson et al., 2005; Adger, 1996; Turner, et 

al., 2003; Cutter, 1996). In studying vulnerability 

brought by climate change, researchers study 

exposure and sensitivity, defined as the degree to 

which a system is affected by, or responsive to, 

climate stimuli. Researchers also study resilience, 

which is the ability to bounce back or to maintain 

stability despite disturbances. Adaptation strategy, 

the ability to cope with disturbances, is also 

a major concern of researchers. According to 

Intergovernmental Panel on Climate Change 

(IPCC, 2007), vulnerability is the degree to which 

a system is susceptible to, or unable to cope with, 

adverse effects of climate change, including climate 

variability and extreme weathers. Vulnerability is 

most often represented by a suite of socio-economic, 

political and environmental factors that represent the 

sensitivity and exposure of a population to climate 

hazards (Brooks et al, 2005). 

Among the  var ious  methods ,  the  coupled 

vulnerability (place-based model) framework 

of Turner et al. (2003) makes obvious the need 

to find methods to operationalized vulnerability 

that are useful for the specificity of place, and for 

directing attention to the condition of coupled 

human-environment system. Other methodological 

approaches relevant for the study on African 

pastoralists include semi-quantitative typologies, 

such as degradation syndromes, complex indicator 

approaches, integrated modeling and simulation 

techniques and statistical downscaling. The coupled 

human-environment system provides a good 

potential of understanding the vulnerability of 

pastoralists in central Nigeria and identifying critical 

interactions in the human-environment system that 

would suggest appropriate response opportunities 

for decision makers. 

Pastoralists in central Nigeria

Morton (2008) views pastoralists as people who 

depend on livestock or the sale of livestock products 

for most of their income and consumption, where 

livestock is mainly grazed on communally-managed 

or open-access pastures, and where there is at least 

some tendency for households or individuals to 

move seasonally with livestock. The pastoral Fulani 

in Africa believe that animal reproduction does not 

depend on the fecundity of the breed, but rather on 

proper nutrition. Providing the herd with excellent 

nourishment is thus considered the most important 

task of a serious herder. The decision to migrate or 

settle, choice of settlement location and length of 

stay in a particular site are all part of the nutritional 

strategy of the herd. All livestock in pastoralist herds 

are kept at night in fenced enclosure to prevent from 

wandering into crop fields. Depending on the time 

of the year herding is done by different members 

of the household men and boys. Cattle and sheep 

are usually herded together while goats are kept 

separately. 

The pastoral Fulani in Nigeria, same as other 

nomadic pastoralists in Africa in general, have for 

several centuries concentrated their activities in 
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the dry savanna and arid regions where farming 

activities were limited and competition for resources 

with other forms of land use were practically non-

existent. During the twentieth century, Fulani 

herders in Nigeria began to migrate through 

and settle in whole zones that were previously 

inaccessible to pastoralists. Ecological change and 

population increase has reduced the tsetse challenge 

for the non-trypanotolerant cattle owned by Fulani. 

This has removed the major barrier that stopped 

their southern expansion in previous era (Blench, 

2001). The conventional stereotype of the Fulani as 

living in Northern Nigeria is becoming less and less 

true, year after year. Now it is not surprising to find 

Fulani pastoralists settling even in the coastal states 

in southern Nigeria. 

Regarding central Nigeria, the exact date when 

the pastoral Fulani first reached the region was 

unknown (Nadel, 1942). It was estimated that 

nomadic pastoralists made their appearances for 

dry season pastures at an early stage, but long-term 

settlement probably did not take place until much 

later (Johnston, 1967). Based on available records 

(Fu, 2013), the migration of pastoralists to central 

Nigeria dated back to the seventeenth century. 

The expansion of the Sokoto Caliphate in the 

nineteenth century provided the political protection 

that enabled the migration drift of pastoral Fulani. 

Following the establishment of the Fulani Empire 

in the nineteenth century, pastoral Fulani began to 

settle in central Nigeria for long-term stay. Over the 

years, therefore, the pastoralists have integrated into 

the sociocultural system of the region (Fu, 2019). 

Seasonal variability in availability of grazing 

pasture in central Nigeria areas are not critical as 

in the northern arid zones. Herd movement from 

one location to another within the grazing orbit 

is therefore to take advantage of the spatial and 

nutritional diversity of the pasture and fodder 

resources. The grazing route could be circular, 

triangular or semi-circular depending on physical 

structure such as hills, mountains, rivers or a nearby 

urban or village area posing as restriction to grazing 

orbit (Fu, 2018). The distance of grazing depends on 

the time of the year and the various stages of growth 

of pasture within and outside the settlement area. 

During the rainy season the grazing herds move 

within a small area around the settlement, which 

is often less than 5km in distance, but in the dry 

season, the distance of daily travel is easily beyond 

15km or much further (Fu, 2013). Herd mobility 

could be seen as a way of assuring full and timely 

exploitation of the fodder resource to optimize the 

nutritional status of the herd. Some of the land use 

practices of pastoral Fulani include seasonal bush 

burning along grazing route, periodic movement of 

huts within the settlement area, intensification of 

land use, and shifting cultivation with short fallow 

period. Despite the capability of African pastoralists 

to compromise the integrity and resilience of the 

ecosystem, they are sometimes blamed for their 

lack of commitment to invest in long-term land 

improvement initiatives such as incorporation of 

leguminous species into pasture or grazing land. 

Cattle movement may also reduce land cover 

denudation and cause loss of biodiversity  

Climate change and pastoralism

Pastoralists have from ancient times been able to 

exploit a great deal of opportunities that linked 

mobility to alternative forms of land use. Mobility 
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as an ecological rationality in arid and semi-arid 

lands is a response by herders to variable range 

production and animal nutritional needs. It relies on 

herder knowledge and local institutions for making 

decisions. It forms part of the genres and folklores 

of society and serves as a source of memory about 

the past grazing patterns. Herding mobility is 

therefore an embodiment of time and space. The 

evidences provided by Rutherford et al., (1999) 

show that grazing pressure has less effect on soil 

nutrients than other drivers. Site factors pointed 

to far greater effects on soil nutrient variability 

than that caused by grazing pressure despite the 

often claims that associated livestock grazing 

with processes of desertification. When rainfall is 

sufficient, some level of grazing even promote plant 

productivity. Rahlao et al. (2008) who have been 

working on vegetation protection for sixty-seven 

years reached to the conclusion that grazing control 

has far more benefits for biodiversity conservation 

than often acknowledged. 

Climate change reduces available land for livestock 

production purposes at 350,000 hectares per annum 

as estimated by IPCC (2007). Perhaps the Fulani 

pastoralists of Africa are one of the few groups of 

people that are actually knowledgeable and have 

taken decisive actions about climate change (Nori, 

2007; Omotayo, 2003; Blench, 2001), as Omotayo 

(2010) claimed that pastoralists in southwest 

Nigeria were once transhumance or nomads but 

their seasonal movements have stopped, which 

made many of them either semi-sedentary or fully 

sedentary with a changing lifestyle. The livelihood 

patterns of pastoral community hinge upon strategies 

that continuously adapt to a limited, highly variable 

and often unpredictable resource endowment 

(Davies and Nori, 2008). The range of strategies that 

pastoralists use results from the larger geo-political 

system. The adaptive capacity of pastoralists is what 

has made them so resilient throughout history and 

has enabled them to sustainably exploit their natural 

environment. Their adaptive management skills 

enabled them to create and maintain biodiversity in 

many environments of extraordinary natural beauty. 

Yet pastoral development over the past century 

has been characterized by the loss of this adaptive 

capacity, and the outcome has been a vicious 

cycle of impoverishment, resource depletion and 

environmental degradation, which further erodes 

their adaptation. 

Changing environment may provide suitable 

conditions for an expansion of pastoralism, as the 

flexibility and mobility afforded by pastoralism can 

increasingly provide security where other more 

sedentary models fail (Davies and Nori, 2008). 

More than once in history, pastoralism provided a 

mean through which sedentary populations could 

adapt to survive in the face of deteriorating climatic 

conditions. Archaeological evidences indicate that 

pastoralism in Africa was developed about six 

thousand years ago in direct respond to long term 

climate variability, and then spread throughout 

the northern Africa as a mean of coping with 

the increasingly unpredictable and arid climate. 

Current climate changes are predicted to bring 

rising temperatures and erratic precipitation, which 

increase the occurrence of both drought and flood. 

Pastoralism has traditionally been better adapted to 

these changes compared with any other rural land 

use systems.

Many agencies that work closely with pastoralist 
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groups around the world feel that the challenge 

of climate change seems insignificant to many 

pastoralists who are faced with extreme political, 

social and economic marginalization. The general 

consensus is that if these constraints are relaxed, 

their adaptive strategies may enable pastoralists 

to manage climate change better than many other 

rural inhabitants. The vulnerability that is associated 

with climate change in some pastoral environments 

has its root in the restriction of tried and tested 

pastoral coping strategies, including the ability 

to move through different territories, to access 

critical livelihood resources, to trade across borders, 

to benefit from appropriate investments, and to 

participate in relevant policy decision making (Nori 

and Davis, 2007). As often the case in developing 

regions, the main concern for pastoralists is 

the accessibility rather than the availability or 

variability, of resources. 

It would be wise not to overstate the importance of 

traditional coping strategies, since some of them 

may have become permanently out of reach for 

pastoralists. Growing population pressure, together 

with the shrinking of effective rangelands, pose a 

critical challenge to the sustainability of pastoral 

livelihoods, and place constraints on one of the most 

familiar pastoral coping strategies: the migration 

into new regions. The scale of movements that some 

pastoralists have made in the past, to cope with 

climate change, insecurity and other challenges, 

are no longer possible in many countries and many 

pastoralists must be enabled to identify new coping 

strategies that are appropriate to their current 

situation. However, the technical possibilities for 

raising productivity in the rangelands are limited 

and tend to be more resource-degrading than in 

higher rainfall areas, which compound the challenge 

of population growth for pastoralists. 

Pessimistic views of pastoralism in the face of 

climate change are particularly rife in Africa 

south of the Sahara, where food insecurity is 

widespread and where many pastoral communities 

are regularly confronted with drought, which is 

said to be increasing. Yet it is important to examine 

the drought more closely before it is simplistically 

attributed to climate change. Scientific predictions 

and computer simulations suggest that in the 

short term the Sahel might actually benefit from 

climate change, through a greening of the Sahel 

and southern Sahara. Additionally, rather than 

facing meteorological drought, many pastoralists 

may be faced with a form of agricultural drought, 

a phenomenon that is evidently man made and is 

influenced by poor policy and mismanagement (Nori 

and Davis, 2007). In reality, climate change will not 

favor pastoralists if they do not recover the ability 

to adapt. Policies and investments frequently favor 

crop growers over livestock keepers, particularly 

in the drylands where crops are being made more 

and more resistant to drought. The land rights of 

crop growers are usually more secure than those of 

livestock keepers, and the tendency over the past 

few decades has been incursion of cultivators into 

grazing lands (Fabusoro et al., 2008). Even if the 

projected “greening of the Sahara” does take place, 

under the current conditions it is likely to be crop 

growers that benefit at the expense of pastoralists. 

Climate change will therefore affect pastoralists 

diversely in different part of the world, according 

to the extent of their marginalization and under-

development. Although pastoralists may cite other 



― 254 ―

threats to their livelihood as of greater importance, 

there are good reasons to be concerned about the 

risks that climate change presents, and to assist 

them to be aware of those risks and to develop new 

adaptive strategies. Above all, the rate and the scale 

of ongoing climate change is likely to increase the 

failure of their livelihood adaptation, with huge 

social and environmental costs. Pastoralists already 

face an overwhelming challenge to adapt to an array 

of forces that threaten their livelihoods, and their 

means of adaptation must change to keep up with 

times. Whilst the dominant discourse remains on 

their vulnerability, there is a slow but steady shift 

in emphasis towards their capabilities. This shift 

in emphasis is critical if the benefits of pastoralism 

with regard to climate change are to be realized. By 

focusing on building capacities and empowering 

people, pastoral development can ensure that 

poverty is reduced and capacities for sustainable 

natural resources management are strengthened 

within the rangelands. 

Pastoralist resilience depends heavily on indigenous 

knowledge, of the environment and of the production 

system, and the customary institutions that enable 

pastoralists to capitalize on this knowledge (Davis 

and Nori, 2008). Strong social organization and 

customary institutions are common features of many 

successful pastoral societies and have been critical 

for the effective management of unpredictable 

environments. These institutions enable herd 

mobility, pooling of labour for production or 

security, and spreading of risk through systems 

of reciprocity and obligation. The perception of 

pastoralism as intrinsically self-destructive led to 

efforts to introduce modern systems of governance 

and natural resource management, which have 

deliberately or inadvertently eroded traditional 

governance structures and have undermined the 

fabric of pastoral society and the foundations 

of the pastoralist economy. Faced with growing 

external interference and a rising pressure on the 

fragile environment, pastoral societies have become 

increasingly unable to retain control over resources. 

Different Scenarios of climate change 
impacts on pastoralism 

Observed climatic changes show that overall Africa 

has warmed by 0.7°C over the twentieth century, 

which is a 0.05°C warming per decade. Projected 

warming for Africa ranges from 0.2°C per decade 

(low scenario) to more than 0.5°C per decade 

(high scenario) (Hulme et al., 2001; IPCC, 2007). 

UNOCHA (2009) illustrated three possible scenarios 

on the current and potential impacts of climate 

change on pastoralists in Central and East Africa. 

They represent well the ongoing debate on the 

possible impacts of climate change on pastoralism. 

The first scenario is more reoccurring. It argues 

that climate change will have significant negative 

consequences for pastoralists. These will include 

loss of livestock through heat stress, more frequent 

agricultural encroachment as variation in rainfall 

may raise the productive potential of arid areas, 

increase in frequency of flooding, spread of human 

and livestock diseases that thrive during the wet 

season, and when rainfall decreases or becomes 

more erratic the quality of grazing lands will 

decrease. All these will impoverish pastoralists 

further. It is expected that this scenario will be more 

prevailing in the Horn of Africa and the arid zone. 
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The second scenario argues that climate change 

on its own will not have a negative impact 

on pastoralists. The argument is that pastoral 

production system is already an adaptation to hostile 

environment. Nevertheless, pastoralists face more 

severe challenges, such as political and economic 

marginalization, inappropriate development 

policies, and increasing resource competition. All 

these hinder their way of life and adversely affect 

their social cohesion. These challenges will stifle 

their ability to adapt to changes in their external 

environment. It is estimated that this scenario will 

be appliable to the semi-arid zone, and is more 

relevant to the situation of central Nigeria.

The last scenario presents a hopeful picture. It 

argues that pastoralists could actually benefit from 

climate change, as more rainfall can result in more 

dry season pasture and prolong access to wet 

season pasture. It can also result in less frequent 

drought, which may mean more time for people 

to rebuild their assets between lean times. Climate 

change conversely, could conceivably lead to the 

creation of more dry land resources that are suited 

to pastoralism, thus creating new opportunities 

for pastoralists. This scenario is applicable to 

areas which are relatively humid, which were 

formally inaccessible to pastoralists because 

of Trypanosomiasis. Climate change will work 

indirectly in breaking through the ecological barrier 

for pastoralists.

Whichever position is subscribed to, there is a 

common thread that runs through all the scenarios, 

which is the issue of preparedness. There is an 

urgent need to invest in disaster risk reduction 

measures and climate change adaptation. A study 

from southern Ethiopia showed three most important 

direct effects of climate change are droughts, 

flooding, and diseases and pests (UNOCHA, 2009). 

Other indirect impacts are sometimes harder to link 

directly to climate change, since these factors are 

mostly a combination of both climate change and 

other factors. However, it can be said that climate 

change has a compounding effect on the already 

difficult circumstances for communities that live in 

the arid and semi-arid zones of Africa.  

Research on the way

In order to understand how the Nigerian pastoralists 

perceive climate changes and how changing 

environment have affected their livelihoods, 

vulnerability and adaptive strategy, fieldwork based 

research is being carried out on the way to collect 

data and narratives directly from pastoralists. 

Studies have been conducted among semi-settled 

and nomadic pastoral Fulani in Niger State, central 

Nigeria. The study area is located in the so-called 

“Middle Belt” which stretches across central Nigeria 

longitudinally between the eighth and the twelveth 

parallels north. The Middle Belt is populated largely 

by minority ethnic groups and is characterized by a 

heterogeneity and diversity of peoples and cultures. 

Ethnical conflicts have been increasing over the past 

years in places like Kaduna, Bauchi and particularly 

Jos, where followers of Islam and Christian live 

relatively close to one another. The vegetation of the 

study area belongs to the Guinea Savannah zone. 

Among the three scenarios projected by UNOCHA 

mentioned above, the circumstances of the second 

and the third scenarios are expected to be more 

significant. Surrounded by River Niger and other 

river channels, the area is suitable for agricultural 
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production, especially during the dry season, the 

river floodplains turn into key resources for the large 

population of cattle migrating from the dry far north. 

The major inhabitants of the area are the Nupe, who 

are traditionally sedentary agriculturalists. Pastoral 

Fulani have settled in the area for over a century. 

With the Sahel region in the north becoming drier 

under the influence of climate change, a large 

population of new pastoral Fulani groups has 

begun to infiltrate and settle into the region since 

couple of decades ago (Fu, 2019). Pastoralists from 

different lineage groups and social status have been 

selected for the study for the purpose of comparison 

and to identify if there are any differences among 

their adaptive strategies and level of vulnerability. 

The fieldwork results will be analyzed to provide 

evidences of actual situation at ground level and 

perceptions from the very people at stakes. 
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②2019年度事業計画案 

特別研究会企画（夏季実態調査［北前船の足跡をめぐるPart3］（案） 9/2 ～ 6）予算承認／シン

ポジウム［川崎市、堺市、北九州市における産業政策と環境政策］（11月予定）／ 定例研究会

（申請と承認：定例A（申請者：蔡舗錫所員）、定例A（申請者：松井 暁所員）、定例A（申請

者：狐崎知己所員））／ 特別研究助成、グループ研究助成応募状況／新規特別研究助成選考委

員選出（2件×3名）・承認）／所報刊行（月報進捗、年報への客員研究員と非研究員の共同執

筆承認／叢書第22巻（代表村上俊介所員）契約書作成日程（5/28予定）／ PC/HP（デジタル化、

公開作業準備）／ 2019年度予算案の事務局承認

③神田新展開にともなう社研神田分室について（学長面談の報告）

④総会前後の日程案（第4回事務局会議7/2）

［報告］会計内部監査（5/7実施）報告

（4）5月21日（火）　第4回事務局会議（運営委員会との合同会議）

①所長挨拶

②2018年度事業報告（承認）

③2018年度会計（収支決算）報告 、会計監査報告（承認）

④2019年度事業計画案 （承認）

2019年度事務局・運営委員の体制（所員の異動／新所員の承認／会議・総会予定）／研究調

査事業（定例研究会（予定）／特別研究会：夏季実態調査企画、春季実態調査企画／シンポジ

ウムの開催）／研究助成：2019年度継続・新規の研究助成の審議と承認（グループ研究A,B･

特別研究） ／所報刊行（年報、月報の刊行予定・進捗）／叢書第22巻（代表村上俊介所員）編

集計画／特別文庫の修復・整理、文献のデータベース化／ PC/HP（情報化システムの構築、所

報デポジトリ公開の進捗）

⑤2019年度予算案（承認）

⑥客員研究員の資格基準（細則変更）（承認）

⑦神田新展開にともなう社研神田分室について（承認）

（5）7月2日（火）　第5回事務局会議

①夏季実態調査：北前船part3（北陸版：新潟～富山）

②社研70周年シンポジウム「川崎市、堺市、北九州市における産業政策と環境政策（仮）」（提

案・承認）

③社研70周年記念事業：12/21 記念講演会、70年史刊行披露（開催提案・承認）

④檀国大学との合同研究会：11/9 於神田（提案・承認）

⑤定例研究会（申請と承認：定例C（申請者：谷ヶ城 秀吉所員）、定例A（申請者：谷ヶ城 秀吉

所員））

⑥所報：月報進捗、年報（第54号）への応募状況

⑦文献資料：藤本文庫、山田盛太郎文庫　作業進捗

⑧HP/PC：月報の公開、デジタル化作業進捗

⑨客員研究員および推薦者への通知文書検討
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⑩研究所謝金・謝礼の区分（インタビュー対応者、アンケート協力者、訪問説明対応者）提案

［報告］研究助成の受け渡し報告、会計外部監査（6/13実施）報告

（6）9月24日（火）　第6回事務局会議

①社研70周年シンポジウム（再提案・承認）

②川崎市生田東部地区イベントとの社研共催について（承認）　

③社研70周年記念事業：12/21 記念講演会等（内容提案・承認）

④檀国大学との合同研究会準備進捗

⑤所報：月報進捗

⑥HP/PC：2002年度以前の月報公開、デジタル化作業進捗

⑦研究所謝金・謝礼の区分（継続審議）、一般アルバイト謝金の金額変更（20円アップ）（承認）

［報告］2019年度予算執行状況、夏季実態調査北前船part3（北陸：佐渡～富山～金沢、9/2 ～

6）実施報告

（7）10月15日（火）　第7回事務局会議

①社研70周年シンポジウム（進捗）

②檀国大学との合同研究会進捗と参加者募集　

③研究所の謝金・謝礼（専門的知識の提供による研究協力者への上限を10,000円～ 20,000円と

する）（承認）

④2020年度からの神田分室の利用内規（3研究所共同利用）

⑤所報：月報進捗と月報発刊順の変更

⑥2019年度後期活動計画と予算消化（状況と今後の予定）

⑦2020年度事業計画案と予算案（提案）

（8）10月29日（火）　第8回事務局会議

①社研70周年シンポジウム進捗2020/1/25（土）「川崎市における産業の歴史と（仕事・くらし

の）現在と未来（仮）」

②社研70周年記念事業（12/21開催）進捗

③檀国大学との合同研究会進捗　

④2019年度後期総会（12/21）開催案内の内容確認

⑤2020年度からの神田分室の利用内規（3研究所での共同利用に向けて）

⑥所報：年報（10/20締切）進捗、月報今後の予定

⑦2020年度事業計画案と予算案（学務提出）の事務局承認

（9）11月19日（火）　第9回事務局会議

①定例研究会（申請と承認：定例A（申請者：大矢根 淳所員）、公開研究会（70周年関連）（申

請者：恒木 健太郎所員））

②社研70周年記念事業：（12/21開催）進捗、役割分担　

③2019年度春季実態調査（北九州（福岡）～有田（佐賀）案）継続審議

④所報：年報進捗、月報進捗

⑤文献資料：神田分室の図書整理
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・ジャフナ大学訪問「スリランカ北部社会の変容と現在」についての講義および質疑応答

第3日目：3月2日（土）北端の島ナーガディーパ、キリマライ、ポルトガルやオランダのかつ

ての拠点要塞跡見学

第4日目：3月3日（日）ジャフナからアヌラーダプラへ移動

・ジャフナ県ヴァダマラッチ郡ウドゥトゥライ村NGO事業「サリーリサイクル事業」参加者

たちを訪問、ヒアリング

・アヌラーダプラの仏教寺院見学 

第5日目：3月4日（月）

・ミヒンタレの仏教寺院見学

第6日目：3月5日（火）

・シーギリヤ博物館および周辺の見学 

・シーギリヤロック登頂

第7日目：3月6日（水）・

・マータレーの日系企業ノリタケ社を訪問、見学、ヒアリング

・キャンディの縫製工場MAS factory（スリランカ英米独合弁のアパレル企業MAS Holdings）

を訪問、見学、ヒアリング

第8日目：3月7日（木）

・キャンディにてTea Factory見学

・コロンボにて社会起業家（視覚障がい者の就労支援事業Thusare経営者石川氏）を訪問、見

学、ヒアリング

第9日目：3月8日（金）

・コロンボ大学にて「スリランカ経済について」（コロンボ大学元学長W.D.ラクシュマン氏）

の講義および質疑応答

・同大学にて「スリランカにおけるトロツキー主義について」（コロンボ大学教授）の講義お

よび質疑応答

・コロンボ市内の宝石販売加工企業（スリランカ人職人を養成する大槻氏）を訪問、見学、ヒ

アリング

第10日目：3月9日（土）

・コロンボ市内船舶製造修理業Colombo Dock Yard社（尾道造船グループ）を訪問、見学、ヒ

アリング

・コロンボ博物館見学 

・コロンボから搭乗・帰国へ

第11日目：3月10日（日）成田着 

〔参加者：16名〕
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（2）2019年度夏季実態調査：北前船の足跡をたどるPart3：北陸 佐渡～富山～金沢（2019.9.2-6）

［行　程］（すべてバス移動）

第1日目：9月2日（月）

・新潟港発（ジェットフォイル乗船）　→　佐渡両津港

・トキの森公園訪問、見学

・真野鶴尾畑酒造訪問、見学

（佐渡市内宿泊）

第2日目：9月3日（火）

・キラリウム佐渡訪問、映像視聴、推進課による説明・質疑応答

・佐渡金銀山世界遺産ツアー（バスによる見学・ガイド案内付き）

・セイデンテクノ（株）訪問、見学、ヒアリング

・無名異焼（玉堂窯）見学

（佐渡市内宿泊）

第3日目：9月4日（水）

・佐渡国小木民俗博物館（千石船展示館）訪問、見学

・千石船の里宿根木あるき（自由行動）

・小木港発高速カーフェリー乗船　→　直江津港

・YKK黒部パークセンター訪問、見学

（魚津市内宿泊）

第4日目：9月5日（木）

・富山市役所訪問、質疑応答

・廣貫堂訪問、見学、ヒアリング

・富山コンパクトシティ体験（途中昼食休憩）→LRT移動、北前船廻船問屋森家訪問・見学

・株式会社ハナガタ訪問、見学、ヒアリング　

（高岡市内宿泊）

第5日目：9月6日（金）

・高岡金屋町まちあるき（自由行動：金屋緑地公園）

・高岡鋳物「能作」訪問、工場見学、ヒアリング（カフェ IMONO KITCHENにて昼食休憩）

・金沢「津田駒工業」訪問、見学、ヒアリング

・金沢駅にて終了・解散

〔参加者：15名〕　

☆本実態調査については、『月報』（2019年度1月＋2月合併号）に掲載予定。

（3）2019度春季実態調査：福岡県北九州市周辺と佐賀県

「北九州・佐賀の急加速と蝸牛の如き産業変化」と題し、早春の九州地方で急加速している産業

変化と、蝸牛のような産業変化の双方を見聞・体感する実態調査を2020年2月25日～ 29日の日程

で予定している。具体的な訪問地は、北九州～久留米～武雄～伊万里～有田。
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神田分室の利用に関する内規 　「規程・細則・内規集」（2014年3月）p.17

［改正］

１．神田分室は、2020年度から、専修大学神田キャンパスの再構築の一環である商学部神田移転

にともない、社会科学研究所と商学研究所、会計学研究所の三研究所による共同利用とする。た

だしこれは、将来的には各研究所が固有の事務室を所有することとなるまでの暫定的な措置であ

る。

２．神田分室の共同利用に関わる調整等は分室世話人（※当面は事務局長が兼ねる）が行うこと

とする。

３．神田分室の研究所事務室、会議室としての使用は、毎週火曜日は商学研究所、会計学研究所の

優先とする。週末の使用は社会科学研究所の使用を優先する。その他、利用日程・時間は三研究

所間にて適宜調整の上、使用する。

４．研究会等のために神田分室の使用を希望する各研究所の所員は、日程・時間等の調整を必要と

する場合があるので、必ず届け出なければならない。

５．届け出の取り扱いは、社会科学研究所の事務局職員もしくは分室世話人が担当する。

６．神田分室の利用予約は３ヶ月前の月の第一週から始める。

７．神田分室を研究会として利用する場合、同一グループが１ヶ月に同一曜日を複数回利用するこ

とはできない（例：土曜日を同一月内に２回以上予約することはできない）。

８．同一時間帯に複数の研究会予約が申し込まれた場合には、三研究所間で相互に配慮して対処す

る。

９．各研究所の所員が個人として神田分室を利用する場合、届出は不要だが、可能な限り社研事務

室へ事前確認をする。各研究所が優先的に使用する時間帯、研究会等で使用される時間帯以外で

の使用とする。

10．神田分室の鍵は神田校舎B１受付に置く。

11．神田分室を研究会等あるいは個人で利用する各研究所の所員は、当日受付に身分証明書を提示

し、利用者名簿に必要事項を記入する。

12．神田分室を研究会等あるいは個人で利用した各研究所の所員は、分室の管理に全責任を負う。

13．所員が不在のまま、三研究所の所員以外の者が神田分室を利用することはできない。
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編集後記

編集スタッフ　　鈴木奈穂美（経済学部）　小池　隆生（経済学部）

　　　　　　　　徐　　一睿（経済学部）　広瀬　裕子（文学部）

専修大学社会科学研究所『社会科学年報』第54号をお届け
いたします。2017年4月に発足した宮嵜晃臣所長・樋口博美
事務局長体制のもと、本号も無事刊行することができました。
ご労作をお寄せいただきまして所員の皆様、関係者の皆様に
は、心より御礼申し上げます。本号には、英語論文1編を含
む11編の論文が掲載されております。以下、掲載順に主題や
対象についてご紹介いたします。
石川論文では、ミャンマーとASEAN諸国との経済状況比

較や、同国の自動車産業が後れをとった背景、現在の産業構
成のプロセスなどを分析しています。そして、市場へ参入す
る際、外資系企業がどのような視点を有しているかについて
も考察を加え、日系企業（スズキ、いすゞ、日産、トヨタ）
だけでなく、インドや韓国メーカーが現地生産に踏み切るま
での意思決定プロセスも踏まえて論考されています。
内田論文では、「エピクロスの哲学」ノート、「『国富論』
ノート」、『経済学・哲学草稿』を用いて、『資本論』の対称
性原理の起源を解明しています。思想家としての出発点であ
る博士論文まで立ち返り、マルクスを天文学系譜の思想家と
位置づけることから始めており、経済学批判の古典である
『資本論』では、商品関係が重層的な対称性を展開する過程
などについて考察を深められております。
坂口論文では、多くの日本人研究者が貨幣の支払手段機能

を重視していることが J. R.コモンズの貨幣制度説（ITM）の
理解を妨げている可能性があるとし、『制度経済学』の「将
来性」章から ITMの理論的要素を整理しています。加えて、
グローバリゼーション下の貨幣の現実を念頭におきながら、
コモンズの議論を批判的に継承・発展させているテレ（Théret）
の研究成果についても分析されています。
高梨論文では、①各種養蚕業の指標に基づいた上位10郡市

の特質と動向、②「福岡農法」の普及、 ③県外大製糸資本の
進出による福岡県製糸業の発展と原料繭争奪戦を繰り広げる
県外大製糸資本の実態把握、④戦前期福岡県における乾繭取
引（乾繭組合）の拡大と、大製糸資本（特に片倉製糸）の対
応、各郡市養蚕業（養蚕農民）の動向から、福岡県養蚕業の
展開を考察されています。
西角論文では、デリダの『法の力―権威の神秘的基礎』の

「掟の神秘的基礎」概念や、ベンヤミンの『暴力批判論』を
通じて法と法外なものを画定する境界線や死刑などの考察を
おこない、法と法外なものを線引きする「境界」とは何かと
いう問題に取り組んでいます。そして、デリダの議論をふま
えて、法そのものが他者への暴力を不可避にしている点にふ
れながら、正義の担い手とその可能性に関する論考で結んで
います。
新田論文では、「資本主義」の成立期をめぐる論争の背景
にある「資本主義」、「資本主義的生産」、「資本主義社会」の
定義の混乱に焦点をあて、これら3つの概念の再定義化をお
こなっています。結論では、3概念の区別と関連を明らかに
することで、流通形態としての資本主義市場経済＝世界資本
主義そのものは長期循環を反復するが、流通形態に包摂され
た近代社会は不可逆的に生成・発展・変容する側面と長期循
環する側面とをあわせもつものと示されています。
広瀬論文では、1988年教育改革法を始点とする制度改革以

降の英国（イングランド）の学校運営に関する論考でありま
す。筆者は、学校運営の自律性の強調と、中央政府が学校運
営に強制的介入支援という一見すると異なるベクトルが同時
進行しているようにみえますが、その実は、自律的経営の重
篤な破綻を想定した上で自律性を継続させるために有効かつ
整合的な政策パッケージであるという立場をとっています。
そして、終盤では単なる実態把握から理論構築の必要性につ
いて考察を深められています。
藤井・山田論文では、日本の財政の硬直化の要因である国

庫債務負担行為の増加に焦点をあてています。国庫債務負担
行為は、複数年度の契約を通じて計画的な調達が可能なため、
公共事業の平準化が図られて生産性向上に寄与するなどの効
果が期待される一方、予算の単年度主義の例外であり、行き
すぎた活用による弊害も指摘されています。そのため実態解

明が求められているところですが、実証的な先行研究も少な
い分野でもあります。
藤本論文では、2019年6月の知事選で5回目の勝利を手に
した三村申吾県政の4期16年の正と負の遺産を検証していま
す。正の遺産には、行財政改革、雇用創出、農林水産業、観
光産業、原子力・エネルギー、包括的ケアシステムの観点か
ら、負の遺産には、新型移動式早期警戒レーダー「Ｘバンド」
の配置、核燃料サイクル実現にむけた六ケ所村の再処理工場、
三村興業社と「県発注工事」問題、人口減少・流出、医師確
保、多選禁止の観点から考察されています。
水戸部論文では、環境問題への対応、デジタル化の進展、

さらには人工知能の進歩に伴うイノベーションとそれを生み
出す技術のシーズや社会のニーズに関する分析を通じて、こ
れからの自動車の行方と社会への影響について考察していま
す。新しい技術が生み出す自動車に加え、スマートフォンの
普及に伴うシェアリングエコノミーにも言及し、今後の自動
車産業について触れられています。
傳論文では、中央部のニジェール州にある半定住の牧畜民

フラニが、気候変動をどのように認識し、環境の変化が彼ら
の生活、脆弱性、適応戦略にどのように影響したかを理解す
ることをめざして、分析しています。気候変動により、アフ
リカでは干ばつや洪水の発生、気温の上昇などリスクが拡大
していますが、これらは遊牧民の生活を制限する要因になっ
ています。この点に注目し、遊牧民家族の経済的不安などに
も触れています。
今年も国内外でさまざまな出来事がありました。国内では、

台風15号・19号の通過により、深刻な被害をもたらしました。
その後、気象庁は台風15号を「令和元年房総半島台風」、台
風19号を「令和元年東日本台風」と名付けました。1977年
の沖永良部台風以来、名称を定められるほど強大な台風が1
年に2回も発生したことで、生活インフラ（水道、電気、通
信など）の維持、地域経済への影響、そして行政機関の初期
対応などの課題も指摘されています。2020年に入ると、1995
年に発生した阪神淡路大震災発生から25年目をむかえ、これ
までを総括するイベントも開かれました。地震と風水害では
異なることもありますが、災害時の初動は、人びとの生活は
もちろんのこと、経済活動にも影響を与えるものです。この
点はこれまでの災害の教訓から学んでいても、実際に発生す
るとその対応に苦慮している私たちが存在しています。
2016年7月に発生した津久井やまゆり園を舞台にした相模

原障害者施設殺傷事件の初公判も1月にスタートしました。
日本において、第二次世界大戦後、最も多くの人を殺害した
事件として、当時、国内外に多くの衝撃を与えました。2020
年2月には、英国のブレグジットが実現しました。1993年11
月に欧州連合（EU）発足して以来、初となる離脱です。英
国とEU、英連邦との関係性など今後の動向からも目が離せ
ないところです。現在、武漢発の新型コロナウイルス（COVID-19）
の猛威が世界を席巻しております。日本でも感染者・死者が
拡大している最中にあります。新型コロナウイルスの感染拡
大を目の当たりにすると、災害同様、各国の中央政府・地方
政府の初動対応の重要性を実感するところでもあります。ま
た、世界経済の停滞が危惧されている中、今後の市場経済と
政府の各種政策の動向は、多くの社会科学の領域で注視され
ることでしょう。
本号掲載の各論文は、これら現実の経済・政治・社会で生
じている事象を冷静に考察する視座を高めることに寄与する
ものです。多くの方に一読していただけることを期待してや
みません。
最後になりますが、佐藤印刷株式会社の村越紀明氏、大槻

秀氏は編集にまつわる仕事を手際よく進めてくださり、年度
内刊行を実現いただきました。また、『年報』のみならず『月
報』の編集全般にわたり、研究所事務職員の岩本さんには大
変お世話になりました。編集委員、投稿者と印刷会社との間
の連絡調整で労を惜しまず、きめ細かやかに応対していただ
きました。この場を借りて、心より感謝を申し上げます。

（N. S.）






